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Ⅰ．はじめに 

 

平成１５年１０月に国民生活センターが独立行政法人化して以来、６年半が経過した。

この間、国民生活センターは全国の消費生活センター等から収集した消費者相談情報を

分析し、消費者被害を未然に防止するための情報提供を行うとともに、教育研修、消費

者問題に関する調査研究等を精力的に実施してきた。こうした事業を通じて、多様化・

複雑化する消費者問題に適切に対応し、消費者基本法で定められた消費者行政に関する

中核的機能を積極的に果たしてきたところである。 

平成２１年度、国民生活センターでは紛争解決委員会による消費者紛争の解決を図る

ためのＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）を開始した。また、地方消費者行政に対する支援

の一環として、実務経験豊富な相談員が消費者相談の体制が脆弱な地域を巡回訪問して

相談対応や困難事案の解決等に関する助言を行う事業や、消費生活センターへのＰＩＯ

－ＮＥＴ端末の追加配備を実施したほか、情報機能の強化に向けてＰＩＯ－ＮＥＴシス

テムを刷新し、相談員の方々に使い勝手の良いシステムに切り換えるなど、地方の相談

体制の強化に向けて精力的に取組んだ。 

平成２１年９月には、各方面の強い期待の下、消費者庁及び消費者委員会が発足した。

国民生活センターにおいても、両機関と緊密な連携を取りつつ、業務の効率化を図りな

がら、国の中核的実施機関として更に積極的な役割を果たしていきたいと考えている。 

本報告書では、これらの状況を踏まえ、当センターの平成２１年度における業務実績

とその成果を取りまとめた。 
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Ⅱ．独立行政法人国民生活センターの概要 

 

１．目的 

独立行政法人国民生活センターは、国民生活の安定及び向上に寄与するため、総合

的見地から、国民生活に関する情報の提供及び調査研究を行うとともに、重要消費者

紛争について法による解決のための手続を実施することを目的とする（独立行政法人

国民生活センター法  第３条）。 

 

２．業務の範囲 

（１）国民に対して国民生活の改善に関する情報を提供する。 

（２）国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対して必要な情報を提供する。 

（３）前二号に掲げる業務に類する業務を行う行政庁、団体等の依頼に応じて国民生

活に関する情報を提供する。 

（４）国民生活の実情及び動向に関する総合的な調査研究を行う。 

（５）国民生活に関する情報を収集する。 

（６）重要消費者紛争の解決を図る。 

（７）前各号の業務に附帯する業務を行う。 

（独立行政法人国民生活センター法  第１０条） 

 

３．沿革 

昭和３７年  ６月１日  特殊法人国民生活研究所として設立 

昭和４５年１０月１日  特殊法人国民生活センターに改組 

平成１５年１０月１日  独立行政法人国民生活センター設立 

※国民生活センターのあゆみについては別添資料１を参照 

 

４．根拠法 

独立行政法人国民生活センター法（平成１４年１２月４日  法律第１２３号） 

 

平成１６年６月に公布・施行された「消費者基本法」において、国民生活センター

は苦情処理のあっせん等における中核的な機関として位置づけられた。また、平成２

０年５月には、国民生活センターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の整備につい

て盛り込まれた「独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律（平成２０

年法律第２７号）」が公布され、平成２１年４月１日施行とされた。 

 

５．主務大臣 

内閣総理大臣 

 

６．所在地 

相模原  〒２５２－０２２９  神奈川県相模原市中央区弥栄３－１－１ 

電話（０４２）７５８－３１６１（総合案内） 

東  京  〒１０８－８６０２  東京都港区高輪３－１３－２２ 

電話（０３）３４４３－６２１１（総合案内） 

 

７．資本金の状況 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 9,166,546,650 0 0 9,166,546,650

資本金合計 9,166,546,650 0 0 9,166,546,650
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８．役員の状況 

（平成２２年３月３１日現在） 
役職 氏名 任期 担当 経歴 

理事長 中名生 隆
自 平成 19 年 10 月 1 日

至 平成 23 年 9月 30 日
 

昭和 42 年 経済企画庁入庁 

平成 11 年 経済企画事務次官 

平成15年 (財)連合総合生活開発研究所所長

古畑 欣也
自 平成 22 年 1月 1日 

至 平成 23 年 9月 30 日

総務部 

経理部 

情報部 

紛争解決委員

会事務局（紛

争解決手続の

実施業務を除

く） 

昭和 53 年 (株)資生堂入社 

平成16年 日本たばこ産業(株)食品事業本部

事業開発部長 

平成 19 年 奥本製粉(株)専務取締役 

柴崎 信三
自 平成 21 年 10 月 1 日

至 平成 23 年 9月 30 日

総務部（独立

行政法人国民

生活センター

組織規程第 11

条第 3 項第 10

号に規定する

業務のうちの

地方支援に係

る業務及び 40

年史編纂に係

る業務） 

広報部 

研修部 

昭和 44 年 日本経済新聞社入社 

平成 4 年 日本経済新聞社文化部長兼ウィー

クエンド日経編集長 

平成 11 年 日本経済新聞社論説委員 

理事 

井守 明央
自 平成 21 年 10 月 1 日

至 平成 23 年 9月 30 日

相談部 

商品テスト部 

昭和 49 年 国民生活センター入所 

平成 12 年 国民生活センター普及交流部長 

平成 19 年 (独)国民生活センター審議役 

髙橋 京太
自 平成 21 年 10 月 1 日

至 平成 23 年 9月 30 日
 

昭和 47 年 日本輸出入銀行入行 

平成 11 年 国際協力銀行法規担当審議役 

平成 18 年 豊田通商(株)理事 監事 

(非常勤) 

島崎 芳征
自 平成 21 年 10 月 1 日

至 平成 23 年 9月 30 日
 

昭和 55 年 国民生活センター入所 

平成 9 年 国民生活センター商品テスト部長

平成 15 年 (独)国民生活センター審議役 

 

９．職員の状況 

常勤職員数は平成２１年度末において１２４人（前期末比４人増加、3.3％増）であ

り、平均年齢は４１．０ 歳（前期末４１．８歳）となっている。このうち、国等から

の出向者は２人、民間からの出向者は０人である。 
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１０．法人の組織 

下図のとおり。（平成２２年３月３１日現在） 

 

  

  

 

 

 

　  

危 害 情 報 室

教 務 課研 修 部

相 談 部

広 報 室

システム管理室

次 長

情 報 部

情 報 資 料 館

紛争解決委員会 事 務 局

広 報 部

商品テスト部

監 事

審 議 役

理 事 長 理 事

総 務 部

総 務 課

企 画 調 整 課

経 理 課

経 理 部

管 理 室
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Ⅲ．中期目標・中期計画・年度計画に関する報告 

 

１．独立行政法人国民生活センター中期目標・中期計画について 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条第１項において、主務

大臣は中期目標期間の終了時に独立行政法人の組織及び業務の全般にわたる検討を行

い、所要の措置を講ずることとされている。これを受け、国民生活センターの第１期

中期目標期間の最終年度である平成１９年度に、国民生活局長の私的懇談会である「国

民生活センターの在り方等に関する検討会」が設置され、当センターの組織や業務に

ついて総合的な検討がなされた。また、独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１

２月２４日閣議決定）においては、国民生活センターが行う事務・事業等について、

情報分析業務の在り方の抜本的な見直しや関係機関との連携の強化が講ずべき措置と

して盛り込まれた。 

これらを踏まえ、国民生活センターでは、平成２０年２月２９日付で主務大臣より

指示された国民生活センターが達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）に則り、

「独立行政法人国民生活センター中期計画（以下、中期計画）」を策定した。中期計画

は独立行政法人通則法第３０条第３項に基づき、内閣府独立行政法人評価委員会国民

生活センター分科会及び内閣府独立行政法人評価委員会に諮り了承を得、主務大臣へ

の認可申請を行い同年３月２８日に認可された。 

また、平成２０年１０月１６日に「安心実現のための緊急総合対策」（平成２０年８

月２９日、政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付ける平成２０年度

補正予算（第１号）が、平成２１年１月２７日に「生活対策」（平成２０年１０月３０

日、新たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付

ける平成２０年度補正予算（第２号）が国会において成立した。これらに盛り込まれ

た消費者政策強化対策費を当センターの運営交付金収入及び業務経費に計上する必要

が生じたことから、その都度、中期計画について変更の認可申請を行い、平成２０年

１１月１７日、平成２１年３月１２日に認可がなされた。 

平成２１年度には、第１７１国会（通常会）において消費者庁・消費者委員会設置

法、消費者安全法が成立（平成２１年５月２９日成立、同年６月５日公布）し、平成

２１年９月１日には消費者庁が設置された。消費者庁の設置に伴い、国民生活センタ

ーの中期目標が変更されたことを受け、中期計画にも所要の修正を行い、同日付で中

期計画の変更が認可された（中期目標及び中期計画については別添資料２、３を参照）。 

 

２．平成２１年度独立行政法人国民生活センター年度計画の届け出について 

国民生活センターは、独立行政法人通則法第３１条の規定に基づき、平成２１年度

の業務運営に関する計画である「平成２１年度独立行政法人国民生活センター年度計

画（以下、平成２０年度計画）」を作成し、平成２１年３月３０日に主務大臣へ届け出

た。 

また、上述のとおり、消費者庁の設置を受けて中期目標及び中期計画が変更された

ことを受けて年度計画にも所要の修正を行い、平成２１年９月１日に変更を届け出た

（平成２１年度計画については別添資料４を参照）。 

 

Ⅳ．法人の長等による業務運営状況について 

 

１．理事長のリーダーシップについて 

中名生理事長は、国民生活センターの事業である情報収集、情報提供、相談処理、

調査研究、商品テスト、研修等を統括し、全国の消費生活センター等との連携を通じ

て、その中核的機能を果たすべく積極的に取り組んだ。各事業の運営にあたっては定

例役員会（毎週火曜日開催）を主宰し、重要事項について方針を取りまとめるととも

に個々の情報提供の内容等を決定し、中期計画及び当該年度計画に基づき業務を精力

的に推進した。 

平成２１年度においては、国民生活センターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

を実施する「紛争解決委員会」が設置されたことを受け、委員会において重要消費者
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紛争に関し和解の仲介等の手続が円滑に実施できるよう、紛争解決委員会事務局の体

制整備を指揮した。また、次期ＰＩＯ－ＮＥＴに係るシステムの刷新と運用体系の整

備を指揮するとともに、関係機関の保有する事故情報の共有化を図るための「事故情

報データバンク」を構築したほか、地方消費者行政を支援するため、市区町村の相談

窓口へ経験豊富な相談員を訪問させ、現地の相談員に対して助言指導を行う相談専門

家による巡回事業や、地方で開催する相談員を対象とした研修を積極的に実施した。

さらに、業務の効果的な推進のために業績手当制度を運用し、職員の意識改革と人材

の適正活用に努め、センターの総合力の発揮に尽力した。 

 

２．理事による業務運営状況について 

各理事は、担当の業務を確実に実施するため理事長を的確に補佐し、各部署の長等

と綿密なコミュニケーションを取り、必要な指揮監督を行い、所掌する事業を確実か

つ円滑に遂行するよう努めた。 

古畑理事（平成２１年１２月３１日までは田口理事）は、総務部、経理部、情報部、

紛争解決委員会事務局（紛争解決手続の実施業務を除く）を所掌し、担当業務を積極

的に推進した。特に、ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等、「早期警戒指標」に基づく情報の作成

と提供、「事故情報データバンク」の整備、消費生活に重大な影響を及ぼす問題に関す

る調査研究等を着実に遂行し、関係機関との総合調整を的確かつ円滑に行った。 

柴崎理事は、総務部（地方支援に係る業務及び４０年史編纂に係る業務）、広報部、

研修部を所掌し、担当業務を積極的に推進した。特に、毎月の記者説明会の円滑な遂

行に尽力するとともに、『月刊国民生活』など定期刊行物の整備による情報提供等に努

め、消費者問題の啓発等に尽力した。また、専門相談員等の研修講座や消費生活相談

員資格制度の運営を通じ、各地の消費生活センターにおける消費者苦情処理体制の維

持及び消費生活相談員の資質向上に尽力した。さらに、地方消費者行政支援のため、

相談専門家の巡回事業の実施に精力的に取り組んだ。 

井守理事（平成２１年９月３０日までは島野理事）は、相談部、商品テスト部を所

掌し、担当業務を積極的に推進した。特に、国民生活センターに寄せられた苦情相談

の分析や情報提供を指導し、消費者被害の拡大防止・未然防止に尽力した。土日祝日

に相談窓口を開設し、消費者からの相談に積極的に対応した。また、危害情報や商品

テスト結果の迅速な提供や事業者名の公表を着実に推進し、製品関連の事故防止等に

貢献した。さらに、商品テスト施設・機器の更新・整備を実施し、関連他独法や各地

の消費生活センターとの連携強化にも尽力した。 

 

３．コンプライアンス体制の整備について 

独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１２月２４日閣議決定）においては、「各

独立行政法人は、民間企業における内部統制制度の導入を踏まえ、独立行政法人にお

ける役職員の職務遂行の在り方をはじめとする内部統制について、会計監査等の指導

を得つつ、向上を図るものとし、講じた措置について積極的に公表する。」とされてい

る。 

これを受け、国民生活センターでは、内部統制・ガバナンス強化に向けた体制整備

のため、平成２１年度に「コンプライアンス推進規程」、「コンプライアンス委員会運

営規則」、「公益通報処理規程」を定め、役職員が法令を遵守し、社会規範を尊重する

とともに、業務が高い倫理性をもって実施することとしている。 

 

４．監事による業務運営状況の把握等について 

貴島監事、髙橋監事及び島崎監事は、会計監査・業務監査を的確に遂行し、業務の

適正な遂行に貢献した。また、定例役員会に出席し、理事長・理事等と積極的に意見

交換を行い、業務の適正な執行を促進した。 

 

 



 9

 

Ⅴ．平成２１年度における業務実績について 

 

以下に、平成２１年度計画に示した各種業務の実績を示す。 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

（１）一般管理費及び業務経費 

 

－年度計画内容－ 

一般管理費（人件費を除く）については、前年度比３％以上、業務経費について

は、前年度比１％以上の経費の削減を行う。 

 

◎業務の概要 

中期目標及び中期計画で定められた一般管理費（人件費を除く）については、

前年度比３％以上、業務経費については、前年度比１％以上の経費の削減を行う。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度の一般管理費予算額（人件費を除く）は、平成２０年度予算額

227,970 千円に対して、中期計画で定めた効率化係数 3.0％を織り込んで 6,839 千

円減の 221,131 千円となっている。平成２１年度の決算額は、220,706 千円(契約

済繰越額を含む。)となり、平成２１年度予算額からさらに 425 千円（△0.2％）

の削減となった。 

 

具体的な削減内容は以下のとおり。 

・ 相模原事務所の総合管理業務等について一般競争入札を実施し、年額 736 千円

を削減。 

・ 建物・設備の保守・修繕について、老朽化の著しい改修を重点的に行うことで、

経費の抑制を図り、年額 19,970 千円を削減。 

 

（参考）一般管理費予算（人件費を除く）の概況 

 

平成２１年度一般管理費予算の内訳 

（単位：千円） 
 

区    分 
平成２０年度 

予 算 額① 

平成２１年度 

予 算 額② 
増減額 

③＝②－① 

増減比（％）

③／① 

一般管理費 

（人件費を除く） 
２２７，９７０ ２２１，１３１ △６，８３９ △３．０

 

平成２１年度予算と決算額 

（単位：千円） 
 

区    分 
平成２１年度 

予 算 額① 

平成２１年度 

決 算 額② 
増減額 

③＝②－① 

増減比（％）

③／① 

一般管理費 

（人件費を除く） 
２２１，１３１ ２２０，７０６ △４２５ △０．２

（注）決算額には、平成２１年度契約済繰越額８，３５８千円を含む。 

 

 平成２１年度の業務経費予算額は、平成２０年度予算額 1,460,242 千円（特殊要

因を除く。）に対して、既定業務の見直し及び中期計画で定めた効率化係数 1.0％を

織り込んで 112,575 千円減の 1,347,667 千円と、新たにＰＩＯ－ＮＥＴシステムの

刷新、事故情報データバンク構築及び裁判外紛争解決手続き体制整備に係る経費

439,774 千円を加えた 1,787,441 千円となっている。 
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 平成２１年度予算額に対する決算額は、1,718,513 千円(契約済繰越額を含む。)

となり、平成２１年度予算額に対し 68,928 千円減(△3.9％)となった。 

 

また、経費の執行管理については、年度計画に対する業務の進行状況と経費の執

行状況について四半期ごとにヒアリングを行い、年度計画を着実に実行するために

優先順位の見直し等、適宜調整を行った。 

 

具体的な削減内容は以下のとおり。 

・ 「テレビ番組の提供」事業廃止による経費の削減（△99,916 千円） 

・ 一般競争入札の実施により、消費生活相談データベースシステムの賃借料を削

減（平年度化ベース△10,009 千円）。 

 

なお、平成２１年度予算においては、上記のほか、平成２０年度補正予算（第１

号）より「安心実現のための緊急総合対策」の消費者政策強化対策に係る経費とし

て 925,641 千円及び同補正予算（第２号）により「生活対策」の消費者政策強化対

策に係る経費として 8,965,341 千円がそれぞれ措置されており、関係機関と調整の

うえ、地方消費者行政活性化事業を支援（平成２１年度から３年程度）することと

しており、平成２１年度においては、585,984 千円（契約済繰越額を含む。）を執行

した。 

 

（参考１）業務経費予算の概況 

 

平成２１年度業務経費予算の内訳 

（単位：千円） 
 

区    分 
平成２０年度 

予 算 額① 

平成２１年度 

予 算 額② 
増減額 

③＝②－① 

増減比（％）

③／① 

支出予算額 

 既定分 

 特殊要因分 

１，５３４，１０２

１，４６０，２４２

７３，８６０

１，７８７，４４１

１，７８７，４４１

－

２５３，３３９ 

３２７，１９９ 

△７３，８６０ 

１６．５

２２．４

皆減

 

平成２１年度予算と決算額 

（単位：千円） 
 

区    分 
平成２１年度 

予 算 額① 

平成２１年度 

決 算 額② 
増減額 

③＝②－① 

増減比（％）

③／① 

支出予算額  １，７８７，４４１ １，７１８，５１３ △６８，９２８ △３．９

   （注）決算額には、平成２１年度契約済繰越額１５５，３７１千円を含む。 

 

 

  （参考２）平成２０年度補正予算の概況 

   （単位：千円） 

区  分 予 算 額 
平成 20 年度 

決 算 額 

平成 21 年度 

決 算 額 

安心実現のための緊急総合対

策（補正１号） 
９２５，６４１ ４５３，１８２ ３５８，３５７

生活対策（補正２号） ８，９６５，３４１ － ２２７，６２７

   （注）決算額は、翌年度への契約済繰越額を含む。 
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（２）人件費 

 

－年度計画内容－ 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律（平成１８年法律第４７号）等に基づき、５年間で５％以上削減（退職手

当及び福利厚生費並びに人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。）する計画の着

実な実施を行うとともに、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏ま

えた見直しを実施する。さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２０

０６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえた人

件費改革を継続する。 

 

◎業務の概要 

総人件費については、５年間で５％以上削減（退職手当及び福利厚生費並びに

人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く）する計画の着実な実施を行うとともに、

役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを実施した。

さらに、国家公務員の改革を踏まえた人件費改革を継続した。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度の人件費予算額（退職手当を除く）は、平成２０年度予算額

1,149,315 千円に対して効率化係数１％を織り込んだ△11,493 千円の 1,137,822

千円に、紛争解決処理手続等にかかる対応分として 33,156 千円を加えた

1,170,978 千円となっている。 

これに対し、平成２１年度決算額は 1,101,789 千円となり、平成２１年度予算

額に対し△69,189 千円（△5.9％）の減額となった。平成２２年度の総人件費を

平成１７年度に比べて５％以上削減する計画に対しては、平成２１年度における

対平成１７年度増減率は△7.8％となった。 

 

また、人件費削減を行うため、国家公務員の給与構造改革を踏まえて実施した

昇給幅の抑制を平成２１年度も引き続き実施し、特別手当の支給月数を減じた。 

 

（３）給与水準 

 

－年度計画内容－ 

給与水準については、国家公務員との給与水準差等の観点から現状の給与水準が

適切かどうか検証を行い、その検証結果を踏まえた取組状況について公表する。 

 

◎業務の概要 

給与水準については、国家公務員との給与水準差等を勘案し、職員給与の昇給

幅の抑制、管理職員及び補佐職員の人数の削減、管理職手当の縮減、特別手当の

減額等の措置を講じた。 

 

◎年度計画実施状況 

給与水準が適切かどうかの検証結果については、「平成２１年度の役職員の報

酬・給与等について」をとりまとめ、取組状況についてホームページ上で公表し、

引き続き適切な給与水準になるよう努めているところである。 

職員の給与水準については、専門職としての色彩が強い大卒以上の学歴を有す

る優秀な人材を採用してきたことや、東京と相模原の両事務所で行う事業に一体

関係があり、同一の給与体系を適用していることなどから、国家公務員に比べた

指数は高くなっているものの、平成２１年度においては、昇給幅の抑制、管理職

数の削減、管理職手当の縮減、特別手当の減額等の措置を講じた。また、雇用期

間の定めのある職員（任期付職員）を６名採用したほか、勤務成績を反映した給

与制度の運用等、積極的に改革に取り組んだ。 
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その結果、対国家公務員比較指数は 114.6 と、前年度（117.4）より 2.8 ポイン

ト低下した。また、地域・学歴を勘案した指数では 103.1 と、前年度(105.4)より

2.3 ポイント低下した。 

 

表：各年度ラスパイレス指数 

 対国家公務員指数 

（対前年度比） 

地域・学歴勘案指数 

（対前年度比） 

平成 16 年度 125.4 111.8 

平成 17 年度 124.5 （△0.9） 110.2 （△1.6） 

平成 18 年度 122.4 （△2.1） 108.6 （△1.6） 

平成 19 年度 119.2 （△3.2） 107.0 （△1.6） 

平成 20 年度 117.4 （△1.8） 105.4 （△1.6） 

平成 21 年度 114.6 （△2.8） 103.1 （△2.3） 

 

（４）随意契約の見直し 

 

－年度計画内容－ 

随意契約の適正化を推進するため、「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実

に実施するとともに、一般競争入札等により契約の競争性、透明性を十分確保し、

入札・契約の適正な実施を図る。 

 

◎業務の概要 

「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、入札・契約

の適正な実施を図る。 

 

◎年度計画実施状況 

 

① 平成２１年度における契約の状況について 

  平成２１年度における随意契約（企画競争。公募を除く）の割合は、契約件

数で２５％(平成２０年度３７％)、契約金額で１２％（平成２１年度３０％）

と、それぞれ減少し、「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に進めている。 

 

（参考）契約の状況 
区    分 平成 20 年度 平成 21 年度 比較増△減 

契約件数 48 55 7一般競争入札 

 契約金額（千円） 1,244,571 2,377,326 1,132,755

契約件数 0 0 0
指名競争入札 

契約金額（千円） 0 0 0

契約件数 4 5 1
企画競争・公募 

契約金額（千円） 81,683 212,608 130,925

契約件数 30 20 △10

随

意

契

約 
上記以外（Ａ） 

契約金額（千円） 577,310 350,169 △227,141

契約件数 82 80 △2合   計（Ｂ） 

 契約金額（千円） 1,903,564 2,940,104 1,036,540

契約件数 37 25 △12随意契約の割合（％） 

（Ａ）/（Ｂ） 契約金額 30 12 △18

   

② 契約手続の執行体制や審査体制等について 

・  「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日

閣議決定）に基づき、監事（2人）及び外部有識者で構成する「独立行政法人

国民生活センター契約監視委員会」を設置し、入札及び契約過程並びに契約内

容の透明性を確保することとし、平成２１年度においては、8回の委員会を開

催し、委員による点検・見直しを実施した。 

   点検・見直しの対象及び結果は、以下のとおりである。 
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点検・見直し対象契約 対象件数
委員から見直し等の指

摘があった件数 

平成 20 年度に締結した競争性のない

随意契約 
28 件 3 件 

競争性のある契約のうち一者応札・応

募となった契約 
12 件 なし 

平成 19 年度以前に契約した複数年契

約で、競争性のない随意契約 
4 件 なし 

平成 19 年度以前に契約した複数年契

約で、一者応札・応募となった契約 
1 件 なし 

平成 21 年度末までに契約締結が予定

されている調達案件の事前点検 
9 件 なし 

 

  見直しの指摘があった 3件については、平成 22 年度以降の契約にあたり、指

摘を反映した契約によることとしている。 

 

 

・ 契約手続については、事業部署が行う予定価格が 10 万円を超える随意契約に

ついては、経理部署に契約稟議書の全てを回議し、契約方式及び契約内容等の

妥当性の審査を行い、契約責任者（代行者）の決裁を行っている。また、一般

競争入札（企画競争・公募を含む。）については、経理部署が、事業部署が作成

した仕様書等審査を行い、入札公告及び予定価格の積算等の入札から落札まで

の一連の事務手続きを行っている。なお、予定価格が 100 万円を超える契約に

ついては、監事にも回付し、契約の適正性を図っている。 

さらに、内部監査により随意契約の事務手続きが適正かつ妥当に執行されたか

の監査を行っている。 

   

・ 契約の適正化を図るための体制の実効性の確保については、「独立行政法人国

民生活センター契約監視委員会設置規則」において、「契約方式の決定方法、一

般競争入札に係る参加資格の設定理由・入札の経緯、随意契約の理由・経緯等

について審議を行い、必要な意見の具申を行う。」と規定し、また、内部監査報

告ついては、理事長に文書により内部監査結果を報告することで、これら体制

の実効性を図ることとしている。 

 

③随意契約見直し計画の実施状況及びその他の措置状況等 

・ 平成 19 年 12 月に策定した随意契約見直し計画の進捗状況は、以下のとおりで

あり、情報処理システム等の切り替え時に一般競争入札に移行することとした 3

件を除いて、全て一般競争入札に移行した。 

 

  （参考）随意契約見直し計画の進捗状況 
  （単位：件、億円） 

18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 見直し目標 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

53 13.0 27 10.4 18 9.8 11 8.6 8 0.6 

 

・  「平成 20 年度における内閣府所管独立行政法人の業務の実績に関する評価

の結果等についての意見」（平成 21 年 12 月 9 日付政委第 35 号）において、「契

約の第三者委託」について記述されたことから、「随意契約の方法による委託

契約に関する事務の取扱について」を制定し、一括再委託の禁止、再委託の承

認及び履行体制の把握及び報告徴収について規定し、当該契約を行う場合の適

正な履行を図ることとした。なお、当該契約の実績はない。 
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・  一般競争入札における一者応札については、以下のとおりであり、一般競

争入札に占める一者応札割合は減少した。また、平成２０年度契約の見直し関

連で、一者応札案件については、契約監視委員会に、「公告期間の延長」や「公

告実施時期の繰上げ」等の改善内容を説明し、点検を実施した。引き続き、一

般競争入札にあたり、真に競争性を確保する観点で仕様書内容及び入札参加条

件等の検証を行うこととする。 

 

 一般競争入札における一者応札の状況（上段：件数、下段：金額、億円） 
平成 20 年度 平成 21 年度 

一般競争

入札件数 

 

 

 
(A) 

一般競争

入札にお

ける一者

応札数 

 
(B) 

一般競争

入札にお

ける一者

応札割合
(C) 
（B÷A） 

一般競争

入札件数

 

 

 
(D) 

一般競争

入札にお

ける一者

応札数 

 
(E) 

一般競争

入札にお

ける一者

応札割合
(F) 
（E÷D） 

増減 

(E-B) 

割合

増減

(F-C)

48 12 25.0% 55 7 12.7% △5 
△

12.3

12.4 1.3 10.4% 23.6 4.7 19.9% 3.5 9.5 

 

（５）保有資産の有効活用 

 

ⅰ． 市場化テストの実施 

－年度計画内容－ 

相模原事務所の施設の企画・管理・運営業務について、市場化テストを通じて有

効活用を図る。 

 

◎業務の概要 

センターの保有する施設の有効活用等を図るため、相模原事務所については、

内閣府官民競争入札等監理委員会と調整のうえ、相模原事務所の企画・管理・運

営業務の民間競争入札（市場化テスト）実施要項を作成して、入札を実施し、平

成２１年度から３ヵ年の契約を締結した。 

 

◎年度計画実施状況 

相模原事務所の企画・管理・運営業務の市場化テスト導入に伴う一般競争入札

（総合評価落札方式）を行ったところ、8社の応札があった。落札業者とは平成２

１年度から３ヵ年の契約を締結した。 

平成２１年度における外部利用の延べ宿泊者数及び宿泊収入はそれぞれ前年度

を上回った。 

 

    （参考）外部利用状況 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 

延べ宿泊者数 1,653 人 1,710 人 

宿泊収入 6,334 千円 6,507 千円 

 

ⅱ． 東京事務所の在り方の検討 

－年度計画内容－ 

消費者への情報提供や行政機関との連携等において東京事務所が果たしている

役割を踏まえ、同事務所の機能が十分に発揮できるよう、その移転について検討す

る。 

 

◎業務の概要 

東京事務所については、「国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有

識者会議（財務大臣主催）」の報告書（平成２０年６月１２日）において、東京事

務所と合築となっている品川税務署の敷地を処分し移転することが盛り込まれた。 
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これを受け、消費者への情報提供や行政機関等との連携等において東京事務所

が果たしている役割を踏まえ、同事務所の機能が十分に発揮できるよう、消費者

行政の強化につながる移転先の確保を平成２４年度までに図ることとした。 

 

◎年度計画実施状況 

東京事務所について、求められる機能を十分発揮しつつ、消費者行政の強化に

つながる移転先を確保すべく、消費者庁、地方公共団体及び民間会社から情報収

集等を行い、移転について検討を行った。 

 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

（１）消費生活情報の収集・分析・提供 

国民生活センターでは、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワーク・シ

ステム：システムの概要については別添資料５を参照）により苦情相談情報を

収集し、消費者や関係機関への情報提供等に活用している。 

ＰＩＯ－ＮＥＴについては、独立行政法人整理合理化計画(平成１９年１２月

２４日閣議決定)において、「ＰＩＯ－ＮＥＴを刷新し、苦情相談情報の収集期

間の短縮と分析能力の向上を計るとともに、消費者被害の未然防止・拡大防止

を図るため『早期警戒指標』を整備する」ことが盛り込まれた。また、このほ

かにも事故情報データバンクの整備について盛り込まれたことを受け、国民生

活センターでは中期計画にＰＩＯ－ＮＥＴシステムの刷新のほか、早期警戒指

標及び事故情報データバンクの整備に関する事項を掲げ、業務に取組んでいる。 

 

①ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等 

 

ⅰ．苦情相談情報の収集方法の再検討 

－年度計画内容－ 

次期ＰＩＯ－ＮＥＴに係るシステムを刷新するとともに、刷新に伴う運用体

系を整備して、平成２２年度からの運用開始に備える。 

 

◎業務の概要 

苦情相談の受付情報が作成され次第、即時にＰＩＯ－ＮＥＴへ登録する業

務体系への転換を図るために、国民生活センターでは、苦情相談情報の収集

に関する業務体系を再検討し、消費生活センターの協力を得て、苦情相談の

受付からＰＩＯ－ＮＥＴ登録までの期間の短縮に取組むこととしている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、平成２０年度に作成した調達仕様書に基づき、業

務体系を見直したシステムを構築した。新システムには完全オンライン化を

実現したＷｅｂシステムを導入し、平成２２年度からの運用開始に向けて、

旧システムからのデータ移行を実施した。 

また、システムの刷新に伴い「消費生活相談カード記載要領（ＰＩＯ－ＮＥ

Ｔ2010 対応版）」を作成・配布したほか、操作マニュアルと研修テキストを作

成し、全国７ブロックで計３５回の操作研修会を実施した。 

 

ⅱ．ＰＩＯ－ＮＥＴ端末の追加配備 

－年度計画内容－ 

ＰＩＯ－ＮＥＴ端末について、第１回の追加配備を行うとともに、再度、要

望調査を実施のうえ、更なる追加配備を行う。 

 

◎業務の概要 
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内閣府の「ＰＩＯ－ＮＥＴ追加配備実施要綱」に基づき、都道府県を通じて

全自治体に対して「ＰＩＯ－ＮＥＴ追加配備要望調査」を実施し、端末の追

加配備先を決定する。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２０年度に実施した第１次の追加配備要望調査に続き、平成２１年６月

に全自治体に向けて第２次の「ＰＩＯ－ＮＥＴ追加配備要望調査」を実施し、

平成２１年７月に設置要件を満たす自治体に対する通知を行った。 

また、第２次要望調査以降も消費生活センターからの要望に応え、平成２１

年度には計 416 箇所（第１次配備分 271 箇所、第２次配備分 145 箇所）への

追加配備を行った。これにより、既に設置されている 458 箇所を加えると、

全国計 874 箇所、3,346 台の端末が配備された。 

 

ⅲ．業務体系の再検討 

－年度計画内容－ 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）網をＰＩＯ－ＮＥＴに利用するため、

消費生活センターへのＬＧＷＡＮの敷設状況を調査する。 

 

◎業務の概要 

業務体系の転換を図りつつ、平成１９年度策定のＰＩＯ－ＮＥＴ最適化計

画を基にＰＩＯ－ＮＥＴシステムを刷新し、消費生活センターの協力を得て、

平成２２年度から運用を開始するとともに、ＰＩＯ－ＮＥＴの配備拡大を図

るためＬＧＷＡＮ（地方自治体のコンピュータネットワークを相互接続した

広域ネットワーク）との接続について検討する。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、平成２０年度に作成した調達仕様書に基づき、業

務体系を見直したシステムを構築した。新システムは完全オンライン化を実

現したＷｅｂシステムを導入している。 

Ｗｅｂシステムの導入により、新しいＰＩＯ－ＮＥＴシステムを霞が関ＷＡ

Ｎ（中央省庁のコンピュータネットワークを相互接続した広域ネットワーク）

と相互接続することで、地方自治体が利用するＬＧＷＡＮとの接続が可能と

なった。これを受け、ＬＧＷＡＮを利用したＰＩＯ－ＮＥＴの運用について

検討を開始し、平成２２年３月から全国の消費生活センターに対しＬＧＷＡ

Ｎの敷設状況調査を実施した。 

 

ⅳ．「分類・キーワード」の改定 

－年度計画内容－ 

改定されたＰＩＯ－ＮＥＴの「分類・キーワード（２００９年度版）」を運用

に供する。 

 

◎業務の概要 

平成２０年度に改定したＰＩＯ－ＮＥＴの「分類・キーワード」を運用に

供するとともに、今後、キーワードに依存しない検索手法の採用も含めて検

討する。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、改定した「ＰＩＯ－ＮＥＴ分類・キーワード」の

運用を開始し、平成２２年から運用を開始する新システムにも導入すること

となった。 

また、苦情相談の受付情報が作成される際に、正しいキーワードが付与され

るよう、「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」等で作成要領の周知を図るとともに、誤

入力されたデータの修正を行った。 
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②「早期警戒指標」の整備 

 

ⅰ． 早期警戒指標に基づく情報の提供 

－年度計画内容－ 

ＰＩＯ－ＮＥＴ情報の監視・分析に資するため、開発した早期警戒指標に基

づいて情報を作成し、消費者庁、関係省庁、地方消費生活センター等へ定期的

に提供する。 

 

◎業務の概要 

平成２０年度に開発した２本の指標（「急増指標」及び「特商法指標」）の本

格運用を開始し、指標に基づく情報を消費者庁、警察庁及び地方消費生活セン

ターへ定期的に提供する。 

また、｢急増指標｣に基づく情報の特徴や問題点を分析し、その結果について

は記者説明会等を通じて情報提供することとしている。 

 

◎年度計画実施状況 

相談件数が急増した商品や事業者に関する情報を抽出する「急増指標」につい

ては、６月から消費者庁、警察庁、経済産業省、消費生活センターへ毎月提供

すると共に、消費者行政フォーラムの「早期警戒指標コーナー」に掲載した。 

平成２１年度においては、「急増指標」の情報を基に、記者説明会等を通じて

６件の情報提供を実施した。 

特定商取引法に違反の疑いがある事業者等の情報を抽出する「特商法指標」に

ついては、６月から消費者庁、警察庁、経済産業省及び地方公共団体の法執行

部署に対し３ヶ月毎（計４回）に提供した。この「特商法指標」に関しては、

各地方ブロック別で開催されている法執行担当部門会議等で高く評価されてい

る。 

なお、「急増指標」「特商法指標」については、警察庁を通じて各都道府県警察

生活経済事案担当課へも送られている。 

 

ⅱ．早期警戒指標の効果的活用 

－年度計画内容－ 

早期警戒指標の効果的活用に資するため、利用ツール等の作成や利用環境の

整備について検討を行う。 

 

◎業務の概要 

早期警戒指標等を利用して相談情報から重要な事案を発見し、消費者被害の

規模や内容、深刻度等を迅速に分析する「早期警戒情報システム（仮称）」を全

国自治体の消費者行政部門及び消費者問題に関わる法執行部門に配備するため、

自治体担当者等のニーズをヒアリングし、利用ツールを作成すると共に、利用

環境の整備について検討を行う。 

 

◎年度計画実施状況 

全国８ブロックの自治体担当者へのヒアリング結果を踏まえ、システムの構築

に関する機器及び機能（分析ツール等）、費用等を検討し、システム試作版を作

成した。また、「早期警戒情報システム（仮称）」の調達仕様書（案）を作成し、

システム開発の調達に関する意見招請の公示及び説明会を行った後、平成２２

年３月に総合評価落札方式の入札を実施し、システム構築業者を決定した。 

 

③「事故情報データバンク」の整備 

 

ⅰ．システム構築に向けた取組み 

－年度計画内容－ 
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「事故情報データバンク」を構築し、関係機関等とのネットワークを通じて、

当該機関の保有する事故情報等の共有化を図るとともに、インターネットを活

用して事故情報をヒヤリ・ハット情報も含めて収集する。 

 

◎業務の概要 

関係機関の保有する事故情報を一元的に収集する「事故情報データバンク」

の構築について提言されたことを受け、国民生活センターでは、インターネ

ットを活用して、広く国民からも商品やサービスに関連する事故情報をヒヤ

リ・ハット情報も含めて収集する「事故情報データバンク」を消費者庁と連

携して構築することとなった。 

 

◎年度計画実施状況 

「事故情報データバンク」の構築に向けて、平成２１年５月に総合評価落札

方式の入札を実施し、システム構築業者を決定した。 

関係機関が保有する情報とＰＩＯ－ＮＥＴ情報がインターネット上で閲覧

できるシステムの構築に向けて消費者庁と検討を重ね、平成２１年１２月に

「事故情報データバンク利用指針」を作成すると共に、関係機関向けデータ

ベースの運用を開始した。 

 

ⅱ．情報の共有に向けた取組み 

－年度計画内容－ 

「事故情報データバンク」に入力された情報は、事故の未然防止・拡大防止

を図るため、消費者への情報提供に活用する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは「事故情報データバンク」に入力された情報が、関係

機関等とのネットワークを通じて速やかに共有されるよう、消費者庁を通じて

関係省庁と協議を行うこととした。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、「事故情報データバンク」の収集対象となる機関

（関係各省、日本司法支援センター、製品評価技術基盤機構等 計１０機関）

と保有するデータの事故情報データバンクへ登録や項目の連携について調整

を行い、平成２１年１２月から関係機関向けデータベースによる事故情報の

共有化を開始した。なお、所要の整備を行い、平成２２年３月からは消費生

活センターによる接続も可能とした。 

ＰＩＯ－ＮＥＴ情報については、都道府県及び政令指定都市のメインセンタ

ーが受付けた危害・危険情報が「事故情報データバンク」上で国民に公表さ

れることとなった。 

 

④「消費者トラブルメール箱」の運用 

 

ⅰ． 情報の収集、提供 

－年度計画内容－ 

インターネットを活用して、広く消費者からトラブル情報を収集するととも

に、寄せられる情報のうち、多数案件や新規手口の案件など重要性の高いもの

について、解決策や消費者へのアドバイスを年間５０件以上ホームページ上で

提供する。 

 

◎業務の概要 

「消費者トラブルメール箱」は、消費者被害の実態をリアルタイムで把握

し、消費者被害の防止に役立てるため平成１４年４月８日に国民生活センタ
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ーのホームページ上に開設した。 

国民生活センターでは、「消費者トラブルメール箱」を通じて消費者からの

情報をメール形式で収集し、寄せられた情報を統計資料として整理、集計し

てホームページ上に掲載するとともに、必要に応じて調査等を行い、消費者

への情報提供に活用している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度の「消費者トラブルメール箱」に寄せられた件数は 7,599 件と

なり、前年度に比べ 35.1％（4,111 件）減少した。 

受信件数が減少した要因については、平成２１年２月よりトラブルメール箱

に多数寄せられる案件や新規手口の案件など重要性の高いものについて、解

決策やアドバイスを「ＦＡＱコーナー」に掲載し、情報提供したことが影響

したと考えられる。 

なお、平成２１年度における「消費者トラブルメール箱」への総アクセス件

数は 152,382 件と前年度並であったが、このうち「ＦＡＱコーナー」へのア

クセス件数は 42,591 件となり、「消費者トラブルメール箱」全体への総アク

セス件数の２８%を占めていた。 

 

表：「消費者トラブルメール箱」受信件数 

   平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

受信件数 6,649 8,082 10,467 11,710  7,599 

前年度比 11 ％ 22 ％ 30 ％ 12 ％ △35 ％ 

1日当りの件数 18 件 22 件 28 件 32 件 21 件 

 

表：「消費者トラブルメール箱」へのアクセス件数 

 平成19年度 平成20年度 平成21年度

総アクセス件数 179,999 件 158,257 件 152,382 件

前年度比 8 ％ △ 12 ％ △ 4 ％ 

(うち｢ＦＡＱコーナー｣へのアクセス件数) － － (42,591件)

 

寄せられた情報の内容をみると、オンライン関連サービスなど「運輸・通

信サービス」に関する情報が 2,806 件と全体の約４割を占めて最も多く、次

いで携帯電話機やパソコンなどの「教養娯楽品」に関する情報が 1,168 件と

続いている。また、まったく利用した覚えがないにもかかわらず金銭を要求

される「架空請求」や、クリックしただけで登録されてしまい金銭の振込み

を要求される「不当請求」に関する情報も依然として多く寄せられている（平

成２１年度における月別受信件数については別添資料６、商品・役務別受信

件数等については別添資料７参照）。 

また、「消費者トラブルメール箱」の集計結果を四半期毎に当センターのホ

ームページに掲載した。 

 

「消費者トラブルメール箱」に寄せられた情報のうち、多数案件（ＦＡＱ）

や新規手口の案件など重要性の高いものについては、消費者トラブルの解決

策やアドバイス、未然防止のための情報をホームページ（「消費者トラブルメ

ール箱」のコーナー）に５０件掲載した。 

情報提供した項目と主な内容は以下のとおり。 

 

○情報提供された代表的な事例へのＱ＆Ａ（３９件） 

 ・ＥＳＴＡ(電子渡航認証)申請代行に注意  

 ・小学生の子どものために通信講座を契約していたが、中学生になっても勝手

に自動更新されていた。  
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○相談や問い合わせ先一覧（９件） 

 ・建築物・遊戯施設等における事故、不具合情報を報告したい。 

 ・損害保険全般ならびに損害保険会社に関して相談したい。 

 

○情報提供や通報先一覧（１件） 

 ・不公正な価格や表示を通報したい。 

 

○商品の回収情報や、行政処分情報先一覧（１件） 

 ・食品事故情報や分析結果、連絡先の確認や返品をしたい。 

 

ⅱ．運用の見直し 

－年度計画内容－ 

「事故情報データバンク」の構築に併せ、「消費者トラブルメール箱」の運用

について見直しを行う。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターの「消費者トラブルメール箱」には、製品の安全性等に

関する「事故情報」と契約等によるトラブルに関する「取引情報」が寄せら

れている。新たに構築される「事故情報データバンク」にも、消費者から寄

せられる事故情報が集約されることを受け、「消費者トラブルメール箱」の運

用について再検討を行う必要がある。 

 

◎年度計画実施状況 

「事故情報データバンク」の構築に合わせ、「消費者トラブルメール箱」に

寄せられる「事故情報」の登録について検討を行った。 

 

⑤調査研究 

 

－年度計画内容－ 

消費生活に重大な影響を及ぼす問題について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報等を活用

しつつ調査研究を行い、国・地方の消費者政策の企画立案に資するとともに、

広く国民に情報提供する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、消費生活に重大な影響を及ぼす問題について、Ｐ

ＩＯ－ＮＥＴ情報を活用しつつ調査研究を行い、国・地方の消費者政策の企

画立案に資するとともに、広く国民に情報提供している。 

 

◎年度計画実施状況 

｢学童保育サービスの環境整備に関する調査研究｣をテーマに研究会を設け、

調査結果や問題点の検討を行った上で提言をまとめ、報告書を作成した。 

その結果については、記者公表（３月１７日）を行うとともに、都道府県及

び市区町村の学童保育の担当部署（1,050 箇所）や全国学童保育連絡協議会等

の関係機関に報告書を送付して、情報の周知を図った。 

また、関係省庁（厚生労働省、文部科学省）に対して要望を行った。 

 

「学童保育サービスの環境整備に関する調査研究」 

（概要）学童保育サービスに関して、子どもたちがいきいき育っていくため

の環境整備に資することを目的として、全国の都道府県と市区町村を

対象に２つの調査を実施した。なお、都道府県への調査は全国でも初

の試みである。 



 21

調査の結果、運営費の補助などの財政支援をはじめとする学童保育

サービスへの取り組みや実施状況の格差が明らかとなり、市区町村と

の指導員数や中途退所児童の把握、ケガ・事故報告の把握などで連携

が不十分である実態が浮き彫りとなった。また、調査にあたり研究会

（座長 松村祥子 放送大学教授）を設置し、安全対策の課題やあり

方、学童保育サービスを必要とする全ての子どもが安全な生活の場と

して利用できる制度・システム構築に向けた環境整備のあり方などに

ついて検討を重ね、行政へ向けて６つの提言をまとめた。 

 

（要望・効果等）調査研究の結果・要望を受け、厚生労働省雇用均等・児童

家庭局育成環境課健全育成係から都道府県等の児童健全育成担当係に

対し、事務連絡「放課後児童クラブの運営に当っての留意について（平

成２２年３月１８日）」が発出され、第２種社会福祉事業の届出の徹

底や、ケガ・事故への対応等について周知された。なお、これに合わ

せて本調査の報告書（概要版）が資料として送付され、活用されてい

る。 

また、厚生労働省育成環境課健全育成課長からは「放課後児童健全

育成事業(放課後児童クラブ)における事故防止等について」（平成２

２年３月２３日）において、事故の報告様式が示されるなど、学童保

育における事故の実態把握等へ向けた取組みが進められている。 

 

（２）国民への情報提供の強化 

 

①報道機関等を通じた情報提供 

 

ⅰ．情報提供の実施 

－年度計画内容－ 

ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報を迅速に分析してとりまとめ、記者説明

会を機動的に開催することにより、年間５０件以上の情報提供を行う。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、ＰＩＯ－ＮＥＴで収集される相談情報等をもとに、

消費者トラブルが著しく増加している事案や、重大な被害が生じている事案

など、その時々において重要な問題を取り上げ、苦情相談の特徴や問題点を

整理・分析するとともに、消費者への周知等を図るための情報提供を行って

いる。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、記者説明会を機動的に２６回開催し、計６４件の

情報提供を行った。このうち、国民生活センターが取り組んだ調査分析及び

商品テスト等の結果に関する情報提供は６３件となり、目標の５０件を大幅

に上回った。 

各情報提供に関する新聞記事（掲載された主要なもののみ）は参考資料を参

照。 

なお、公表した情報については、新聞２３５回（在京６紙）、テレビ・ラジ

オに７５回取り上げられた（平成２２年３月３１日現在）。このほか、８月か

らは記者説明会当日および翌日のネット上における地方紙掲載をチェックし、

３０５件の掲載を確認した。 

 

調査分析及び商品テスト等の結果に関する情報提供（計６３件） 

No. テーマ 

 1． 製品の不具合が多いハロゲンヒーター 

 2． ホクロ取りでの危害－エステや自己処理でやけどや傷－ 
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 3． 公道走行できるという四輪バギーの安全性－インターネットで販売されているも

の－ 

 4． 犬用リードの強度  

 5． 女児の目にボタン電池が！－電池のサビ等により入院手術 著しい視力低下－！ 

 6． 歩行補助車(シルバーカー)の安全性 

 7． 犬・猫用ペットフードの安全性に関する相談 

 8． 高齢者が狙われている！「掛軸」の電話勧誘にご注意！ 

 9． 自転車の荷台の強度-幼児座席を安全に使用するために- 

10． 水槽用ヒーターの空焚きによる火災に注意！ 

11． 増加する結婚式場・披露宴サービスのトラブル－返還されない申込金、納得できな

い解約料－ 

12． 体に良いとうたうゲルマニウム使用のブレスレット 

13． 旅行等が安くなるという会員サービスの会費請求 

14． 注意！自転車用傘ホルダーに差し込んでいた傘が車輪に巻き込まれ 大けが！ 

15． 消費者トラブルメール箱１年のまとめ 

16． 睡眠時の冷却効果をうたったジェル入りマット－その効果と持続性を調べる－ 

17． 関東地方に集中！プロパンガス訪問販売のトラブル 

18． 個人年金保険の銀行窓口販売に関するトラブル－高齢者を中心に相談が倍増－ 

19． 強化ガラス製食器の破損事故－強化ガラスの種類によっては破損時に激しく破片

が飛ぶことも－ 

20． 調理器具の安全性その１「電気ミキサー」 

21． 調理器具の安全性その２「スライサー」 

22． 2008 年度の PIO-NET にみる消費生活相談の概要 

23． 2008 年度の危害情報システムにみる危害・危険情報の概要 

24． 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要について 

・年会費が無料となった ETC カードに関する紛争 

25． 家庭用オゾン発生器の安全性 

26． 騙されないで！消費者庁をかたった悪質商法 

27． 未公開株のトラブルが再び増加－「劇場型」「被害回復型」など新たな手口が次々

登場－ 

28． ソーラーシステムの訪問販売のトラブルが増加－「売電収入」や「補助金」の過剰

なセールストークに惑わされないで－ 

29． 金魚の飾りセットに鉛のおもり！－鉛中毒の危険性、小児科医からの警告－ 

30． 「高齢者被害特別相談（高齢者 110 番）」実施結果 

31． 「個人情報相談」に関する相談の概要―法制度の定着等を背景に相談件数は減少傾

向に― 

32． 消費者契約法に関連する消費生活相談の概要と主な裁判例 

33． 製品関連事故に係る消費生活相談の概要と主な訴訟事案 

34. 電子レンジやＩＨヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性 

35. 就活中の大学生はご注意！英会話教室やリクルート講座の強引な勧誘 

36. アフィリエイトやドロップシッピングに関する相談が増加！―「簡単に儲か

る！」？インターネットを利用した”手軽な副業”に要注意― 

37. 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要（平成 21 年 9月～10 月） 

・インターネット通信販売での子犬の引渡しに関する紛争 

38. ウイルス対策をうたったマスク －表示はどこまであてになるの？－ 

39. 見知らぬ業者からの怪しい社債の勧誘に耳を貸さないで！ 

40. 「外食」先で提供された食品に係わる事故－事故に遭ったときの対処法などについ

て－ 

41. キャリーバッグでの事故－他人を怪我させてしまうケースも－ 

42. 名刺広告掲載の電話勧誘トラブル―しつこい勧誘、承諾していなのに請求されるこ

とも― 

43. 債務整理をするとうたった電話勧誘に注意！ 

44. 消費者問題に関する２００９年の１０大項目 
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45. 手口が多様化・巧妙化しているワンクリック請求（インターネットをめぐる消費者

トラブル♯1） 

46. ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能―使用実

態調査も踏まえて― 

47. 「無料」のはずが高額請求、子どもに多いオンラインゲームのトラブル 

48. お菓子にそっくりなせっけん等を誤食 

49. 利用の前によく確認を！クレジットカードのリボルビング払い 

50. パチンコ・パチスロ攻略法の取引に注意! 

51. 「無料」を強調しながらも有料期間に自動移行する宅配ビデオレンタルのトラブル

52. がんの摘出手術に必要な血糖コントロールのための入院に対して、がん保険の入院

保険金が支払われないトラブル （国民生活センター消費者苦情処理専門委員会小

委員会助言） 

53. 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要（平成 21 年 10 月～12 月） 

・経営関連資格取得用教材の解約 

54. 折りたたみ自転車(スポーツタイプ）のハンドルの固定力不足に注意！―転倒し鎖

骨を骨折する重大事故が発生― 

55. まつ毛エクステンションの危害 

56. りんごやみかんの押し売りにご注意！ 

57. ジュニア用ブールの左右の飾りが絡まり転倒 

58. 「国民生活センター土日祝日相談」開始後１ヶ月間の受付状況－2010 年 1 月 16 日

（土）～2月 14 日（日）受付分－ 

59． 商号変更後・会社解散後も旧社名で社債を発行する業者 

60． 「絶対儲かる」「返金保証で安心」とうたう情報商材に注意！ 

61． 子どもが使用することのあるアクセサリーに関する調査結果－カドミウム、鉛の溶

出について－ 

62． スリングや抱っこひもなどの赤ちゃんの子守帯に注意－窒息、転落、股関節脱臼の

危険も－ 

63. 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果 

 

 

各々のテーマ名と概要、要望及び効果等は以下のとおり。 

 

1. 製品の不具合が多いハロゲンヒーター 

 公表日： 平成２１年４月９日 

 概要 ： ハロゲンヒーターについては、平成２０年１１月に公表した後

も、新たに社告やホームページ上に注意喚起を掲載した事業者や倒

産した事業者が見られる。これを受け、ＰＩＯ－ＮＥＴにもハロゲ

ンヒーターに関する相談が多数寄せられていることから、消費者に

注意喚起と情報提供を行うこととした。 

 要望先: 日本百貨店協会 

社団法人 全国中小貿易業連盟 

有限責任中間法人 日本リユース機構 

全国電気商業組合連合会 

日本商工会議所 

日本チェーンストア協会 

全国商店街振興組合連合会 

全国商工会連合会 

全国中小企業団体中央会 

大手家電流通懇談会 

社団法人 日本電機工業会 

有限責任中間法人 ジャパン・リサイクル・アソシエーション 

社団法人 日本ＤＩＹ協会 

社団法人 日本通信販売協会 
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 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 製品安全課 

 

2． ホクロ取りでの危害－エステや自己処理でやけどや傷－ 

 公表日： 平成２１年４月９日 

 概要 ： ＰＩＯ－ＮＥＴにエステや自己処理のホクロ取りで、皮膚が陥没

したり、やけどの状態になってしまったとの相談が寄せられた。ホ

クロは深さやタイプによっては簡単に取れず、かえってあとが残る

ものなどがある。エステでのホクロ取り施術は医師法違反となる場

合があり、ホクロ取りを素人判断で安易に行うことは非常に危険で

あることから、消費者に被害の未然防止・拡大防止のため情報提供

を行うと共に、事業者及び行政に対し注意喚起と指導の徹底等の要

望を行った。 

 要望先： 厚生労働省 医政局 医事課 

厚生労働省 医薬食品局 監視指導・麻薬対策課 

日本エステティック振興協議会 

一般社団法人 日本全身美容協会 

 情報提供先： 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

警察庁 総務課 広報室 

経済産業省 商務情報政策局 サービス産業課 

経済産業省 商務流通グループ 製品安全課 

社団法人 日本皮膚科学会 

社団法人 日本形成外科学会 

特定非営利活動法人 日本レーザー医学会 

日本美容皮膚科学会 

日本美容外科学会(ＪＳＡＳ) 

日本美容外科学会(ＪＳＡＰＳ) 

 

3． 公道走行できるという四輪バギーの安全性－インターネットで販売されているも

の－ 

 公表日： 平成２１年４月２３日 

 概要 ： 保安基準に適合しない内容が全銘柄にあり、また小回りが滑らか

にできないため、速度が速い状態で左右に曲がると車体が外側に倒

れてしまう危険性があった。灯火類の性能や仕様が不十分なもの

や、車両が小さすぎて安全な乗車姿勢をとれない、上り坂で発進す

る時に前輪が浮き上がりやすい、発進できないなどの銘柄があっ

た。一部が未完成の状態で販売・配送されたものの中には一人で組

み立てるのが難しいと思われるものや組立説明書が添付されてい

ない銘柄があった。 

道路運送車両法の保安基準に適合しない車両が流通し、道路で使

用される可能性があることから対策を検討するよう、また、表示の

改善を事業者等へ指導するよう行政へ政策提言した。業界へ対して

も、「公道で走行できない」旨を明確に表示するとともに、品質や

性能の改善を要望した。 

 要望先: 国土交通省 自動車交通局 総務課 企画室 

公正取引委員会 事務総局 取引部 景品表示監視室 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

内閣府 政策統括官(共生社会政策担当)付参事官(交通安全対策担

当) 

経済産業省 商務流通グループ 消費経済政策課 

警察庁 交通局 交通企画課 

社団法人日本通信販売協会 
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4． 犬用リードの強度 

 公表日： 平成２１年４月２３日 

 概要 ： ロープ又はナスカンが破断するまでの最大荷重は銘柄間で差が

あり、犬の適用体重が同じものでも破断するまでの最大荷重にはば

らつきがあった。取扱説明書等に記載されている強度に関連する表

示内容は銘柄間で違いがあり、ほつれなどがあった場合には使用を

中止する旨が表示されていない銘柄もあった。 

表示されている適用体重が同じであっても破断時の最大荷重は

銘柄間で差があることから、強度に余裕のある製品の製造・販売を

行うよう、及び強度及び表示に関する規格の策定を検討するよう要

望した。 

この結果、一般社団法人日本ペット用品工業会は、会員のリード

メーカー８社の総意として、リード等散歩用の製品については、適

用体重の３倍を最低強度基準と定める予定としている。 

 要望先: 一般社団法人日本ペット用品工業会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務流通グループ 消費経済政策課 

 

5． 女児の目にボタン電池が！－電池のサビ等により入院手術 著しい視力低下－！ 

 公表日： 平成２１年４月２３日 

 概要 ： 住宅会社が配布したポケットメジャーライトに入っていたアル

カリボタン電池(以下「ボタン電池」とする)が飛び出し、女児の右

目に入って著しい視力低下を招いたという相談が寄せられた。ボタ

ン電池については、誤飲・誤嚥の危険も考えられることから、消費

者に事故の未然防止、拡大防止のために注意喚起と情報提供を行う

と共に、事業者にはボタン電池の危険性の周知等の要望を行った。

 要望先: － 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務流通グループ 製品安全課 

 

6． 歩行補助者(シルバーカー)の安全性 

 公表日： 平成２１年５月１４日 

 概要 ： 小さい段差等に車輪が引っかかり、バランスを崩して危険な状態

となる銘柄があった。組み立て後にフレームのロックが必要な銘柄

ではロックを忘れることがあり、使用中に不意に折りたたまれて転

倒する危険があった。さらに、ハンドルの高さ調節が困難な銘柄も

見受けられた。また、外観が類似している歩行補助車とショッピン

グカーを調べたところ安定性などが異なっていた。 

小さい段差等で引っかかるなど、構造上問題があるものや歩行補

助車と誤認しかねないショッピングカートがあることから、安全を

確保するとともに高齢者にとって負担の少ない商品の開発、消費者

が誤認しないような商品の開発、商品選択の際、使用者に適切な情

報が伝わるような販売体制を業界へ要望した。 

この結果、全国ベビー&シルバー用品連合会は、車輪が引っかか

ることについて、対応する旨を回答（平成 21 年 5月）。また、（財）

製品安全協会は、歩行補助車及びショッピングカートのＳＧ認定基

準改正作業中。 

 要望先: 全国ベビー＆シルバー用品連合会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務流通グループ 消費経済政策課 

厚生労働省 老健局 振興課 

社団法人日本通信販売協会 
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7． 犬・猫用ペットフードの安全性に関する相談 

 公表日： 平成２１年５月１４日 

 概要 ： ＰＩＯ－ＮＥＴには犬・猫以外も含めたペットフード全体の相談

が 947 件寄せられており、そのうち安全・衛生及び品質に関する相

談は 613 件で、９割を犬・猫用に関する相談が占めている。そこで、

６月からの「愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律」の施

行を前に、犬・猫用のペットフードの安全・衛生及び品質に関する

消費生活相談の傾向をまとめ、消費者に情報提供を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

環境省 自然環境局 総務課 動物愛護管理室 

農林水産省 消費・安全局 畜水産安全管理課 

社団法人 日本獣医師会 

一般社団法人 ペットフード協会 

 

8． 高齢者が狙われている！「掛軸」の電話勧誘にご注意！ 

 公表日： 平成２１年５月１４日 

 概要 ： 高齢者が「全国であなたが選ばれた」などと電話で勧誘され、４

０万円近くの掛軸を契約させられるトラブルが増えている。掛軸に

関する相談は増加傾向にあり、2008 年度には 294 件の相談が寄せら

れた。そのうち契約者の年齢が８０歳以上の相談は 156 件あり、契

約者の平均年齢も 78.6 歳と非常に高い。 

相談事例をみると、「“有名な寺院の高僧の直筆”とのことだった

が、寺院に確認したところ、そのような事実はないと言われた」と

いった虚偽の説明や、消費者が断ると「罰が当たる」と脅す、さら

には判断不十分者に契約させるなど、販売方法に問題があるケース

が多いことから、注意喚起を行った。 

 

 要望先: ― 

 情報提供先: ― 

 

9． 自転車の荷台の強度-幼児座席を安全に使用するために- 

 公表日： 平成２１年６月４日 

 概要 ：  ２２㎏のダミー人形を幼児座席に乗せ横方向の振動試験を行っ

たところ、積載荷重の上限が１８kg である荷台の多くは破損した。

JIS 規格に基づき荷台の強度試験を行ったところ、ほとんどの銘柄

で基準を満たしていたが、1 銘柄は基準を満たしていなかった。自

転車や荷台を見ただけでは、幼児座席が使用できるかわからず、積

載荷重の上限もわからないものが多かった。幼児座席を取付可能と

している自転車は、太いステンレス鋼を用いているか、パイプ式の

構造にしているなど荷台に工夫がみられた。 

多くの自転車に使用されている積載荷重 18kg の荷台は、積載荷

重以上の幼児座席が装着され破損の危険性があることから、荷台の

ＪＩＳの刷新を行政へ政策提言した。また、業界へ対しても、幼児

座席の使用が可能か否かの表示と積載荷重の上限の表示をわかり

やすく明確にするよう、及び自転車業界と幼児座席業界が連携をと

り、荷台を初期装備した自転車を販売する際は、十分な強度をもっ

た自転車を普及させるよう要望した。 

この結果、経済産業省は荷台のＪＩＳを改正した（平成 22 年 5

月）。また、２２年度以降に試験方法を追加できるか検討するため

の作業に着手した。 

 要望先: 経済産業省 製造産業局 車両課 
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経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

社団法人自転車協会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

警察庁 交通局 交通企画課 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

財団法人自転車産業振興協会 

 

10． 水槽用ヒーターの空焚きによる火災に注意！ 

 公表日： 平成２１年６月４日 

 概要 ：  水槽用ヒーターが空気中に放置され空焚き状態となり、新聞など

の可燃物に接すると焦げたり、条件によっては発火することがあっ

た。また、水槽用ヒーターを空気中に出し空焚き状態にしたところ、

８銘柄中７銘柄で、ヒーター部の表面温度が通電後３～５分で

400℃前後まで上昇した。なお、全銘柄に空焚き状態で使用しない

旨の注意表示があった。 

空気中に放置され空焚き状態では、新聞などの可燃物に接すると

焦げたり、発火したりすることから、空焚きした際には、温度ヒュ

ーズなどにより火災の危険のない温度で通電を遮断する等の対策

を業界へ要望した。 

この結果、一般社団法人ペット用品工業会は、「火災の恐れの注

意喚起」のポスターを３千部作製し、全国の観賞魚関連の販売店に

配布、注意喚起した（平成 21 年 11 月）。 

 要望先: 一般社団法人日本ペット用品工業会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

 

11． 増加する結婚式場・披露宴サービスのトラブル－返還されない申込金、納得できな

い解約料－ 

 公表日： 平成２１年６月４日 

 概要 ： ＰＩＯ－ＮＥＴによると、結婚式場・披露宴サービス（以下、「結

婚式場サービス」）に関する相談が過去５年間増加し続けており、

2008 年度は 1,222 件に達した。  

 相談内容をみると、「結婚式場の予約をして申込金を支払った後、

キャンセルを申し出たが申込金を返してもらえない」「結婚式場を

挙式予定日前にキャンセルしたが、解約料に納得できない」など申

込金等の返金や解約料に関するものが多い。  

 そこで、結婚式場サービスに関する相談について、申込金等の返

金や解約料に関するものを中心に相談内容、事例などを分析し、消

費者トラブルの未然・拡大防止のために情報提供した。 

 要望先: 社団法人日本ブライダル事業振興協会 

 情報提供先: 内閣府国民生活局総務課国民生活情報室 

経済産業省商務情報政策局サービス産業課 

 

12． 体に良いとうたうゲルマニウム使用のブレスレット 

 公表日： 平成２１年６月２５日 

 概要 ： 高純度のゲルマニウムを使用しているという表示で、ごくわずか

な量しかゲルマニウムが含まれていない銘柄が１２銘柄中８銘柄

あった。また、全ての銘柄に、ゲルマニウムが健康に対する何らか

の効果を示す旨の表示がみられたが、科学的根拠を示す文献は確認

できなかった。商品として効能・効果があると受け取れ、薬事法に

抵触するおそれがあるインターネット上の広告もみられた。 
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ごくわずかな量しかゲルマニウムが含まれていない銘柄がある

こと、また、ゲルマニウムの効果に関する科学的文献がないことか

ら、景品表示法上問題があるおそれがあるため、監視・指導の徹底、

及びインターネット上の広告について、薬事法に抵触するおそれが

ある表現がみられたため、指導の徹底を行政へ政策提言した。また、

業界へ対しても、明確な科学的根拠がなければ表示の取りやめ、薬

事法に抵触するおそれがある表現の改善、錆の生じにくい素材の使

用を要望した。 

 要望先: 公正取引委員会事務総局 取引部 消費者取引課 景品表示監視

室 

厚生労働省 医薬食品局 監視指導・麻薬対策課 

社団法人日本通信販売協会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

厚生労働省 医薬食品局 審査管理課 医療機器審査管理室 

社団法人日本ホームヘルス機器協会 

社団法人日本ジュエリー協会 

 

13． 旅行等が安くなるという会員サービスの会費請求 

－会費の支払いを威圧的に迫られ、訴えられるケースも－ 

 公表日： 平成２１年６月２５日 

 概要 ： 旅行等が安くなるという会員サービスを過去に契約したことの

ある人が、突然、「会費が未納である」と言われ会費の支払いを求

められた等の相談が全国の消費生活センターに寄せられている。 

これらの相談は、契約から相当の時間が経っている相談が多く、

サービスの勧誘・販売時に問題があったと考えられるケースであっ

ても、契約が古く事実確認ができないことなどを理由に交渉が進ま

ず、消費生活センターにおける解決が困難になっているケースも少

なくない。また、消費者が業者から提訴されたケースもある。  

そこで、国民生活センターにおいて苦情相談の現況をまとめ、問

題点を整理し情報提供した。 

 要望先: － 

 情報提供先: 内閣府国民生活局国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済対策課 

 

14． 注意！自転車用傘ホルダーに差し込んでいた傘が車輪に巻き込まれ大けが！ 

 公表日： 平成２１年６月２５日 

 概要 ：  自転車に乗る際に傘が運転の邪魔にならないように収納してお

く、いわゆる傘ホルダーに傘を差し込んで走行中、傘の先端が前輪

に巻き込まれたため、前方に身体が飛ばされて顔面に大怪我を追っ

たという事故情報が寄せられた。検証試験の結果、１点留め式は走

行中に傘が外れることがあり、危険であった。そこで、事故の未然

防止・拡大防止のために消費者への注意喚起、情報提供と共に、事

業者には安全な設計、製品作り等の要望を行った。 

 要望先: 社団法人 自転車協会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

警察庁 総務課 広報室 

財団法人 自転車産業振興協会 

日本チェーンストア協会 

社団法人 日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 

 

15. 消費者トラブルメール箱１年のまとめ－2008 年度に調査した事案を中心に－ 
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 公表日： 平成２１年６月２５日 

 概要 ： 国民生活センターでは、消費者被害の実態をリアルタイムで把握

し、消費者被害の防止に役立てるため、2002 年４月にインターネッ

トを利用した情報収集システム（「消費者トラブルメール箱」）を

開設している。2008 年４月以降に寄せられた情報の受信件数等の概

況と、追跡調査を実施した主な事案等についてまとめた。 

商品・サービス別受信件数では、2008 年度も「運輸・通信サービ

ス」に関連する情報が最も多く寄せられている。次いで、パソコン

や携帯電話機等「教養娯楽品」に関する情報が多かった。  

 内容別受信件数についても、「契約・解約」「品質・機能」に

関する情報が上位を占める。「販売方法」「接客対応」の件数が大

きく伸びたほか、価格や表示、広告に関する情報提供件数も増えた。

契約の自動更新に関する情報提供が目立っている。  

送信者属性は、性別では男性の割合が６割以上を占めており、ま

た、年代別では 30～40 歳代で７割近くを占めている。職業別に見

ると、「給与生活者」が６割以上を占めた。 

 要望先: － 

 情報提供先: 内閣府国民生活局国民生活情報室 

 

16． 睡眠時の冷却効果をうたったジェル入りマット－その効果と持続性を調べる－ 

 公表日： 平成２１年７月９日 

 概要 ： 蒸し暑い室温３０℃の環境下では、冷たく感じるのは最初の３０

分程度であり、長時間の効果は期待できない。冷却効果が朝まで続

く旨の表示がみられるものもあったが、誤認される表示であると思

われた。また、ジェル入りマットは薄さのわりに重く１０kg 近いも

のもあり、移動時などは取り扱いが楽ではない。 

テスト対象品は、長時間の効果は期待できないことから、冷却効

果が朝まで続く旨の表示の改善を指導するよう行政へ政策提言す

るとともに、業界へ対しても表示の改善を要望した。 

この結果、販売を中止したり、表示を変更したものがあったほか、

過度な期待を抱かせるような通販サイトの広告が改められた（平成

21 年 7月）。 

 要望先: 公正取引委員会 事務総局 取引部 景品表示監視室 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

社団法人日本通信販売協会 

日本チェーンストア協会 

社団法人日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 

 

17． 関東地方に集中！プロパンガス訪問販売のトラブル 

 公表日： 平成２１年７月９日 

 概要 ： プロパンガスの訪問販売に関する相談は近年増加しており、2008

年度には 1,251 件の相談が寄せられた。相談事例をみると、「ガス

料金が安くなる」「近所はみんな切替えている」と勧誘されガス業

者を変更したところ、しばらくして「一方的に値上げされた」など

のトラブルがある。契約者の居住地域は９割以上が関東地方であ

り、関東地方にトラブルが集中している。 

 要望先: ― 

 情報提供先: 内閣府国民生活局国民生活情報室 

資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課 

公正取引委員会経済取引局取引部消費者取引課 

社団法人エルピーガス協会 
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18． 個人年金保険の銀行窓口販売に関するトラブル－高齢者を中心に相談が倍増－ 

 公表日： 平成２１年７月２２日 

 概要 ： 2002 年 10 月に個人年金保険の銀行窓口販売が開始されて以降、

1,398 件の相談が寄せられている。とくに 2008 年度の相談件数は

477 件であり、前年度の約 2.3 倍にまで増えている。 

相談内容をみると、銀行が「預金や国債より利率が高い、投資信

託より安全」などのセールストークで個人年金保険を勧めるもの

の、消費者が本当に個人年金保険を希望しているかの確認や、リス

ク説明などは依然として不十分であることがうかがえる。その他、

最近は、断っている消費者への執拗な勧誘やクーリング・オフ妨害

など、新たな問題も見られる。 

本件については、2005 年７月に生命保険協会および全国銀行協会に

対して、銀行窓口販売における個人年金保険に関するトラブルの防止

を要望し、その後も引き続き改善を求めてきた。しかし、同トラブル

の相談は依然として寄せられ、2008 年度の相談件数は過去最多である

ことから、保険の勧誘であることをまず消費者に認識させ、無理な勧

誘を行なわないことなど、３点の要望を再度行なった。 

 要望先: 社団法人生命保険協会 

全国銀行協会 

 情報提供先: 金融庁総務企画局企画課保険企画室 

内閣府国民生活局国民生活情報室 

 

19． 強化ガラス製食器の破損事故－強化の種類によっては破損時に激しく破片が飛ぶ

ことも－ 

 公表日： 平成２１年７月２２日 

 概要 ： 強化ガラス製食器(全面物理強化)が破裂し、破片で怪我をしたと

いう事故情報が寄せられた。強化ガラスは現在４タイプあり、その

中で「全面物理強化」「全面積層強化」(以下「全面物理・積層タ

イプ」とする)は、割れた場合に破片が鋭利な欠片または細片とな

り、激しく飛散する特性がある。過去にも当センターを含め、注意

喚起を行っているが、消費者に取り扱いの注意事項等が十分に伝わ

っていないと考えられたため、全面物理・積層タイプの強化ガラス

製食器について、消費者には注意喚起と情報提供をすると共に、行

政には表示方法の検討を、事業者には表示方法の改善等の要望を行

った。その結果、社団法人日本硝子製品工業会より、同工業会のホ

ームページを見直し、強化ガラスに関する情報の充実を図るなどの

回答があった。 

 要望先: 経済産業省 商務流通グループ 製品安全課 

社団法人 日本硝子製品工業会 

日本硝子食器工業会 

日本金属ハウスウェア工業組合 

日本ハウスウェア＆インテリア協会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

日本百貨店協会 

日本チェーンストア協会 

社団法人 日本通信販売協会 

社団法人 日本ドゥ･イット･ユアセルフ協会 

 

20． 調理器具の安全性その１「電気ミキサー」 

 公表日： 平成２１年８月６日 

 概要 ： カッターが露出した状態で作動した４銘柄のうち３銘柄には安

全装置が付いていなかった。また、残りの１銘柄は安全装置が本体
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上には付いているが、容器台座上にはなく不十分であった。電源ス

イッチの種類は全８銘柄ともプッシュボタン式であった。また、使

用直前に誤ってスイッチが押されないように、複数の操作を経ない

とスイッチを押せないような工夫をしたものはなかった。「ボトル

を取り付けないと作動しない」と表示しているにもかかわらず、ボ

トル（容器）を取り付けていなくてもカッターが露出した状態で作

動してしまい、安全装置について誤認を与えるような表示のものが

あった。 

カッターが露出した状態で作動してしまう危険なものがあるこ

とから、カッターが露出する構造のものは、必ず安全装置を付ける

よう業界へ要望した。また、「ボトルを取り付けないと作動しない」

と表示していた当該事業者へ対しても、カッターが露出した状態で

は作動しない安全装置に改良することを要望した。 

この結果、財団法人日本品質保証機構は、ＪＱＡ総合製品安全認

証制度において、「カッターが露出している電気製品で、本体に容

器台座と容器等を取り付けないとカッターが作動しない安全装置

がついていない構造の電気製品」に対して２１年１０月よりＳ‐Ｊ

ＱＡマーク認証を行わないことを決定（平成 21 年 10 月）。 

 要望先: 社団法人日本電機工業会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

 

21． 調理器具の安全性その２「スライサー」 

 公表日： 平成２１年８月６日 

 概要 ： スライサーは刃が露出している構造のため、そもそも危険なもの

であるが、たわみが大きいものは持っている野菜がより早く小さく

なり、手指が刃に近づきやすくさらに危険であった。たわみに関す

るモニターテストでは、プレート中央のたわみが大きかった 1銘柄

は、「思ったよりも持っている野菜が早く小さくなった」と回答し

た人が最も多かった。小さくなった野菜をスライスする際に使用す

る安全ホルダーは、野菜の種類や大きさによってはうまくスライス

できなかった。 

スライサーは刃が露出している構造のため、そもそも危険なもの

であるが、たわみが大きいものはさらに危険であることから、たわ

みが大きいものは、より小さくなるように業界へ改善を要望した。

 要望先: ― 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局 総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

 

22． 2008 年度の PIO-NET にみる消費生活相談の概要 

 公表日： 平成２１年８月６日 

 概要 ：  2008年度にPIO-NETによって収集した消費生活相談情報の概要を

まとめた。2008 年度の主な特徴は、以下のとおり。 

(1)消費生活相談情報の総件数は減少傾向にあり、2008 年度は 6 年

ぶりに 100 万件を下回った。  

(2)「架空請求」の相談はピーク時の 15%以下に減少。  

(3)「石油類」「鮮魚（カニ等）」「分譲マンション」「住宅ローン」

などの相談がかなり増加。  

(4)「取引」に関連する相談は減少傾向にある。「安全・品質」に関

連する相談の割合は増加。  
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(5)「店舗外販売」は減少を続けているが、いまだ相談全体の半数

近くを占める。「通信販売」と「訪問販売」の減少が著しい。  

(6)「借金契約」と「販売信用」（クレジット契約）に関連する相談

は合わせて全体の 3 割弱を占めている。「個品割賦」は大きく減少

したが、他の販売信用は増加している。  

 要望先: ― 

 情報提供先: ― 

 

23． 2008 年度の危害情報システムにみる危害・危険情報の概要 

 公表日： 平成２１年８月６日 

 概要 ： 危害・危険情報に関し、2008 年度に消費生活センターと協力病院

から収集した件数の合計は 20,668 件で、対前年度比でみると 10.9%

減であった。減少の要因としては、前年度は中国産冷凍食品等の影

響で「調理食品」の件数が非常に多かったことが挙げられる。最も

多かった商品は、消費生活センターの危害情報では「化粧品類」、

危険情報では「自動車」。病院情報では「階段」であった。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

24． 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要（平成２１年４月～８月） 

・年会費が無料となったＥＴＣカードに関する紛争 

 公表日： 平成２１年８月２０日 

 概要 ： 平成２１年４月～８月中旬までのＡＤＲの実施状況と２事案の

手続結果の概要について公表。「年会費が有料となった ETC カード

に関する紛争」について事業者名等を特定して公表を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

25． 家庭用オゾン発生器の安全性 

 公表日： 平成２１年８月２７日 

 概要 ： 空気中、水中で使用できる４銘柄は、室内で３０分間運転すると

室内環境基準や労働環境における許容濃度を超えて危険であった。

また少量の水に使用する場合、水中に通したオゾンのほとんどは溶

けずに空気中に放散されるため、室内のオゾン濃度が高くなり危険

であった。空気中のみで使用できる３銘柄のオゾン濃度には大きな

差があった。表示については、高濃度のオゾンを吸い込むような危

険な使用方法やオゾンに関する注意事項がほとんどないものがあ

った。オゾンの表示値と実測値がかけ離れているもの、治療効果を

うたうなど薬事法に抵触するおそれのあるものもあった。 

使用方法によっては危険なオゾン濃度となるものがあり、また、

オゾン発生量等の表示を見ても専門知識のない消費者が安全に使

用することは難しいものであることから、家庭用オゾン発生器の安

全性と有効性に関する必要な基準等を作ることの検討、及び薬事法

に抵触するおそれのある表示、広告の改善の指導を行政へ政策提言

した。また、業界へ対しても、使用者が高濃度のオゾンを吸引しな

いよう、安全で必要な効果が得られる商品の開発、及び薬事法に抵

触するおそれのある表示、広告の改善を要望した。 

 要望先: 経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 

厚生労働省 医薬食品局 監視指導・麻薬対策課 

特定非営利活動法人日本オゾン協会 

社団法人日本通信販売協会 

 情報提供先: 内閣府 国民生活局総務課 国民生活情報室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 
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経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

日本医療・環境オゾン研究会 

 

26． 騙されないで！消費者庁をかたった悪質商法 

 公表日： 平成２１年９月１５日 

 概要 ： 消費者庁からの依頼で調査を行っていると説明し、金融商品を勧

誘する業者の相談が国民生活センター及び消費生活センターに寄

せられた。 

消費者庁をかたることで、消費者を信用させることを狙ったもの

と思われる。今後同種の手口が広がることが予想されることから、

被害防止を期して情報提供した。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課 

金融庁監督局証券課 

 

27． 未公開株のトラブルが再び増加－「劇場型」「被害回復型」など新たな手口が次々

登場－ 

 公表日： 平成２１年９月１５日 

 概要 ： 「上場間近と勧誘され購入したが、いまだに上場しない」などの未

公開株のトラブルが再び増加傾向にある。最近では、 

・複数の業者が登場する「劇場型」 

・金融庁や消費生活センターなどをかたり、消費者を安心させる「公

的機関装い型」  

・謝礼や高値買い取りを約束する「代理購入型」  

・過去に未公開株を購入したことのある消費者に、被害回復をうた

って未公開株を購入させる「被害回復型」  

など、複数の者が登場し消費者の投資欲をあおったり、過去の被害

を回復したいという消費者の心理に付け入るなど、業者の勧誘手口

が巧妙化している。 

 要望先: ― 

 情報提供先: ― 

 

28. ソーラーシステムの訪問販売のトラブルが増加－「売電収入」や「補助金」の過剰

なセールストークに惑わされないで－ 

 公表日： 平成２１年１０月７日 

 概要 ： 全国の消費生活センターに寄せられるソーラーシステムの訪問

販売に関する相談が、2008 年度に増加し、2009 年度も増加傾向が

続いている。 

ＰＩＯ－ＮＥＴでソーラーシステムとは、太陽光発電システムや、

太陽のエネルギーを給湯だけでなく暖房などにも利用するシステ

ムのことをいうが、「事実と異なる説明を受け契約したが解約した

い」「よく考えると高額なので解約したい」などの相談が多い。ソ

ーラーシステムのなかでも太陽光発電システムは、消費者の環境意

識の高まり、補助金制度や余剰電力の買取制度により、今後さらに

普及が進むことが予想される。今後、ソーラーシステムの普及にと

もない、同種トラブルの発生が予想されるため、トラブルの未然防

止・拡大防止の観点から、情報提供を行った。 

 要望先: ― 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課 

経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネ

ルギー対策課 

一般社団法人太陽光発電協会 

太陽光発電普及拡大センター 
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社団法人日本訪問販売協会 

 

29． 金魚の飾りセットに鉛のおもり！－鉛中毒の危険性、小児科医からの警告－ 

 公表日： 平成２１年１０月７日 

 概要 ： 水の中に入れると金魚が泳いでいるように見える飾りセットに

付いていた鉛性のおもりを幼児が誤飲し、鉛中毒の恐れがあったと

の情報が消費者トラブルメール箱に寄せられた。鉛は安価で加工し

やすいこともあり、生活雑貨やアクセサリーなどの部品、おもりな

ど意外に身近なものに使用されている。しかし、口にしないことを

前提とした製品や子どもを対象としていないものに鉛を使用する

こと自体に規制はなく表示義務もない。消費者には身の回りの鉛を

使用した商品の扱いと誤飲事故防止についての注意喚起を、事業者

には鉛含有表示の改善等の要望を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 

経済産業省 製造産業局 日用品室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 製品安全課 

厚生労働省 医薬食品局 審査管理課 化学物質安全対策室 

社団法人 日本小児科学会 

特定非営利活動法人 日本小児科学会 

日本小児救急医学会 

 

30． 「高齢者被害特別相談（高齢者 110 番）」実施結果 

 公表日： 平成２１年１０月２１日 

 概要 ： 高齢者の消費者被害を未然に防ぎ、被害拡大を防止するため、９

月１７～１８日にかけて、８都県市・３団体と共同して「高齢者被

害特別相談（高齢者 110 番）」を実施し、結果報告し、アドバイス

を行なった。 

昨年度同様、株（未公開株含む）、先物取引、事業への投資や利

殖に関する相談が寄せられ、多くが現金で支払済であり、契約購入

金額 1,000 万円以上の相談も３割近くを占めた。 

その他、生命保険の保障内容や、プロパンガス設備の解約清算に

関する相談などが見られた。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

31． 「個人情報相談」に関する相談の概要―法制度の定着等を背景に相談件数は減少傾

向に― 

 公表日： 平成２１年１０月２１日 

 概要 ： 個人情報の保護に関する法律（以下、個人情報保護法）は、2003

年５月 30 日に公布され、約２年後、2005 年４月１日に全面施行さ

れた。 

国民生活センターは、個人情報保護法の全面施行を機に、「個人

情報相談窓口」を設置し個人情報に関する相談を受付け、助言・あ

っせん等を行うとともに、個人情報保護法の周知を図るため、内閣

府（現在、消費者庁）と共催で個人情報保護法に関する説明会を毎

年全国各地で実施してきた。全国の消費生活センター等に寄せられ

る個人情報に関する相談に関し、2008 年度を中心にその件数と主な

相談事例等を取りまとめた。 

苦情内容別にみると、「不適正な取得」に関する相談が最も多く

5,120 件（53.4％）、次いで「漏えい・紛失」に関する相談が 2,375

件（24.8％）、「同意のない提供」に関する相談が 1,489 件（15.5％）、
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「目的外利用」に関する相談が 1,452 件（15.1％）となっていた。

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

32． 消費者契約法に関連する消費生活相談の概要と主な裁判例 

 公表日： 平成２１年１０月２１日 

 概要 ： 全国の消費生活センターには、消費者と事業者との間で締結され

る商品やサービスの契約に関して多数の相談が寄せられており、消

費生活相談の現場では各種の法令等に基づき、その被害の救済に取

り組んでいる。なかでも消費者契約法は、あらゆる消費者契約を対

象として、事業者の不当な勧誘や不当な契約条項によって被害を受

けた消費者の事後救済を可能とするものであり、消費者契約にかか

わるトラブルを解決する有効な手段として活用されている。 

国民生活センターでは、消費者契約法に関連する消費生活相談を

整理し、事業者の不当な勧誘や不当な契約条項について、その代表

例と傾向をまとめている。また、消費者契約法施行後、消費者契約

法に関連する主な裁判例について収集し情報提供している。 

今回は昨年１０月公表以降に把握できたものをとりまとめた。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

33． 製品関連事故に係る消費生活相談の概要と主な訴訟事案 

 公表日： 平成２１年１０月２１日 

 概要 ： 平成７年７月に施行された製造物責任法の活用状況を把握する

ため、ＰＩＯ－ＮＥＴに収集された製品関連事故に係る消費生活相

談の動向を調査及び製造物責任法に基づく訴訟で平成２１年９月

までに提訴を把握したものを併せてとりまとめた。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

34． 電子レンジやＩＨヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性 

 公表日： 平成２１年１１月４日 

 概要 ： 電子レンジで加熱するタイプは、表示された加熱時間で行わず

に、オート加熱を行うと加熱時間が長くなり、高温の内容物が外へ

漏れ出ることがあり危険であった。IH ヒーター等で直接加熱できる

タイプは間違って口金をしたまま直接加熱すると、湯たんぽが爆発

したり、高温になっているときに口金を外すと、高温の水蒸気が噴

出し危険であった。約 400～500kPa と大きな圧力にも耐えることが

爆発を招く原因となっているが、圧力を逃がすような構造を備えた

ものはなかった。 

電子レンジで加熱するタイプにあっては、過剰に加熱した場合で

も内容物が熱くなり過ぎず、外に漏れ出ない構造にするよう、また、

消費者が安全に使用できるように使用期限を表示するよう要望し

た。IH ヒーター等で直接加熱できるタイプにあっては、内部の圧力

が異常に上昇しないように、圧力を逃がす構造の商品を、また、口

金をしたまま直接加熱しない旨の注意表示は、本体に容易に消えな

い方法で表示するよう要望した。 

この結果、日本カイロ工業会より、指摘の内容については、安全

確保に十分配慮した商品提供を、加盟メーカーと共に努力検討する

旨の回答があった（平成 21 年 11 月）。 

 要望先: 日本カイロ工業会 電子レンジ加熱式ゆたんぽ部会 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

経済産業省 商務情報政策局 商務流通グループ 消費経済政策課 
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社団法人日本電機工業会 家電部 

社団法人日本ガス石油機器工業会 

 

35． 就活中の大学生はご注意！英会話教室やリクルート講座の強引な勧誘 

 公表日： 平成２１年１１月４日 

 概要 ： 大学生の就職活動が厳しいなか、「就職に役立つ」とうたい、英

会話教室やリクルート講座を大学生に強引に契約させるトラブル

が増加している。就職説明会を装い大学生を呼び出し教室・講座の

契約を迫り、断ると「決断力がない。このままでは就職できない」

と告げるなど、就職活動中の大学生の不安につけ込む悪質なケース

が多くみられる。 

 要望先: ― 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室 

 

36． アフィリエイトやドロップシッピングに関する相談が増加！―「簡単に儲か

る！」？インターネットを利用した”手軽な副業”に要注意― 

 公表日： 平成２１年１１月４日 

 概要 ： インターネットを利用した手軽なサイドビジネス・副業に関する

相談が目立っている。中でも、ネット上に自分のウェブサイトを作

り、商品広告を出して収入を得るアフィリエイトや、商品を販売し

収入を得るドロップシッピングに関する相談が急増している。 

アフィリエイトとは、一般的には提携先の商品広告を自分のウェ

ブサイト上に掲載し、その広告をクリックした人が提携先から商品

を購入するなどした場合、一定額の報酬を得られるというものであ

る。ドロップシッピングとは、一般的には自分のウェブサイト上に

商品を掲載し、商品の申込があった場合、メーカーや卸業者から申

込者へ商品を直送するというものである。 

いずれの場合も、仲介業者に依頼して自分のウェブサイトを開設

することが多く、その際に高額な契約を結び、トラブルが発生して

いる。そこで、国民生活センターにおいて苦情相談の現況をまとめ、

問題点を整理し情報提供した。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室 

 

37． 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要（平成２１年９月～１０月） 

・インターネット通信販売での子犬の引渡しに関する紛争 

 公表日： 平成２１年１１月４日 

 概要 ： 平成２１年４月～１０月までのＡＤＲの実施状況と８事案の手

続結果の概要について公表。「インターネット通販での子犬の引渡

しに関する紛争」について事業者名等を特定して公表を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

38． ウイルス対策をうたったマスク －表示はどこまであてになるの？－ 

 公表日： 平成２１年１１月１８日 

 概要 ： ウイルス対策をうたっているにもかかわらず、フィルターの捕集

効率が低いものがあった。さらに、フィルターの捕集効率が低いに

もかかわらず、3 銘柄で N95 マスクの基準を満たしていると受け取

れる表記があり、景品表示法上問題があるおそれがあった。また、

すべての銘柄で平均漏れ率が 40％以上であり、フィルターの捕集効

率が高いものでも、顔との隙間からの漏れがあるため、ウイルス等

の微粒子を完全に遮断することはできなかった。 
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ウイルス対策をうたっているにもかかわらず、フィルターの捕集

効率が低いものがあることから、景品表示法上問題があるおそれが

あるため、監視・指導の徹底、及び表示に関する基準作りの業界へ

の指導を行政へ政策提言した。また、業界へ対しても、表示の改善、

表示に関する基準作り、隙間からの漏れが少なく、また使用性のよ

い商品作りを要望した。 

この結果、消費者庁は、景品表示法の観点から業界指導を含めた

対応を行なうとともに、厚生労働省に対し、社団法人日本衛生材料

工業連合会が必要な相談対応等を行なうよう通知した（平成 21 年

11 月）。 

 要望先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

社団法人日本衛生材料工業連合会 

 情報提供先: 社団法人 日本通信販売協会 

 

39． 見知らぬ業者からの怪しい社債の勧誘に耳を貸さないで！ 

 公表日： 平成２１年１１月１８日 

 概要 ： 国民生活センターや各地の消費生活センターに、「発展途上国の

難民を支援しているという業者から、『元本保証』と言われ自社株

式転換社債を購入したが、怪しいので解約したい」といった社債の

契約に関する相談が寄せられていた。 

相談内容の特徴は、1．金融機関等が介在せず、社債発行会社と

直接契約がなされている、2．「元本保証」などの不実告知による問

題勧誘、見知らぬ買取り業者からの突然の勧誘が目立つ、3．社債

発行会社の実態が不明である、などが挙げられた。 

社債の契約に関し、トラブル拡大が予測されたため、消費者相談

の中で上記の特徴がある社債を「怪しい社債」として、特に相談件

数の多い高齢者に対して注意喚起を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室 

警察庁生活安全局生活経済対策管理官 

警察庁刑事局捜査第二課 

金融庁監督局証券課 

 

40． 「外食」先で提供された食品に係わる事故－事故に遭ったときの対処法などについ

て－ 

 公表日： 平成２１年１１月１８日 

 概要 ： ＰＩＯ－ＮＥＴに寄せられる「外食」に関する相談件数は多く、

特に危害が発生した事例は2004年度に比べて2007年度以降は2倍

以上増加している。最も多かった危害内容は「消化器障害」であり、

次いで「中毒」であった。また、危害程度を見ると「1 ヶ月以上」

の症状が重い事故は 32 件あり、内容は「異物の混入」「アレルギ

ー」「火傷」等が目立った。そこで、「外食」先で提供された食品

に関わる危害情報をまとめ、消費者には事故に遭ったときの対処方

法等についての情報提供を、事業者には異物混入やアレルギーなど

に対する意識や対応のさらなる向上・徹底を求めた。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

厚生労働省 医薬食品局 食品安全部 監視安全課 

農林水産省 総合食料局 食品産業振興課 外食産業室 

社団法人 日本フードサービス協会 

社団法人 日本食品衛生協会 

財団法人 全国生活衛生営業指導センター 
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41. キャリーバッグでの事故－他人を怪我させてしまうケースも－ 

 公表日： 平成２１年１２月２日 

 概要 ： 近年、街中で“キャリーバッグ”や“キャスターバッグ”などと

呼ばれる車輪つきのバック(以下「キャリーバック」とする。) を

引いている人が多く見られるが、キャリーバックとの接触での事故

情報 (怪我をした、あるいは怪我をさせてしまったの両方) が寄せ

られている。値段も数千円程度から購入が可能であり、荷物の持ち

運びが楽なため、日常的に使用する消費者も多く利用者層が拡大し

ているようである。他方、人の多い場所では使い方に注意をしない

と他人にぶつけてしまう危険もある。既に鉄道会社等では注意喚起

をしているが、更なる事故の未然防止、拡大防止のために消費者に

情報提供を、事業者にはキャリーバックの安全な使い方やマナーに

ついて、リーフレット作成等の啓発に努めるよう求めた。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

42． 名刺広告掲載の電話勧誘トラブル―しつこい勧誘、承諾していなのに請求されるこ

とも― 

 公表日： 平成２１年１２月２日 

 概要 ： 「突然自宅に電話があり、母校を応援するという新聞広告欄に自

分の名前を載せないかと勧められた。断り切れずに承諾し、掲載料

を振込んだ。後日、同じ事業者より、別の新聞に自分の名前を掲載

したとして一方的に掲載料を請求された」という名刺広告に関する

相談が消費生活センター（以下、受付センター）に寄せられた。 セ

ンターでは、相談者にクーリング・オフ通知を出すように助言し、

事業者に問合せたところ、事業者は受付センターのあっせんに応じ

なかった。 

このことから国民生活センターより、クーリング・オフに対応し

ない理由等を事業者に問合せたが、事業者は対応せず、事業者所在

地もいわゆるレンタル・オフィスであり、法人登記がなかった。 

同種相談では、被害回復が実質的に難しいことから、国民生活セ

ンターでは当該事業者名と手口を含め、消費者被害の未然防止・拡

大防止の観点から消費者へ注意を呼びかけた。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

43． 債務整理をするとうたった電話勧誘に注意！ 

 公表日： 平成２１年１２月２日 

 概要 ： 多重債務に関する相談は年々増え続け、2008 年度には 9万件を超

える相談が全国の消費生活センターに寄せられている。そのような

中、ここ数年、弁護士やボランティア団体等を名乗って、「債務整

理をしないか」「過払い金返還請求をしないか」といって消費者に

近づきトラブルになるという相談が多くなっている。具体的には電

話で勧誘し、着手金等を要求するといったものが多い。 

 こうした債務整理に関する電話勧誘の相談は、PIO-NET（全国消

費生活情報ネットワーク・システム）では 2004 年度以降 620 件寄

せられている。 

 借金問題を抱えている消費者に、弁護士等や NPO 法人等に対する

信用を利用して近づくという極めて悪質な手口であることから、被

害の未然防止・拡大防止のために情報提供する。 

 要望先: ― 
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 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

金融庁 総務企画局 企画課 信用制度参事官室  

警察庁 刑事局 捜査第二課  

日本弁護士連合会  

日本司法書士会連合会  

日本行政書士会連合会  

日本司法支援センター  

全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会 

 

44． 消費者問題に関する２００９年の１０大項目 

 公表日： 平成２１年１２月２日 

 概要 ： 国民生活センターでは、その年に消費生活相談が多く寄せられた

ものや消費者問題として社会的注目を集めたものなどから、その年

の「消費者問題に関する１０大項目」を選定し、公表している。平

成２１年の１０大項目は以下のとおり。 

1. 「消費者庁」「消費者委員会」発足、消費者行政の充実・強化に

期待高まる  

2. 「地方消費者行政」の活性化に向け取組進む  

3. 「新型インフルエンザ」が流行、国民生活に影響も  

4. 「子どもの事故」多く、予防に向け社会全体での取組が課題に 

5. 「投資」のトラブル、後を絶たず  

6. 事業者からの「個人情報」流出相次ぐ、第三者による不正使用も 

7. 法制審議会「18 歳成人」を答申、若年者の消費者被害対策が課

題に  

8. 「改正特商法」「改正割販法」本格施行、関係機関の連携も進む 

9. 「適格消費者団体」の活動が活発化、全国的な広がりも  

10. 国民生活センターの「消費者ＡＤＲ」、順調スタート 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

45． 手口が多様化・巧妙化しているワンクリック請求（インターネットをめぐる消費者

トラブル♯1） 

 公表日： 平成２１年１２月３日(FAX 公表) 

 概要 ： パソコンや携帯電話でアダルトサイトなどにアクセスしたとこ

ろ、いきなり「登録ありがとうございます」などと表示され、高額

な料金を請求された、などといったワンクリック請求のトラブル

は、各地の消費生活センターと国民生活センターに 2009 年度上半

期で、17,794 件寄せられている。 

 これまでワンクリック請求のトラブルは、無料だと思ってアダル

トサイトを閲覧していたところ、突然有料のサイトになり、高額の

請求を受けたなどという被害が多くみられていた。 

 しかし、同時に、無料占いサイト、ゲーム、アニメ、無料小説

サイトなど、アダルトサイトとは関係のないサイトを閲覧していた

ところ、意図せずにアダルトサイトや出会い系サイトに接続してし

まい、料金の請求を受けるといった事例もあり、女性や未成年者か

らの相談も少なくない。このように、手口の多様化・巧妙化がうか

がえる。 

 要望先: ― 

 情報提供先: ― 

 

46． ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能―使用実

態調査も踏まえて― 

 公表日： 平成２１年１２月１６日 
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 概要 ： 消毒効果は、ＭＰＳよりも過酸化水素タイプやポビドンヨードタ

イプのほうが高かったが、消毒剤の消毒効果のみでは、アカントア

メーバを完全に消毒できないことが分かった。ソフトコンタクトレ

ンズの衛生状態調査では、全体の約 10％にあたる人にアカントアメ

ーバ汚染の痕跡があった。注意点を守ってレンズケアを行っていた

人は注意点を守っていなかった人に比べてアカントアメーバ汚染

率、細菌検出率ともに低かった。 

こすり洗いを行わないと消毒剤の消毒効果だけではアカントア

メーバを完全に消毒することはできないことから、商品にアカント

アメーバ角膜感染症を防ぐための注意喚起表示の徹底、アカントア

メーバ除去に有効なこすり洗いの方法やアカントアメーバに対す

る消毒効果の試験方法等について専門家による検討の開始、及び装

用者に対し、コンタクトレンズの適切な使用方法の教育・啓発をさ

らに徹底するよう医師及び業界への指導を行政へ政策提言した。ま

た、業界へ対しても、商品にアカントアメーバ角膜感染症を防ぐた

めの注意喚起表示の徹底、アカントアメーバ除去に有効なこすり洗

いの方法や消毒効果を向上させるような成分の組成の検討、及び装

用者に対し、コンタクトレンズの適切な使用方法の教育・啓発をさ

らなる徹底を要望した。 

この結果、消費者庁は、厚生労働省に対し、角膜感染症の防止に

資するよう、ソフトコンタクトレンズ用消毒剤を使用する際の正し

い取扱方法等に係る対応を行なうよう要請（平成 21 年 12 月）。厚

生労働省は、一般社団法人日本コンタクトレンズ協会・財団法人日

本眼科学会・社団法人日本眼科医会・日本眼感染症学会・日本コン

タクトレンズ学会・各都道府県薬務主管部(局)及びソフトコンタク

トレンズ用消毒剤製造販売業者に対し、ソフトコンタクトレンズ用

消毒剤の適正使用等に関する情報提供を徹底するよう要請（平成 21

年 12 月）。医薬品・医薬部外品の承認を担っている医薬品医療機

器総合機構は、定期的に発行している「医薬品・医療機器安全情報」

にソフトコンタクトレンズの適切な管理について掲載し注意を呼

びかけた（平成 22 年 2 月）。また、厚生労働省の厚生科学研究費

を利用し専門家によって消毒剤のアカントアメーバに対する消毒

効果に関する試験方法の検討を開始することとなった。 

 要望先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

一般社団法人 日本コンタクトレンズ協会 

 情報提供先: 厚生労働省 医薬食品局 安全対策課  

厚生労働省 医薬食品局 審査管理課  

日本コンタクトレンズ学会  

社団法人日本眼科医会  

財団法人日本眼科学会 

 

47． 「無料」のはずが高額請求、子どもに多いオンラインゲームのトラブル 

 公表日： 平成２１年１２月１６日 

 概要 ： 携帯電話やパソコンを利用して遊ぶオンラインゲームに関する

相談は、全国の消費生活センター等に 2009 年度は、654 件寄せられ

ている。このうち約４割（273 件）が、「無料」をうたったオンライ

ンゲームの相談である。 

 無料オンラインゲームに関する相談では契約者の年齢が２０歳

未満の相談が 110 件あり、うち小学生が 51 件と半数近くを占める。

 要望先: 一般社団法人日本オンラインゲーム協会  

一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム  

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

経済産業省商務情報政策局情報経済課  
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総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政課  

社団法人コンピュータエンターテインメント協会  

社団法人電気通信事業者協会  

社団法人日本広告審査機構  

 

48． お菓子にそっくりなせっけん等を誤食 

 公表日： 平成２１年１２月１６日 

 概要 ：  せっけんや入浴剤をお菓子等と間違えて食べたり飲んだりして

しまう事故が起きており、ＰＩＯ－ＮＥＴにも事故情報が寄せられ

ている。せっけんや入浴剤は大量摂取しない限り重篤な健康被害は

ないが、高齢者の場合、ちょっとした事故が長期間の体調不良の原

因となってしまうことがある。そこで、事故の防止のために、消費

者への注意喚起、情報提供を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

日本石鹸洗剤工業会 

日本浴用剤工業会 

 

49． 利用の前によく確認を！クレジットカードのリボルビング払い 

 公表日： 平成２１年１２月１６日 

 概要 ： クレジットカードのリボルビング払いに関する相談が増加傾向

にある。カードの申し込み時にリボ専用カードと認識せずに契約

し、気づかないまま利用していたという相談や、リボ払いの仕組み

をよく分からずに利用し、「手数料ばかり支払っていて、支払残高

が減らない」などの相談があった。また、「複数枚のクレジットカ

ードでリボ払いを利用し、支払えなくなった」等の多重債務に陥っ

ている事例が散見された。 

リボ払いは月々の支払いを一定額に抑えられる分、支払期間が長

期化し、手数料がかさむことがあり、気軽に利用を重ねると多重債

務の一因にもなる。また、キャッシュバックなどの特典をうたい、

カード会社が積極的にリボ払いへの移行を勧める動きが見られ、今

後さらにリボ払いに関するトラブルが増加する可能性がある。 

そこで、消費者には、リボ払いの利用に当たってはその仕組みを

きちんと認識するよう注意を呼びかけ、カード会社には、消費者に

リボ払いの仕組み等を分かりやすく情報提供するよう求めた。 

 要望先: （社）日本クレジット協会  

日本クレジットカード協会 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室 

経済産業省商務情報政策局商務流通グループ取引信用課 

 

50． パチンコ・パチスロ攻略法の取引に注意! 

 公表日： 平成２１年１２月１６日 

 概要 ： ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワーク・システム）に

登録されているパチンコ・パチスロ攻略法に関する相談は 2004 年

度以降、2009 年１１月末日現在で 18,525 件寄せられている。相談

事例を見てみると「無料で提供するといわれたのに、いつの間にか

高額な契約をしてしまった」、「絶対儲かるからと言われ契約した

が儲からない」、「保証金としてお金を預かるだけだからと言われ

たのに返金してくれない」というケースが多く寄せられており、パ

チンコ・パチスロ攻略法商法に関する問題点が見られた。 

そこで、パチンコ・パチスロ攻略法に関する相談件数、相談事例、

問題点をとりまとめ、消費者に対してパチンコ・パチスロ攻略法の

業者とは絶対に取引しないよう情報提供した。 
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 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

警察庁生活安全局保安課  

警察庁生活安全局生活経済対策管理官  

警察庁刑事局捜査第二課  

社団法人日本遊技関連事業協会 

 

51． 「無料」を強調しながらも有料期間に自動移行する宅配ビデオレンタルのトラブル

 公表日： 平成２２年１月２０日 

 概要 ： 消費者トラブルメール箱には、特定の期間「無料」「お試し」等

とうたう宅配ビデオレンタルに関して、「勝手に有料契約に自動更

新された」「有料契約の前に連絡がない」「お試し期間に注文した

商品が届かない。やめたいが解約してくれない」「延滞金が無料と

書いてあったのに請求が来た」などの情報が寄せられている。また、

全国の消費生活センター等に寄せられている宅配ビデオレンタル

の「無料」「お試し」契約に関する相談件数を調べたところ、急増

している。 

事業者のホームページには「無料」「お試し」が強調されていた

が、有料期間に自動的に移行することがわかりにくく、消費者に誤

解を招くと思われる表示が見受けられた。そこで、被害の未然防止

のため、問題点を整理し、消費者に情報提供するとともに、業界に

対してはトラブル防止の対策を講じるよう要望を行った。 

 要望先: 日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

経済産業省商務情報政策局文化情報関連産業課 

 

52． がんの摘出手術に必要な血糖コントロールのための入院に対して、がん保険の入院

保険金が支払われないトラブル （国民生活センター消費者苦情処理専門委員会小

委員会助言） 

 公表日： 平成２２年２月３日 

 概要 ： 国民生活センターでは、消費者苦情処理業務を適正かつ効果的に

遂行するため、消費者苦情処理専門委員会を設置している。国民生

活センター理事長は平成 21 年 8月 11 日付で「がん保険加入者は、

保険会社の保険約款に基づき、がんの摘出手術に必要な血糖コント

ロールのための入院に対して、保険金の給付を求めることができる

かについて」の検討を同委員会に諮問した。同委員会は、検討のた

めの小委員会を設け、苦情処理にあたっての考え方として、助言を

取りまとめたもの。 

問題となるのは、本件保険約款の支払事由を定める「責任開始日

以後にがんの治療が必要とされ、その治療を受けることを直接の目

的として入院（再入院も含みます。）していること」という条項の

意味内容であるが、本小委員会における審議の結果、本件における

1 度目の入院は、この支払事由に該当し、相談者は保険会社社に対

し、入院保険金支給を求めることができるとの結論に至った。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

53． 国民生活センターＡＤＲの実施状況と結果概要（平成２１年１０月～１２月） 

・経営関連資格取得用教材の解約 

・競馬ソフトの解約 

 公表日： 平成２２年２月３日 

 概要 ： 平成２１年４月～平成２２年１月中旬までのＡＤＲの実施状況
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と１３事案の手続結果の概要について公表。「経営関連資格取得用

教材の解約に関する紛争」「競馬ソフトの解約に関する紛争」につ

いて事業者名等を特定して公表を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

54． 折りたたみ自転車(スポーツタイプ）のハンドルの固定力不足に注意！―転倒し鎖

骨を骨折する重大事故が発生― 

 公表日： 平成２２年２月１７日 

 概要 ： ハンドルステムの固定にレバーを用いているものは、十分な締め

付け力が得られずハンドルが緩み重大な事故につながるおそれが

あった。ハンドルステムを最も下げた状態では、ハンドルバーが左

右に回転するような外力が加わると固定力が低下することがあっ

た。 

ハンドルステムの固定にレバーを用いているものは、十分な締め

付け力が得られずハンドルが緩み重大な事故につながるおそれが

あることから、当該事業者へ対し、誰が操作してもハンドルステム

の固定力が不足することがないように固定機構の改善、及びハンド

ルステムを最も下げた状態では、ハンドルバーが左右に回転するよ

うな外力が加わると固定力が低下することがあるので改善を要望

した。 

この結果、今後販売する製品の仕様を変更する旨と、既に使用中

の消費者に対する注意喚起を自社ＨＰに掲載した事業者があった

（平成 22 年 2月）。 

 要望先: ― 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室  

経済産業省 製造産業局 車両課  

社団法人自転車協会 

 

55． まつ毛エクステンションの危害 

 公表日： 平成２２年２月１７日 

 概要 ： 厚生労働省は 2008 年 3 月にまつ毛エクステンションに関する危

害防止の通知文書を出した。しかし、その後も危害相談は増加し、

既に 150 件を超えている。厚生労働省はまつ毛に関する施術を美容

行為と位置づけているが、エステ店・ネイルサロン等の店舗で実際

に美容師が施術しているかは定かではない。デリケートな目元への

施術のため、接着剤や器具の刺激、また施術者の技術力により危害

が発生しやすく、細心の注意が必要である。そこで、事故の未然防

止・拡大防止のために消費者に情報提供すると共に、事業者と行政

に万全の施術体制の徹底等の要望を行った。 

 要望先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

 

 
情報提供先: 厚生労働省 健康局 生活衛生課 

経済産業省 商務情報政策局 サービス産業課 

日本眼科学会 

全日本美容業生活衛生同業組合連合会 

財団法人 日本エステティック研究財団 

日本エステティック振興協議会 

一般社団法人 日本全身美容協会 

 

56． りんごやみかんの押し売りにご注意！ 

 公表日： 平成２２年３月３日 

 概要 ： りんごやみかんなどの訪問販売に関するトラブルは年々増加して

おり、「断りきれず、大量の果物を買ってしまった」といった相談
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が全国的に拡大している。販売者名も連絡先も分からないケースが

ほとんどであり被害回復が難しいため、安易に購入しないよう消費

者に注意を呼びかけた。 

 要望先: ― 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

警察庁生活安全局生活経済対策管理官 

 

 

57． ジュニア用ブーツの左右の飾りが絡まり転倒 

 公表日： 平成２２年３月３日 

 概要 ： 小学 4年の娘が小走り気味に歩いていたところ、ジュニア用ブー

ツ前面についていた紐の先端の球状の飾りの左右が絡まり、足がも

つれて転倒したという情報が消費者トラブルメール箱に寄せられ

た。ＰＩＯ－ＮＥＴに同種事故は見当たらなかったが、最近街中で

もよく見られるデザインであり、子供用ブーツとして他にも販売さ

れている。さらに、子供用衣類では業界団体が飾り紐の長さの目安

などのガイドラインを設けているが、その中に靴は含まれていな

い。そこで、同種事故防止のため、消費者に注意喚起と共に情報提

供を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

全日本履物団体協議会 

 

58． 「国民生活センター土日祝日相談」開始後１ヶ月間の受付状況－2010 年 1 月 16 日

（土）～2月 14 日（日）受付分－ 

 公表日： 平成２２年３月３日 

 概要 ： 消費生活センター等の消費生活相談窓口の存在を知らない消費

者に、近くの消費生活相談窓口を案内するものとして、消費者庁が

「消費者ホットライン」を、2010 年 1 月 12 日より全国で実施した。

これに伴い、国民生活センターでは、1月 16 日（土曜）より、土

日祝日相談を開始したので 1 月 16 日（土曜）～2 月 14 日（日曜）

までの約 1ヶ月間について「国民生活センター土日祝日相談」の受

付の概況を報告した。 

 要望先: － 

 情報提供先: － 

 

59． 商号変更後・会社解散後も旧社名で社債を発行する業者 

－アフリカントラスト、アフリカンパートナー名の社債には手を出さないで－ 

 公表日： 平成２２年３月１７日 

 概要 ： 多様な金融商品が消費者に身近になって来たことによるトラブ

ルが増加している。その中でも、自社社債を発行しているアフリカ

ントラスト株式会社（以下、AT 社）、アフリカンパートナー株式会

社（以下、AP 社）に関する苦情相談が、ＰＩＯ－ＮＥＴに、2010

年 2 月末日現在で約 550 件登録されている。いずれもすでに 2009

年 11 月 18 日付けで登記情報上ワールド・リソースコミュニケーシ

ョン株式会社（以下、ワ社）となっており、ワ社は登記情報上商号

変更・会社解散している旧社名（AT 社、AP 社名義）での社債の発

行を現在も行っている。 

相談内容としては「元本保証と説明され、社債を購入してしまっ

たが解約してもらえない」や「見知らぬ業者から高値で買い取ると

言われ株式転換社債を購入してしまったが解約したい」があり、ワ

社は社債の募集を今後も行う意向であることを表明している。 
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さらに、契約当事者の 8 割が 60 歳代以上であること、支払金額

の平均が 1件当たり約 470 万円であるなどの実態を踏まえ、トラブ

ルの拡大防止の観点から、国民生活センター情報提供規程第 6条に

基づき、事業者特定情報の公表を行い、消費者に対して注意を喚起

した。 

 要望先:  

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

警察庁生活安全局生活経済対策管理官、刑事局捜査第二課  

金融庁監督局証券課、総務企画局企業開示課 

 

60． 「絶対儲かる」「返金保証で安心」とうたう情報商材に注意！ 

－情報商材モール業者を介して購入した事例から見る問題点－ 

 公表日： 平成２２年３月１７日 

 概要 ： インターネットを介して購入する情報商材に関する相談が急増

している。中でも「確実に儲かるという広告を見て購入した。書か

れていた通りに作業したのに収入にならない」など商品の内容に関

するトラブルが目立っている。 

どのような情報が得られるのかは購入し、中身を見るまでわから

ないため、実際に得られる情報が考えていたものではないケースが

みられることや、「確実に収入が得られる」「確実にモテる」等、

利益や効果が確実であるかのような表示がみられるなど、表示や謳

い文句に関する問題点が見られた。また、収入を得るための開業資

金、情報を継続的に得る為の月額更新料など、事前に説明のなかっ

た費用がさらに必要になる場合があったり、消費者が広告や情報商

材に記載されている販売者の電話番号やメールアドレスに連絡し

ても一切連絡が取れない場合が見られるなど、多くの問題点があっ

たことから、今回はモール業者を介して情報商材を購入した際に生

じたトラブルの問題点を整理し、消費者に情報提供した。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁消費者情報課地方協力室  

経済産業省商務情報政策局取引信用課  

経済産業省商務情報政策局情報経済課  

警察庁生活安全局生活経済対策管理官  

社団法人日本クレジット協会  

日本クレジットカード協会 

 

61． 子どもが使用することのあるアクセサリーに関する調査結果－カドミウム、鉛の溶

出について－ 

 公表日： 平成２２年３月２５日 

 概要 ： カドミウムの溶出は、調べた中では国際標準化機構の玩具規格を

超えるものはなかった。鉛の溶出については、食品衛生法の金属製

アクセサリー玩具の方法で調べたところ、法令違反ではないが、９

銘柄で一定量（９０μg/g）を超える溶出が認められた。 

この結果、消費者庁は、子ども用金属製アクセサリーの誤飲によ

る子どもの健康被害を防止するため、子ども用金属製アクセサリー

の取扱いや管理について消費者へ注意喚起するとともに、社団法人

日本玩具協会・日本百貨店協会・日本チェーンストア協会・東京装

身具工業協同組合に対し、鉛を含有する子ども用金属製アクセサリ

ーへ注意表示を行うことなどを要請（平成 22 年 3月）。 

 要望先: ― 

 情報提供先: ― 

 

62． スリングや抱っこひもなどの赤ちゃんの子守帯 
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 公表日： 平成２２年３月２６日(FAX 公表) 

 概要 ： 危害情報システムにはスリングや抱っこベルト、抱っこひも等

(以下「子守帯」)に関する赤ちゃんの危害・危険情報が過去 10 年

間で 64 件寄せられている。2010 年３月１２日には CPSC(米国消費

者製品安全委員会)による４ヶ月未満の赤ちゃんのスリング使用時

の窒息の危険についての警告情報や、Health Canada(カナダ保健省)

による注意喚起が出された。また、スリング使用時の横抱きによる

股関節脱臼を引き起こす可能性があるとの医師の報告もある。上述

のレポートの紹介などと併せ、事故の未然防止・拡大防止を図るた

め、消費者への注意喚起を行った。 

 要望先: － 

 情報提供先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

 

63． 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果 

 公表日： 平成２２年３月３０日 

 概要 ： 純正マットは全ての車種で固定できる構造になっており、固定して

使用すればアクセルペダルへの干渉は認められなかった。固定してい

ない純正マットや市販マットがずれた場合には、アクセルペダルがマ

ットに干渉することがあった。アクセルが全開の状態では、ブレーキ

を強く踏んでも停止しないものもあった。 

固定していない純正マットや市販マットがずれた場合には、アクセ

ルペダルがマットに干渉することがあり、この場合、引っかかったま

まだと加速することがあったことから、アクセルよりもブレーキを優

先させる機能（ブレーキオーバーライドシステム）の搭載を業界へ働

きかけるよう行政へ政策提言した。また、業界へ対しても、市販マッ

トはずれないよう必ず固定フックなどをつけ、アクセルペダルに干渉

しない形状にする、固定しなかった純正マットがずれてアクセルペダ

ルに干渉することに関する改善等を含めた対応の検討、ブレーキオー

バーライドシステムの搭載、消費者へ正しいフロアマットの使用方法

を引き続き啓発することを要望した。 

 要望先: 消費者庁 消費者情報課 地方協力室 

社団法人日本自動車工業会  

全国自動車用品工業会  

一般社団法人自動車用品小売業協会 

 情報提供先: 経済産業省 製造産業局 自動車課  

国土交通省 自動車交通局 技術安全部 技術企画課 

 

ⅱ．事業者名を含めた公表 

－年度計画内容－ 

国民への情報提供に当たっては、悪質商法や製品事故などによる消費者被害

の発生や拡大を防ぐ観点から、事業者名を含めた公表に積極的に取り組む。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、消費者被害の未然防止・拡大防止の観点から、消費

者への周知等を図るための情報を提供する際は、積極的に事業者名を含めて

公表することとしている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、情報提供を行った事例のうち２５件において事業

者名を含む公表を行った。公表後には、当該事業者や事業者団体等により製

品回収や販売停止、製品改善等の措置が取られるものもある。また、当該事

業者から消費者へ返金が行われた旨の連絡も寄せられている。 
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No. テーマ 

 1． 「製品の不具合が目立つハロゲンヒーター（平成 20年 11 月 19 日公表）」の追加情

報について 

 2． 女児の目にボタン電池が！－電池のサビ等により入院手術 著しい視力低下－ 

 3． 公道走行できるという四輪バギーの安全性－インターネットで販売されているも

の－ 

 4． 犬用リードの強度 

 5． 歩行補助車（シルバーカー）の安全性 

 6． 自転車の荷台の強度 －幼児座席を安全に使用するために－ 

 7． 水槽用ヒーターの空焚きによる火災に注意！ 

 8． 注意！自転車用傘ホルダーに差し込んでいた傘が車輪に巻き込まれ 大けが！ 

 9． 体に良いとうたうゲルマニウム使用のブレスレット 

10． 睡眠時の冷却効果をうたったジェル入りマット－その効果と持続性を調べる－ 

11． 調理器具の安全性 その１「電気ミキサー」 

12． 調理器具の安全性 その２「スライサー」 

13． 年会費が有料となった ETC カードに関する紛争 

14． 家庭用オゾン発生器の安全性 

15． 金魚の飾りセットに鉛のおもり！－鉛中毒の危険性、小児科医からの警告－ 

16． 電子レンジやＩＨヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性 

17． インターネット通信販売での子犬の引渡しに関する紛争 

18． ウイルス対策をうたったマスク－表示はどこまであてになるの？ 

19． 名刺広告掲載の電話勧誘トラブル－しつこい勧誘、承諾していないのに請求される

ことも－ 

20． ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能―使用実

態調査も踏まえて― 

21． 経営関連資格取得用教材の解約に関する紛争 

22． 競馬予想ソフトの解約に関する紛争 

23． 折りたたみ自転車（スポーツタイプ）のハンドルの固定力不足に注意！－転倒し鎖

骨を骨折する重大事故が発生－ 

24． 商号変更後・会社解散後も旧社名で社債を発行する業者－アフリカントラスト、ア

フリカンパートナー名の社債には手を出さないで－ 

25． 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果 

 

②ホームページ、出版物等による情報提供 

 

ア．ホームページ 

 

ⅰ．利便性向上のための取り組み 

－年度計画内容－ 

コンテンツの迅速な追加・更新、既存コーナー運用方法の見直し等により、

ホームページ利用者の利便性の向上を図る。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、ホームページを通じた情報提供を平成７年１０月よ

り開始し、消費者の関心や問題性の高い情報をタイムリーに掲載している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度には、コンテンツの追加や新規コーナーの開設により内容の充

実を図った。また、目指す情報へのアクセスをスムーズにするためコンテン

ツの分類の見直しやトップページのデザインリニューアルについて検討を行

うなど、利用者の利便性の向上を図った。 

また、ホームページの情報更新は全業務日に実施し、メールマガジンでその

内容を配信している。 
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（平成２１年度に新規開設・リニューアルしたコーナー） 

・ 「相談データベース」リニューアル・移管 

・ 「見守り情報(子どもリンク集)」の追加 

・ 「苦情相談」コーナーの再開 

・ 「ＡＤＲ概要コーナー」の開設 

・ ｢中央省庁からのお知らせ｣消費者庁追加 

・ ｢全国の消費生活センター等｣｢携帯版｣への消費者ホットライン追加 

・ ｢トラブルメール箱ＦＡＱ｣の分類化 

 

ⅱ．ホームページによる情報の迅速な提供 

－年度計画内容－ 

緊急性が高い問題については、必要とされる情報を迅速かつ的確に提供する。

 

◎業務の概要 

国民生活センターのホームページには、消費者の関心が高い情報を掲載する

ほか、社会的関心の高まった消費者問題や製品事故情報など、緊急性が高い問

題について迅速かつ的確に提供することとしている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度には、新型インフルエンザの流行のほか、未公開株に関する消

費者被害が相次いだことから、以下の情報については特に迅速に情報提供を

行った。 

 

・ ｢新型インフルエンザ関連情報｣ 

・ ｢自然災害に便乗した悪質商法にご注意ください｣ 

・ ｢古い消火器の破裂事故が起きています｣ 

・ ｢国民生活センターを語る業者にご注意｣ 

・ ｢国民生活センターをかたる未公開株の電話にご注意｣ 

 

イ．出版物 

 

ⅰ．「月刊国民生活」の発行 

－年度計画内容－ 

消費者問題の専門誌として「月刊国民生活」を定期発行する。 

 

◎業務の概要 

平成２０年４月、国民生活センターはこれまで発行していた月刊誌「たしか

な目」と「国民生活」を統合し、消費者問題の専門誌として「月刊国民生活」

を刊行した。 

「月刊国民生活」は、相談・啓発に携わる人を中心とした消費生活関連情報

を必要とする者を対象とし、最新の消費者関連情報をわかりやすく提供する内

容となっている。 

 

◎年度計画実施状況 

「月刊国民生活」には、国民生活センターの情報やタイムリーな特集のほ

か、読者から要望の多い商品テスト結果や相談事例、法律知識に関する記事

を掲載した（年間特集テーマは別添資料８参照）。 

 

ⅱ．「月刊国民生活」読者へのアンケート調査 

－年度計画内容－ 

「月刊国民生活」について、内容の充足と満足度の向上を図るため、読者等

へのアンケート調査を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価を得る。 
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◎業務の概要 

「月刊国民生活」については、内容の充足と満足度の向上を図るため、読者

等へのアンケート調査を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価を得る

こととしている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度における購読者への満足度アンケート調査は、以下の要領で実

施し、満足度については５段階評価で「４．３」を得た。（アンケート調査票

は別添資料９を参照）。 

 

○実施時期：平成２２年２月 

○対象者数：読者ハガキによるアンケート協力者１５０名 

○回収方法：返信用封筒による郵送、ファックス送信、メール 

○回 収 率：６４％（回答者数９６名） 

 

ⅲ．「くらしの豆知識」の発行 

－年度計画内容－ 

国民の日常生活の情報源として「くらしの豆知識」を年１回発行し、消費者

情報の普及を図る。 

 

◎業務の概要 

「くらしの豆知識」は生活にかかわるさまざまな問題をコンパクトにまと

めた生活小冊子で、昭和４７年２月に初刊（１９７３年版）後、毎年刊行し、

平成２１年９月に刊行した２０１０年版で３８冊目となった。 

 

◎年度計画実施状況 

未曾有の世界不況に伴う生活の厳しさが身近な問題となっていることを

踏まえ、２０１０年版の特集テーマを「くらしのセーフティネット」とした

（各章の内容については、別添資料１０参照）。 

「くらしの豆知識」については、これまで読者から「具体的な相談事例が 

紹介されていると理解しやすい」といった意見が寄せられているため、相

談事例を多く掲載している。 

発行した冊子は書店等で市販（税込み 450 円）しているほか、地方自治体 

等が実施する消費者啓発を支援するため、各地消費生活センター等からの

発行者名義の差し替え依頼等にも対応し、約４０万部を発行している。 

 

ウ．高齢者や障がい者への情報提供 

 

ⅰ．メールマガジンの発行 

－年度計画内容－ 

高齢者や障がい者に加えて、それらの方々を支援する民生委員や介護関係者

等を対象に、悪質商法や製品事故等に関するメールマガジン（高齢者版、子ど

も版）を発行する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、平成２０年度から高齢者や障がい者等の暮らしの安

全･安心を守るために、悪質商法や事故情報、リコール情報等の重要な情報を

コンパクトにまとめたメールマガジン「見守り新鮮情報」及び家族や子育て

支援関係者を対象にしたメールマガジン「子どもサポート」を発行している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度には、「見守り新鮮情報」を２５回、「子どもサポート情報」を
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１３回発行した。メールマガジンの概要は以下のとおり。 

 

高齢者・障がい者向け「見守り新鮮情報」 

発行日 タイトル 

2009.4.10 インターネットバンキングを利用した、新手の振り込め詐欺にご用心！ 

2009.4.27 テレビショッピングは、印象だけで購入を決めない！ 

2009.5.14 「購入しないと不幸になる」と脅され、高額な掛軸を契約 

2009.5.27 細工して通話不能に！電話機の悪質な訪問販売 

2009.5.28 「新型インフルエンザの薬あります」と突然の電話 

2009.6.17 ご成婚 50 周年のお祝い、と天皇皇后両陛下の写真が送られてきた！ 

2009.6.26 「床下換気扇部品代の前払い」と手持ちの現金をだまし取られた 

2009.7.13 「買い取りのサクラ」で投資欲をあおる転換社債！ 

2009.7.23 念を押したのに元本割れ…個人年金保険の銀行窓口販売 

2009.8.7 「福祉」「障がい者」で出資金を要求！ 

2009.8.25 強引な床下点検。「水漏れ」と言って、高額の現金を請求 

2009.9.1 地震に備え、家具の転倒防止を！ 

2009.9.8  「高く買い取る」につられ、多数の美術品を購入 

2009.9.16 金融庁の「お墨付き」と思わせ、未公開株を買わせる！ 

2009.10.15 暖房機器のリコール社告-冬が来る前に暖房機器を点検しましょう(2)- 

2009.11.5 古い消火器は危険！腐食による破裂事故あい次ぐ 

2009.11.27 買い物や散歩のお供「歩行補助車」でケガ 

2009.12.25 お菓子を食べたらせっけんだった！ 

2010.1.18 カニもクーリング・オフできるようになったんです！ 

2010.1.28 「廃品回収」と訪問し、トラックに載せた後で法外な請求！ 

2010.2.15 骨折・やけど・突然死…お風呂での危険！ 

2010.2.26 排雪業者がきてくれず、雪に埋もれてしまった 

2010.3.4 押し売り！気がついたら、高額なみかんを大量に買わされていた 

2010.3.18 アフリカントラスト、アフリカンパートナーの社債に手を出すな！ 

2010.3.26 お得なはずの商品券、倒産すればただの紙くず！ 

 

子育て支援情報「子どもサポート情報」 

発行日 テーマ 

2009.4.30 身の回りのものが子どもの口、鼻、耳、眼に！ 

2009.5.13 飛び出したボタン電池が子どもの目に！-電池のサビで手術 視力が低下-

2009.6.30 自転車の幼児座席が荷台ごとはずれてケガ！原因は？ 

2009.7.21 親が知らぬ間に！ネット上の着せ替えゲームで高額請求 

2009.8.5 夏休み！釣り針による事故にご注意 

2009.9.11 自転車が加害者になる事故が増えています 

2009.10.19 歯みがき中の思わぬ事故！ 

2009.10.28 子ども用製品のリコール社告-この製品をお持ちではないですか？- 

2009.11.11 触るな危険！古い消火器で大けが 

2009.12.11 天窓・ガラス屋根が割れて子どもが墜落、大ケガ！ 

2010.1.15 「無料」のはずが高額請求！オンラインゲームでトラブル 

2010.2.19 「目が痛い！」お菓子の袋でけが 

2010.3.3 ブーツのボンボン飾りがからまり、転倒！ 

 

ⅱ．メールマガジンの配布 

－年度計画内容－ 

メールマガジン等の情報を活用した印刷物を作成し、民生委員や介護関係者

等に対して配布し、情報提供する。 
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◎業務の概要 

メールマガジンで配信した悪質商法等に関する情報をホームページから自

由にダウンロードして活用できるよう、国民生活センターでは、メールマガジ

ンで発行した情報にイラスト等を入れ、Ａ４サイズ１枚に編集・加工したリー

フレット作成している。リーフレットについては、ホームページ上に掲示する

とともに、印刷物にして全国の民生委員や介護関係者に配布している。 

 

◎年度計画実施状況 

発行したメールマガジンの内容を題材としたイラスト入りのカラーリーフ

レットを作成し、全国で啓発活動を行う民生委員や介護関係者等に配布した。

また、リーフレットを誰もが自由に啓発用資料として活用できるよう、国民

生活センターホームページ上に掲載した。 

 

なお、国民生活センターではホームページや出版物による情報提供のほか、内

閣府から平成２０年度に移管された事業「消費者問題出前講座」を実施し、高齢

者等を対象に消費者問題について出前講座を行う消費者問題の専門家を全国

1,500 カ所に派遣した。また、高齢者や若者の消費者トラブルの未然防止・拡大

防止を図るため、平成２１年度にはリーフレット「あなたの財布が狙われている」

と「うちらのとなりはトラブルだらけ！？」を作成・配布し、全国の消費生活セ

ンターや大学において活用されている。 

 

③消費者庁の行う注意喚起への協力 

 

－年度計画内容－ 

消費者庁が行う注意喚起について、ホームページ、出版物等を通じて消費者

に情報提供する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターの中期目標に、消費者庁が行う注意喚起への協力について

盛り込まれたことを受け、消費者庁が実施した注意喚起についても、国民生活

センターの各種媒体を利用して消費者へ情報提供することとした。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者庁から協力要請があった｢未公開株｣に関する注意喚起については、

｢見守り新鮮情報｣に掲載したほか、メールマガジンによる配信を行った。 

このほか、消費者安全法の重大事故に係る公表をもとに、｢古い消火器の破

裂事故｣について編集を行い、「見守り新鮮情報」への掲載やメールマガジン

で配信した。 

 

 

（３）苦情相談の充実・強化 

平成１６年６月に公布・施行された「消費者基本法」において、国民生活セン

ターは事業者と消費者の間に生じた苦情の処理のあっせん及び相談における中核

的な機関として積極的な役割を果たすものとすると定められた。 

これを受け、国民生活センターでは各地の消費生活センターにおいて適切かつ

迅速な相談処理が行われるよう支援するための相談（経由相談）を受付けるとと

もに、消費者から直接寄せられる相談（直接相談）へ対応している（相談処理の

流れについては別添資料１１を参照）。経由相談及び直接相談の受付件数は下記の

とおり。 
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表：経由相談及び直接相談の受付件数 

 

 

 

 

 

 

①苦情相談 

 

ア．経由相談 

 

ⅰ．専門的な相談への対応 

－年度計画内容－ 

専門的な相談の充実・強化を図るため、金融・保険、情報通信、特商法等の

分野については、外部専門家、職員、相談員で構成するチーム制を敷く。 

 

◎業務の概要 

専門的な相談の充実・強化を図るため、国民生活センターでは金融・保険、

情報通信、特商法等の分野について専門のチーム制を設け、外部の専門家を招

いた学習会や事例検討会を開催し、情報の共有や研鑽に努めている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２０年度に引き続き、職員及び消費生活相談員で構成する６分野の専門

チームを設け、弁護士等の専門家にヒアリングを行ったほか、特商法や割販

法、相談処理の方法に関する学習会を開催し、経由相談の移送、共同処理等、

直接相談においてはあっせんの充実に取り組んだ。 

 

（専門チーム） 

・ 金融、保険 

・ 情報通信 

・ 不動産、品質関連 

・ 特商法関係（電話勧誘、マルチ、内職、サイドビジネス等） 

・ 特商法関係（医療、美容、教育サービス、旅行、訪問販売等） 

・ 個人情報 

 

（専門チームにおける取組み） 

○特商法チーム 

・ インターネットを利用した手軽な副業として相談が増加しているア

フィリエイトやドロップシッピングについて、ＩＴ専門家を招いた学

習会や弁護士へのヒアリング等を実施し、注意喚起につなげた。 

・ 仕事を紹介するといって高額な資格取得用教材を販売する業者に関

するあっせん内容を関連省庁へ情報提供した結果、当該業者が逮捕さ

れた。 

・ 消費者相談の実態を踏まえた消費者対応のあり方について、大手クレ

ジットカード会社と意見交換を実施した。 

 

○ 金融、保険チーム 

・ 執拗な劇場型電話勧誘で高齢者に契約させ、解約に応じない元本保証

をうたった自社債の販売業者についてあっせんを実施。弁護士及び法

学者等へのヒアリングを踏まえ、事業者名を公表した。 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

経由相談 4,179 4,373 5,541 4,697 5,317 

直接相談 4,112 4,123 4,056 5,144 4,672 

合計 8,291 8,496 9,597 9,841 9,989 
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・ クレジットカードのリボルビング払いについて、法学者を招いた学習

会や関係省庁との情報交換を開催。消費者へ注意喚起するとともに、

業界団体へ改善を要望した結果、啓発資料が作成・配布された。 

・ 弁護士や専門家を招き、新しい金融商品取引法制や電子マネーに関す

る学習会を実施した。 

 

○ 情報通信チーム 

・ 動画配信サービスに関する消費者トラブルに関し、特に問題の多い事

業者に対して勧誘上の問題点を指摘し、改善の要望を申し入れた結果、

具体的な改善対策の回答が示された。 

・ その他、電気通信事業法のガイドラインの解説、携帯フィルタリング

等について外部の専門家を招いて学習会を実施した。 

 

ⅱ． 苦情相談への対応 

－年度計画内容－ 

全国的に共通性のある苦情相談については、消費生活センターと共同して、

または移送を受けて、事業者との交渉を行い、相談の統一的な処理に取り組む。

 

◎業務の概要 

国民生活センターは、経由相談について専門的知見を有する職員や消費生

活専門相談員を適切に配置し、各地の消費生活センターにおける相談処理を

支援し、中核的機関としての役割を適切に果たすこととしている。また、消

費生活センターからの要望等について定期的に調査し、その結果をより効果

的な業務運営に役立てている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度に受付けた相談 9,989 件のうち、経由相談は 5,317 件（53.2％）

であった。 

 

・移送：受付センターから国民生活センターに全て相談処理を移し、事業者

交渉、相談者対応とも国民生活センターが行う。 

・共同処理等：受付センターと国民生活センターが共同して処理を行い、あ

っせん解決を試みる（所掌官庁へ問合せや事業者からのヒア

リングを含む）。 

 

表：経由相談件数及び対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２２年５月末日現在） 

 

イ．直接相談 

 

ⅰ．直接相談の実施 

－年度計画内容－ 

消費者被害の実態を迅速に把握するセンサー機能を維持する観点から、消費

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

助言 3,819 3,928 5,051 4,139 4,639 

共同処理等 294 373 412 458 605 

移送 13 10 38 52 19 

その他(処理中を含む) 53 62 40 48 54 

合計 4,179 4,373 5,541 4,697 5,317 
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生活相談員の高い資質の維持に努めつつ、引き続き直接相談を実施する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターの直接相談については、平成１３年の特殊法人等整理合理

化計画（平成１３年１２月１８日閣議決定）において「直接相談を段階的に縮

小し、最終的には地方公共団体の設置する消費生活センターからの経由相談に

特化する」とされた。しかし、消費者行政推進基本計画（平成２０年６月２７

日）において「国民生活センターは、国の中核的実施機関として、消費者相談

（国民生活センターへの直接相談や、消費生活センターから持ち込まれる困難

事案の解決支援）等を拡充する」とされた。これにより、国民生活センターで

は消費者被害の実態を迅速に把握するセンサー機能を維持する観点から、消費

生活相談員の高い資質の維持に努めつつ、引き続き直接相談を実施することと

なった。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度に受付けた相談 9,989 件のうち、直接相談は 4,672 件（46.8％）

となった。 

「独立行政法人整理合理化計画(平成１９年１２月２４日閣議決定)」におい

て、直接相談を継続して実施するとされたことを受け、引き続き直接相談を

実施し、相談の内容に応じた助言や情報提供のほか、必要に応じて事業者と

のあっせんを行なった。 

 

ⅱ．土曜祝日における相談窓口の開設 

－年度計画内容－ 

土日祝日に相談窓口を開設する。 

 

◎業務の概要 

消費者行政推進基本計画（平成２０年６月２７日閣議決定）に、誰もがアク

セスしやすい一元的な消費生活相談窓口の設置が盛り込まれ、消費者庁は全

国共通の電話番号から身近な消費生活相談窓口を案内する「消費者ホットラ

イン」を設置した。しかし、都道府県や市区町村の消費生活センター等が開

所していない場合があることから、これらを補完するために国民生活センタ

ーにおいて土日祝日の相談窓口を開設することとなった。 

 

◎年度計画実施状況 

相談窓口の開設に向け、消費者庁や既に土日祝日における相談を実施してい

る自治体からヒアリングを行い、体制の検討やシステムの整備を行なった。 

平成２２年１月１２日の「消費者ホットライン」の開始にあわせ、国民生活

センターにおける「土日祝日相談」を開始した。 

 

表：土日祝日相談の受付件数 

 

 

 

 

②個人情報の取扱いに関する苦情相談 

 

－年度計画内容－ 

個人情報の取扱いについて、引き続き消費者から相談を受けるとともに、消

費生活センターからの経由相談にも積極的に対応する。 

 

 平成22年 1月 2月 3月 

受付件数 794 件 1,001 件 1,077 件 
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◎業務の概要 

平成１７年４月１日、個人情報の保護に関する法律が全面施行され、各地

の消費生活センター等に設置された相談窓口で、個人情報に関する苦情相談

受付が開始された。国民生活センターにおいても、平成１６年４月に閣議決

定された「個人情報の保護に関する基本方針」にある「国民生活センターは、

自ら個人情報に関する苦情相談に取り組む」という内容に則り、平成１６年

度中に整備した個人情報相談窓口での相談受付を開始し、消費者から寄せら

れる様々な相談への対応を行うこととなった。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者からの直接相談に対応するのと同時に、消費生活センター等からの個

人情報相談処理に関わる様々な問合せ等に専用窓口で積極的に対応し、平成

２１年度に受け付けた個人情報の取扱いに関する苦情相談の件数は、1,421 件

となった。 

また、平成２０年１１月から平成２１年１月にかけて全国１３都道府県で開

催された「個人情報保護法説明会（消費者庁と共催）」のうち、４会場におい

て国民生活センターに寄せられた個人情報関連相談事例の紹介と一般国民が

注意すべきこと等について説明を行なった。 

 

平成２１年度受付の相談内容を見ると、「自分の個人情報が不正に取得され

ているのではないか」といったものが最も多く、次いで多いのが「個人情報

を漏えい、紛失された」といったものであった。寄せられた情報については、

消費者への普及啓発に資するため、「個人情報相談に関する相談の概要」をま

とめ、記者説明会を通じて情報提供した。 

 

表：国民生活センターが受け付けた年度別苦情相談件数(問い合わせを除く) 

 

 

 

 

（４）裁判外紛争解決手続の実施 

 

－年度計画内容－ 

消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争の未然防止のために、国民生活セ

ンター法の改正を踏まえ、紛争解決委員会において、重要消費者紛争に関し和

解の仲介等の手続を実施する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の整備について盛り

込まれた「独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律」が平成２

１年４月に施行されたことを受け、重要消費者紛争について和解仲介手続を実

施し、結果概要の公表を行った。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者紛争の迅速・適正な解決と同種紛争の未然防止のために平成２０年５

月に公布された国民生活センター法の改正を踏まえ、平成２１年４月から施行

された裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を実施するために体制を整備するととも

に、重要消費者紛争について和解仲介手続を実施し、結果概要の公表を行った。 

 

① 紛争解決委員会の開催等 

平成２１年４月１日に、特別委員２５名を任命し、「重要消費者紛争」

を指定した。（委員・特別委員については別添資料１２を参照） 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

件数 1,354 1,211 1,243 1,381 1,421 



 56

 また、４月１日に開催された紛争解決委員会おいて、業務規程が決定

され、その後、結果概要の公表等について審議を行うため、３回の委員

会が開催された。 

 

（参考） 

第１回紛争解決委員会（平成２１年４月１日） 

・業務規程について 

第２回紛争解決委員会（平成２１年８月７日） 

・結果概要の公表について 

第３回紛争解決委員会（平成２１年１０月２８日） 

・結果概要の公表について 

第４回紛争解決委員会（平成２２年１月２５日） 

・結果概要の公表について 

 

② 事前問合せ対応 

紛争解決委員会が実施する裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に関する問

い合わせのための窓口を事務局内に開設し、消費者や消費生活センター

からの事前の問い合わせに対応した。また、申請書の作成等、円滑な申

請に向けた消費者の支援を行った。 

 

（参考）事前問合せ件数：６４０件 

主な内容：預貯金・証券等、金融商品に関するトラブル 

集合住宅、戸建住宅等、土地・建物・設備に関する

トラブル 等 

 

③ 和解仲介手続等の実施 

１０６件の和解仲介手続の申請を受け付け、うち５７件について手続

を終了した。重要消費者紛争に該当すると認められた４６件のうち２６

件について和解が成立している。 

なお、手続の実施にあたっては、消費者の経済的・時間的負担に配慮

し、電話会議システムを使用するなどした。 

 

（参考）申請件数：１０６件 

   主な内容：金融・保険サービス 

教養娯楽品 

内職・副業 等（詳細については別添資料１３参照） 

 

④ 結果概要の公表 

和解仲介手続が終了した案件のうち、３１件について、国民生活の安

定及び向上を図るため、記者説明会（３回）等を通じて、結果の概要を

公表した（公表制度については別添資料１４を参照、公表実績について

は別添資料１５参照）。そのうち、１１件については、和解仲介手続に合

理的な理由なく協力が得られなかったものとして、事業者名を特定する

情報を含めて公表した。 

 

⑤ 広報活動 

センターの各種媒体、記者説明会、消費者団体等との懇談会等を通じて、

積極的に広報活動を実施した。ホームページにおいても、ＡＤＲ専門コー

ナーのリニューアルを行うなど、裁判外紛争解決制度（ＡＤＲ）の周知に

努めた。 

また、地方公共団体との連携を強化するため、情報共有スキームの構築

について検討を開始するとともに、法執行（行政処分）の参考に供するた

めに、東京都からの情報提供依頼に対し積極的に対応した。 



 57

さらに、他の裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関との連携の在り方について

も関係諸機関と意見交換を実施した。 

  

（参考） 

○外部機関との連携のための意見交換会の開催実績 

  最高裁判所（平成２１年８月６日、平成２２年３月５日） 

  (財)自動車製造物責任相談センター（平成２１年８月６日） 

東京都消費者被害救済委員会（平成２１年８月１１日） 

 東京簡易裁判所（平成２１年９月２９日） 

(社)日本広告審査機構（平成２１年１２月１１日） 

(社)訪問販売協会（平成２１年１２月１８日） 

金融庁（平成２１年１２月２４日、平成２２年２月１日） 

   (社)通信販売協会（平成２１年１月２９日） 

(社)損害保険協会（平成２２年２月１９日） 

  (社)生命保険協会（平成２２年２月２５日） 

   

（５）関係機関との連携 

国民生活センターでは、消費生活センターにおける相談処理を支援する観点か

ら、消費生活センターに対しＰＩＯ－ＮＥＴの運営や苦情相談に係る情報を提供

しているほか、「全国消費生活センター所長会議（平成２１年５月２２日開催）」

や全国７ブロックで開催される「ブロック別消費生活センター所長会議」を通じ、

消費者被害対応や連携関係のあり方等について積極的に情報交換を行っている。 

また、法令に基づく照会等にも迅速に対応し、消費者利益を侵害する違法・不

当行為等について関係行政機関に対し情報提供を行っている。 

 

①消費者庁 

 

ⅰ． 消費者安全法に基づく消費者事故等の通知 

－年度計画内容－ 

消費者事故等の発生に関して、必要な事項を適切な方法で消費者庁へ通知す

る。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、直接相談や消費者トラブルメール箱等に寄せられ

た消費者事故等に関する情報について、消費者安全法第１２条に基づき、消

費者庁に情報提供等を行っている。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者庁が設立した９月以降、国民生活センターに寄せられた相談情報のう

ち、重大事故等や消費者事故等の疑いがあるものについて消費者庁へ情報提

供した。 

 

表：消費者庁への情報提供件数（平成２１年９月以降） 

 

 

 

 

 

 

(※注) 消費者事故はＰＩＯ－ＮＥＴへの登録により通知とみなされる 

 

ⅱ． 情報共有の実施 

－年度計画内容－ 

 直接相談 トラブルメール箱 病院情報 

重大事故等 17 件 
9 件 

（うち危害情報 1件） 
295 件 

消費者事故等 
― 

(※注)  
39 件 1,587 件 
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定期的に連絡会議を開催し、同種被害が多数発生している事例等について消

費者庁と情報共有を図る。 

 

◎業務の概要 

 消費者庁の設置に伴い、国民生活センターが実施する情報提供については

「消費者庁を通じて関係行政機関への情報提供を行う」と中期目標に明記さ

れた。これまで国民生活センターが実施していた関係省庁への情報提供を消

費者庁を通じて行うことになったのを受け、国民生活センターが情報提供を

予定している事案については、事前に消費者庁と情報共有を図るため「情報

共有会議」を開催している。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者庁が設立した９月以降、消費者庁との情報共有会議を１５回開催し、

情報共有会議で出された意見や法解釈等を踏まえて報道発表資料を作成した。 

 

ⅲ． 関係行政機関への情報提供 

－年度計画内容－ 

消費者庁を通じて関係行政機関への情報提供を行う。 

 

◎業務の概要 

 国民生活センターでは、調査・分析を実施した事案のうち、制度や政策面

の対応や規格・基準の設定等が必要と思われるものについて、関係行政機関

や業界団体等へ要望等を行っている。平成２１年９月に消費者庁が設置され

ことを受け、これまで国民生活センターが実施していた関係省庁への情報提

供は、消費者庁を通じて行われることとなった。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者庁が設立した９月以降、消費者庁を通じて関係行政機関へ２４件の

情報提供を行い、関係省庁による業界指導等の対応がなされた。 

平成２１年度に公表した６３件のうち、関係省庁及び業界団体による対応

が確認できたものは以下のとおり。 

 

（取引関係） 

 

1． 高齢者が狙われている！「掛軸」の電話勧誘にご注意！（平成２１年５月１４日公

表） 

 相談件数が最も多い事業者に対し、経済産業省が行政処分（１２か月の業務停止

命令）を実施（平成 21 年 8月）。 

 

2． 個人年金保険の銀行窓口販売に関するトラブル－高齢者を中心に相談が倍増－（平

成２１年７月２２日公表） 

 事業者団体によるガイドラインが作成されるなど、トラブル防止のための対策が

取られた。 

 

3． 未公開株のトラブルが再び増加－｢劇場型｣｢被害回復型｣など新たな手口が次々登

場－（平成２１年９月１５日公表） 

 消費者被害の発生・拡大の防止を図るため、消費者庁を中心に「新たな詐欺的商

法対策チーム」が設置され、その基本資料として調査結果が活用された。 

 

4． ソーラーシステムの訪問販売のトラブルが増加－｢売電収入｣や｢補助金｣の過剰な

セールストークに惑わされないで－（平成２１年１０月７日公表） 

 消費者庁が経済産業省に対し、業界への改善措置等を要請（平成 21 年 10 月）。
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5． 就活中の大学生はご注意！英会話教室やリクルート講座の強引な勧誘（平成２１年

１１月４日公表） 

 消費者庁が文部科学省に対し大学等への周知徹底を要請（平成 21 年 11 月）。そ

の後、相談の最も多い事業者に対し、消費者庁及び東京都が行政処分（６か月の業

務停止命令）を実施（平成 22 年 2月）。 

 

（危害関係） 

1． 強化ガラス製食器の破損事故－強化ガラスの種類によっては破損時に激しく破片

が飛ぶことも－（平成２１年７月２２日公表） 

 社団法人日本硝子製品工業会より「自社の HP に啓発情報を掲載する」という回

答が寄せられた。 

 

2． まつ毛エクステンションの危害（平成２２年２月１７日公表） 

 消費者庁が厚生労働省に対し危害防止の徹底を要請する文書「まつ毛エクステン

ションに係る安全性の確保について」（平成 22 年 2月 17 日）を発出。また、同日、

厚生労働省はホームページに注意喚起を掲載した。 

 

（商品テスト関係） 

1． ウイルス対策をうたったマスク －表示はどこまであてになるの？－（平成２１年

１１月４日公表） 

 消費者庁は、景品表示法の観点から業界指導を含めた対応を行なうこととすると

ともに、厚生労働省に対し、社団法人日本衛生材料工業連合会が必要な相談対応等

を行なうよう通知。（平成 21 年 11 月） 

 

2． ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能―使用実

態調査も踏まえて―（平成２１年１２月１６日公表） 

 消費者庁は、厚生労働省に対し、角膜感染症の防止に資するよう、ソフトコンタ

クトレンズ用消毒剤を使用する際の正しい取扱方法等に係る対応を行なうよう要

請（平成 21 年 12 月）。 

厚生労働省は、一般社団法人日本コンタクトレンズ協会・財団法人日本眼科学

会・社団法人日本眼科医会・日本眼感染症学会・日本コンタクトレンズ学会・各都

道府県薬務主管部(局)及びソフトコンタクトレンズ用消毒剤製造販売業者に対し、

ソフトコンタクトレンズ用消毒剤の適正使用等に関する情報提供を徹底するよう

要請（平成 21 年 12 月）。 

 

3． 子どもが使用することのあるアクセサリーに関する調査結果－カドミウム、鉛の溶

出について－（平成２２年３月２５日公表） 

 消費者庁は、子ども用金属製アクセサリーの誤飲による子どもの健康被害を防止

するため、子ども用金属製アクセサリーの取扱いや管理について消費者へ注意喚起

するとともに、社団法人日本玩具協会・日本百貨店協会・日本チェーンストア協会・

東京装身具工業協同組合に対し、鉛を含有する子ども用金属製アクセサリーへ注意

表示を行うことなどを要請（平成 22 年 3月）。 

 

4． 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果（平成２２年

３月３０日公表） 

 消費者庁は、アクセルペダル等に干渉することによる事故を防止するため、消費

者に対し、乗用車用フロアマットの取扱いについて注意喚起するともに、社団法人

日本自動車工業会 ・全国自動車用品工業会 ・一般社団法人自動車用品小売業協会

に対し、アクセルペダル等に干渉することによる事故を防止するため改善等を要請

（平成 22 年 3月）。 

一般社団法人自動車用品小売業協会と全国自動車用品工業会は、注意喚起の店頭

POPを作成し、自動車用品小売業協会加盟の 1,300店舗へ配布し設置するとともに、

フロアマットの改善へ向け「市販フロアマットに関する検討委員会」を設置（平成
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22 年 3 月）。 

一般社団法人日本自動車工業会は、今後とも安全啓発に継続的に取り組む旨を回

答するとともに、アクセルよりもブレーキを優先させる機能（ブレーキオーバーラ

イドシステム）については、国土交通省の「安全基準検討会」に対し、技術的な協

力を実施（平成 22 年 4月）。 

 

②消費生活センター 

 

ⅰ．ＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情報の配信 

－年度計画内容－ 

ＰＩＯ－ＮＥＴの安定的運用に資するため、「ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん」を含

むＰＩＯ－ＮＥＴ運営に関する情報を随時「消費者行政フォーラム」に掲載す

る。 

 

◎業務の概要 

 消費生活センターとの業務連絡等を迅速に行うため、ＰＩＯ－ＮＥＴ業務

のサポート用電子掲示板「消費者行政フォーラム」を活用した情報提供を実

施し、相談カードの記載方法やキーワード付与等の考え方を記載した「ＰＩ

Ｏ－ＮＥＴつうしん」等を掲載している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、消費生活センターとの業務連絡等を迅速に行う

ため「消費者行政フォーラム」のリニューアルを行い、ＰＩＯ－ＮＥＴ運営

に関する以下の情報を掲載した。 

 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴつうしん（１３回） 

・ ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する事務連絡（１１０回） 

・ 早期警戒指標（１０回） 

・ その他（センターコード一覧等） 

 

なお、「消費者行政フォーラム」には、国民生活センターや関係省庁からの

連絡事項等も掲載している。 

 

 ・ 消費生活相談緊急情報（２４回） 

・ 商品テスト結果概要（１２回） 

・ 見守り新鮮情報（８６回） 

・ 消費生活センター一覧（１０回） 

・ 消費者庁からの掲載依頼情報（３８回） 

 

ⅱ．「消費生活相談緊急情報」の発行 

－年度計画内容－ 

「消費生活相談緊急情報」を引き続き発行するとともに、緊急情報を速やか

に提供するため、「消費者行政フォーラム」等に適宜、掲載する。併せて平成２

１年度より月２回発行する。 

 

◎業務の概要 

消費生活センターにおける苦情相談処理を支援するため、国民生活センター

は相談事例や業者情報等を盛り込んだ「消費生活相談緊急情報」を毎月２回定

期配信している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度は「消費生活相談緊急情報」を計２４回配信した。また、月

２回配信した内容については印刷物にして１冊にまとめ、消費生活センター
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へ配布した。 

 

ⅲ．「製品関連事故情報」の発行 

－年度計画内容－ 

「製品関連事故情報」を毎月発行する。また、平成２２年度からの電子化情

報発信に向け、「消費者行政フォーラム」内への専用コーナー設置に着手する。

 

◎業務の概要 

消費生活センターにおける苦情相談処理を支援するため、国民生活センター

は製品危害に対する相談処理等の情報を盛り込んだ「製品関連事故情報」を発

行している。なお、「製品関連事故情報」は平成２１年度から毎月発行するこ

ととしている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度は、これまで隔月発行であった「製品関連事故情報」を毎月

発行し、各地の消費生活センター等へ配布した。 

また、平成２２年度からの電子配信に向け、消費者行政フォーラム内に専

用のコーナーを設置すべく、低容量で効率的なフォーマットの調査を行った。 

 

③国の行政機関 

 

ⅰ．関係機関への情報提供 

－年度計画内容－ 

消費者利益を侵害する違法・不当行為について、事業者情報を含め、行政機

関との間で緊密な情報交換を行い、法令に基づく迅速かつ厳正な行政処分等に

資する。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、関係行政機関における法執行に資するべく関係行政

機関等からの情報提供依頼に対応しているほか、消費者被害の未然防止・拡

大防止の観点から、国民生活センターが把握した情報についても積極的に提

供している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度は、関係行政機関から寄せられた 772 件の情報提供依頼へ対応

した。行政機関からの情報提供依頼については、平成１９年度以降、ＰＩＯ

－ＮＥＴ端末が関係各省(１０府省庁、２独立行政法人)に設置されたことに

より、減少傾向となっている。 

 

表：行政機関からの情報提供依頼件数 

 

 

 

また、国民生活センターがＰＩＯ－ＮＥＴで収集される相談情報等を整理・分

析し公表した事案については、関係行政機関に対し情報提供及び要望を行ってい

るほか、行政機関からの審議会や各種研究会等への出席依頼に対応している。 

 
消費者庁  情報検討ネットワーク ３回

消費者庁  新たな手口による詐欺的商法に関する対策チーム １回

内閣府   消費者委員会 １回

総務省   地上デジタル推進全国会議普及促進分科会 １回

総務省   電気通信消費者支援連絡会 ２回

総務省   電気通信サービス向上推進協議会 携帯広告表示検討サブＷＧ ４回

 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

件数 634 件 3,094 件 2,830 件 933 件 772 件 
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金融庁   貸金業制度に関するプロジェクトチーム １回

金融庁   「苦情相談受付機関」との意見交換会 １回

金融庁    金融トラブル連絡調整協議会 １回

金融庁   集団投資スキーム（ファンド）連絡協議会 １回

国土交通省 社会資本整備審議会建築分科会 １回

 

④独立行政法人 

 

－年度計画内容－ 

製品評価技術基盤機構、農林水産消費安全技術センター、国立健康・栄養研

究所との情報共有を進め、商品テスト、研修等に関し連携を図る。 

 

◎業務の概要 

独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１２月２４日閣議決定）において、

国民生活センターは商品テスト等の分野で関係機関との連携を強化すること

とされた。これを受け、平成１９年度には製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）、

農林水産消費安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）、国立健康・栄養研究所（ＮＩ

ＨＮ）と連携・協力の推進に関する合意を行い、情報共有や技術協力等につ

いての連携を行っている。 

なお、各法人が保有する情報を共有する観点から、平成１９～２０年度にか

けてＮＩＴＥ及びＦＡＭＩＣにＰＩＯ－ＮＥＴ端末を設置し、各法人から国

民生活センターに対しては、製品関連事故情報や消費者情報の概要、健康食

品に関する安全性情報等が定期的に提供されている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、テスト担当者会議等を下記のとおり実施し、法人

間の情報の共有や連携推進のための取組みについて意見交換等を行ったほか、

製品事故の原因究明に関連したテスト情報や技術情報などを共有・活用する

ため機動的にＮＩＴＥとはテスト担当者によるＴＶ会議等を開催した。 

また、技術協力の一環として、ＮＩＴＥ及びＮＩＨＮの職員を国民生活セン

ターの「商品テスト分析・評価委員会」の委員として委嘱しているほか、当

センターからはＮＩＴＥの「ＪＩＳ試買検査運営委員会」の委員委嘱、ＮＩ

ＨＮの「第１１回公開セミナー」への協力にも対応し、技術的助言や知見を

活用している。 

なお、各法人が開催する会議及び委員会へ講師を派遣するなどの連携も随時

実施し、平成２１年度には国民生活センターから計７回の派遣を行った。ま

た、当センターが開催する消費生活相談員養成講座・短期コースには、ＮＩ

ＴＥから１回、ＦＡＭＩＣから２回講師が派遣されている。 

 

【連携連絡会議等の開催状況】 

平成２１年 

○５月１５日 第１回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ 双方が実施したテスト結果の共有と外部への情報提供の在り方 

・ ＮＩＴＥ製品事故情報の原因究明内容と受付情報の利用について 

○５月２６日 四者会議（ＮＩＴＥ、経済産業省、内閣府） 

議題 

・ 消費者庁発足に向けた情報交換 

・ 重大事故情報の報告、公表に関する連携強化について 

○６月９日 第２回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ 重大製品事故に係る事故品の取り扱いについて 

○６月２６日 第３回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 
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議題 

・ 重大製品事故に係る事故品の取り扱いについて 

○１０月１日 第４回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ 消費者庁設立に伴い、今後の協力体制・調整について 

・ 重大事故である自転車のテスト結果等 

○１１月２５日 第５回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ 役割分担に関する連携合意文書（案）について 

・ 公表案件の確認について 

平成２２年 

○１月８日 第６回テスト担当者会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ ＮＩＴＥの原因究明業務について 

○１月２８日 連携連絡会議（ＮＩＨＮ） 

議題 

・ 双方での健康食品の取り組み状況 

○３月２９日 第７回テスト担当者ＴＶ会議（ＮＩＴＥ） 

議題 

・ 事業仕分けについての対応 

・ 国センが実施した重大事故に関する商品テスト結果報告書をＮＩＴ

Ｅへ情報提供するためのスキームについて 

 

【講師派遣等の実施状況】 

①６月９日 ＪＩＳ試買検査運営委員会（ＮＩＴＥ） 

工業標準化法に基づくＪＩＳマーク表示製品の法適合状況を

把握するための試買検査運営委員会で国民生活センターの知見

を反映させた。 

 

②６月１８日 相談担当者研修（ＦＡＭＩＣ） 

相談業務担当者を対象とした研修において、国民生活センター

の相談処理の概要について講義。 

 

③７月８日 地方公共団体職員等研修（ＦＡＭＩＣ） 

食品等に関する情報提供業務支援のため、相談(製品関連事故

など)の初期対応のポイントについて講義。 

 

④９月１１日 平成２１年度消費生活センター等関係機関近畿ブロック連絡

会議（ＮＩＴＥ） 

事故情報収集結果、ＮＩＴＥ原因究明結果などについて情報交

換。 

 

⑤９月３０日 平成２１年度消費生活センター等関係機関関東ブロック連絡

会議（ＮＩＴＥ） 

事故情報収集結果、ＮＩＴＥ原因究明結果などについて情報交

換 

 

 ⑥１０月７日 地方公共団体職員等研修（ＦＡＭＩＣ） 

※９月に発足した消費者庁と国民生活センターの役割等につ

いて説明した。 

 

⑦３月９日 ＪＩＳ試買検査運営委員会（ＮＩＴＥ） 
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工業標準化法に基づくＪＩＳマーク表示製品の法適合状況を

把握するための試買検査運営委員会で国民生活センターの知見

を反映させた。 

 

⑤法令照会への対応 

 

－年度計画内容－ 

裁判所、警察、弁護士会、適格消費者団体等からの法令に基づく照会に対し

て迅速かつ適切に対応する。 

 

◎業務の概要 

センター宛の法令に基づく情報照会には、主に以下の４つがある。 

 

①警  察：刑事訴訟法第１９７条第２項による照会（捜査関係事項照会書） 

②裁判所：民事訴訟法第１８６条による照会（調査嘱託） 

③弁護士：弁護士法第２３条の２による照会 

④適格消費者団体：消費者基本法第４０条第１項による照会 

 

これらの照会事項は、悪質業者の逮捕・摘発を行うための捜査や消費者問題

関連裁判の参考資料として活用されており、当センターがこれら法令に基づく

情報照会に対応することは、間接的に消費者利益の擁護に繋がっている。 

 

◎年度計画実施状況 

法令に基づく照会は毎年増加しており、平成２１年度に寄せられた照会は計

701 件となった。 

 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

弁護士会 206 209 209 238 352 

警察 94 142 140 184 254 

裁判所 14 21 20 9 43 

適格消費者団体 － － 16 35 52 

合計 314 372 385 466 701 

 

⑥情報公開 

 

－年度計画内容－ 

情報公開請求に対して適切に対応する。 

 

◎業務の概要 

「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成１４年１０月

１日施行）に基づき、国民生活センターが保有する文書等の公開請求を受け付

け、対応している。また、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律」（平成１７年４月１日施行）に基づき、国民生活センターが保有する

個人情報について、本人からの公開請求や訂正請求等に対応している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度は国民生活センターが保有する文書等に関する公開請求が

1,089 件、保有個人情報に関する公開請求が３件寄せられ、当該法に則ってそ

の全てに適切に対応した。 

また、行政不服審査法に基づく開示決定に係る異議申立３件(内閣府情報公

開審査会に諮問中３件)についても適切に対応した。 

 



 65

     表 年度別受付件数 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

情報公開請求 580 800 811 958 1,089 

個人情報請求 0 2 0 1 3 

 

表 開示、不開示別件数 

 開示 不開示(不存在) 取下げ 

情報公開請求 988 100 1 

個人情報請求 3 0 0 

      

表 請求対象別件数 

 
消費生活 

相談情報 

相談部 

関連情報 

総務部 

関連情報 

経理部 

関連情報 

情報公開請求 1,085 0 1 3 

個人情報請求 0 3 0 0 

 

 

（６）研修の充実 

 

①地方公共団体職員・消費生活相談員向け研修への重点化 

 

ⅰ．消費生活相談員等を対象とした研修への重点化 

－年度計画内容－ 

消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職

員、消費生活相談員を対象とした研修に重点化を図ることとし、全研修コース

数のうち、これらを対象とする研修を９割以上とする。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、地方公共団体の消費生活相談員や企業の消費者対応

部門の職員等を対象に消費生活に関わる各種研修を実施している。研修の内

訳は以下のとおり。 

 

① 地方公共団体の職員を対象とした研修 

② 地方公共団体等の消費生活相談員を養成するための研修 

③ 地方公共団体等の消費生活相談員を対象とした研修 

④ 地方の企業消費者対応部門の職員および消費生活相談員を対象とした研修 

⑤ 企業の消費者対応部門の職員を対象とした研修 

⑥ 消費者団体の会員等を対象とした研修 

⑦ 小学校、中学校、高等学校の教員等を対象とした研修 

 

また、国民生活センターが実施する研修事業については、独立行政法人整理

合理化計画(平成１９年１２月２４日閣議決定)において「消費者行政に携わ

る地方公共団体職員や消費生活相談員を対象とした研修に重点化を図る」こ

ととされた。これを受け、国民生活センターでは、全研修コース数のうち、

これらを対象とする研修を９割以上とすることとした。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度に開催した研修コース数は計７０コースとなった。このうち、

地方公共団体の職員および地方公共団体等の消費生活相談員を対象とした研

修は上記①～④の６６コースであり、全体の９４％を占めている。消費生活

相談へ対応するための最新情報や様々な手法等を内容に盛り込むことにより、

研修を通じて全国消費生活センター等で消費者行政に従事する方々の活動へ

の支援を行っている。 
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また、これと併せて企業の消費者志向の向上に資することを目的とした企業

研修、消費者団体等の活動を促進する消費者研修、消費者教育の充実を図る

ための教員研修を実施することにより、これらの研修が消費者利益の擁護に

つながるものと考えている。 

研修の概要は以下のとおり（コースごとのテーマ、開催地など詳細は別添資

料１６参照）。 

 

①消費者行政職員研修（４コース、相模原で開催） 

講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

管理職講座 １ ３日間 消費者行政の推進に必要な知識の習得に資する。「消費者行

政一元化に向けた関係法の整備」「地方消費者行政更なる充

実・強化のために」などについて講義および受講者間の意見

交換により実施した。 

職員講座 １ ３日間 消費者行政の推進に必要な基礎的実務知識の習得に資する。

「消費者政策をめぐる最近の動向」「地方消費者行政の課題

と強化に向けた取り組み」などについて講義および受講者間

の意見交換により実施した。 

消費者教育に携わる講師養

成講座 

２ ２～３日

間 

消費者講座の講師になるための知識および技法を習得すると

ともに講義の実演や演習を通じて実践的手法を学ぶ。「心が

通う講座のヒント」の講義ほか受講者全員による講義の実演

と講評などで実施した。 

 

 

②消費生活相談員養成講座（２２コース、地方開催） 

講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

基礎コース ６ ２週間 地方公共団体において消費生活相談業務に従事する人材の養

成を目的とし、消費生活相談業務に必要な基礎的知識の習得

に資するため「相談対応に必要な法律の基礎概念」「消費者

行政の現状と行政における相談対応」などを以下の６会場で

実施した。 

①東京②北九州③神戸④大阪⑤札幌⑥名古屋 

実務コース ６ ２週間  地方公共団体において消費生活相談業務に従事する人材の

養成を目的とし、消費生活相談業務に必要な実務的知識の習

得に資するため「相談の初期対応のポイント」「販売方法・

契約に関わる相談事例研究」などを以下の６会場で実施した。

①東京②北九州③神戸④大阪⑤札幌⑥名古屋 

短期コース １０ ５日間 消費生活相談に適切に対応するために必要な知識および技法

を習得し、消費生活専門相談員の質の向上を図る。「消費者

行政と消費生活相談員の役割」「消費生活相談のための法律

知識」などを（社）全国消費生活相談員協会と共催し、以下

の会場で実施した。 

①札幌②秋田③仙台④東京⑤名古屋⑥福井⑦大阪 

⑧広島⑨福岡⑩鹿児島 

 

 

③消費生活相談員研修（３３コース、相模原および地方で開催） 

講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

消費生活相談員・実務講座 １ ２週間 地方公共団体において消費生活相談業務に従事する人材の養

成を目的とし、必要な実務的知識・技法の習得に資するため、

「消費者契約トラブル解決のための法律知識」「相談対応ロ

ールプレイング」などにより実施した。 
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専門・事例講座 ４ ３日間 消費生活相談を適切かつ迅速に解決するために必要な専門知

識および相談処理技法の習得・向上に資する。コース別に以

下のテーマを設定して実施した。 

①特定商取引法・割賦販売法改正の要点 

②特定商取引法・割賦販売法改正の要点 

③金融・保険をめぐる消費者トラブル 

④インターネット・ケータイをめぐる消費者トラブル    

専門・事例講座(宮城県） １ ２日間 消費生活相談を適切かつ迅速に解決するために必要な専門知

識および相談処理技法の習得・向上に資する。「特定商取引

法・割賦販売法改正の要点」をテーマに実施した。 

消費生活相談カード作成セ

ミナー 

２ ２日間 消費生活相談情報の充実を図るため、消費生活相談カードの

作成について講義および演習により実施した。 

消費生活相談に関する学習

会への講師派遣事業〔地方

公共団体への講師派遣事

業〕 

２２ １日間 都道府県・政令指定都市が主催する消費生活相談業務に関連

する学習会に有識者等を派遣し、消費生活相談員等の学習の

機会の支援を行うと共に、その充実を図る。都道府県・政令

指定都市の希望に沿って２２ヵ所に「相談員のメンタルヘル

スケア」などのテーマに沿って講師を派遣した。 

専門 2日コース ３ ２日間 消費生活相談を適切かつ迅速に解決するために必要な専門知

識および相談処理技法の習得・向上に資する。地方公共団体

と共催し、以下の会場でテーマを設定して実施した。 

①大阪：金融・保険をめぐる消費者トラブル 

②京都：特定商取引法・割賦販売法改正の要点 

③横浜：インターネット・ケータイをめぐる消費者トラブル

 

④企業研修・地域コース（７コース、地方開催） 
講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

企業研修・地域コース ７ １日間 企業の消費者関連部門に所属する職員、消費生活相談員を対象

に、地域における企業消費者窓口関連業務に必要な知識の習得

に資する。全国主要都市で実施した。 

 

⑤企業研修（１コース、東京で開催） 
講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

消費者問題・企業トップセ

ミナー 

1 １日間 企業トップへの消費者問題への理解を深め、消費者志向の向上

に資するとともに消費者問題および消費者行政の現状と課題

について情報を提供する。「消費者庁創設と企業の消費者対応

の展望」をメインテーマに基調講演とパネルディスカッション

を実施した。 

 

⑥消費者研修（１コース、東京で開催） 
講 座 名 コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

全国消費者フォーラム １ １日間 当面する消費者問題の現状と方向および消費者活動について、

学習および報告、意見交換を行なう場を提供する。「消費者庁

創設！消費者市民社会の確立をめざして」をメインテーマに分

科会での実践活動報告・調査研究発表・討議と全体会議を実施

した。 

 

⑦教員・学生研修（２コース、相模原・東京で開催） 
   講 座 名    コース数 日数 趣 旨 お よ び 研 修 概 要 

消費者教育学生セミナー 

 

１ ２日間 消費者教育を研究している大学生、大学院生を対象に消費者教育

に関する研究の推進を支援するとともに大学間の交流を通じて消

費者教育の理解を深めることを目的とする。講義やワークショッ

プを中心に日本消費者教育学会と（財）消費者教育支援センター

の協力を得て実施した。 

教員を対象とした消費者教

育講座 

 

１ １日間 小・中・高等学校の消費者教育の充実を図るため、消費者教育の

実践的な知識を習得する。学校における消費者教育の実践報告と

模擬授業体験を中心に（財）消費者教育支援センターの協力を得

て東京で実施した。 



 68

 

ⅱ．受講者へのアンケート調査 

－年度計画内容－ 

研修コース毎に、受講者に対するアンケート調査を実施するとともに、受講

者を派遣した地方公共団体へのアンケート調査を実施する。アンケート調査の

結果は研修内容の充実に活用するとともに、受講者および地方公共団体から５

段階評価で平均満足度４以上の評価を得る。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、全ての研修受講者及び受講者を派遣した地方公共団

体へアンケート調査を行い、その結果を効果的な研修の実施に役立てている。 

 

◎年度計画実施状況 

研修受講者のアンケート評価の総平均は「4.7」であり、全ての講座で 4.0

以上の満足度を得た。 

 

①消費者行政職員研修(４コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

管理職講座 １ ７６ ４．８ 

職員講座 １ １５８ ４．７ 

消費者教育に携わる講師養成講座 ２ ２６３ ４．８ 

 

②消費生活相談員養成講座（２２コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

基礎コース ６ ４４５ ４．８ 

実務コース ６ ４１９ ４．８ 

短期コース １０ １，１８２ ４．８ 

 

③消費生活相談員研修(３３コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

消費生活相談員・実務講座 １ ６３  ４．７ 

専門・事例講座 ４ １，２１１ ４．８ 

専門・事例講座(宮城県） １ １００ ４．８ 

消費生活相談カード作成セミナー ２ １８１ ４．７ 

消費生活相談に関する学習会への 

講師派遣事業 
２２ １，１７７ ４．６ 

専門 2日コース ３ ４５４ ４．８ 

 

④企業研修・地域コース（７コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

地域コース ７ ５１３ ４．８ 

 

⑤企業研修（１コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

消費者問題・企業トップセミナー １ ２２８ ４．２ 

 

⑥消費者研修（１コース） 
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講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

全国消費者フォーラム １ ５４０ ４．４ 

 

⑦教員・学生研修（２コース） 

講 座 名 コース数 受講者数
アンケート 

調査結果 

消費者教育学生セミナー １ ６８ ４．６ 

教員を対象にした消費者教育講座 １ ４５ ４．７ 

 

また、平成２１年度に受講者を派遣した全国の都道府県・政令指定都市の消

費者行政担当課及び消費生活センター等（226 箇所）に対し、アンケートを行

った結果(回収率４７％)、評価の総平均は「4.8」となった。 

 

アンケート結果（研修で学んだ内容が業務に役立っていると思われますか？） 

評価 回答項目 回答数 

５ 役立っている ８９ 

４ 多分役立っている １６ 

３ どちらともいえない １ 

２ 多分役立っていない ０ 

１ まったく役立っていない ０ 

 合 計 １０６ 

 

なお、「役立っている」と回答した地方公共団体からは以下のとおりの意見

が寄せられた。 

 

【消費者行政職員研修に関する意見】 

・ ５月に開催された研修に参加したが、４月に消費者行政の担当部署に初めて配

属されて、何も分からない状態だったので、最近の動向や取組み、法体系や個

別の法律の講義等が聞けて理解が深まり、大変役立った。 

・ ２～３年で部署を異動する行政職員にとっては、管理職講座、職員講座といっ

た新任者向けの研修は有益。 

・ 消費者行政を行う上で必要な基礎知識の習得、最新の消費者問題の動向や他県

の消費生活センター等の情報など、有意義な情報や手法を得ることが出来る。 

・ レベルの高い講師による吸収しやすいカリキュラムが用意されており、法令、

制度の概要の理解、消費者行政の課題の把握等、業務に必要な知識が短期間で

習得でき、新任のスタートアップに大いに役立った。全国の消費生活センター

から受講生が集まるため、情報交換ができて刺激になった。 

・ 消費者教育の必要性について理解出来たこと。講師としての注意点は何を話す

かに関わりなく重要であることが理解できたこと。 

・ 講義はもちろん、他センターの方との情報交換の場としても役立っている。研

修は実務の上でもモチベーションを高める上でも、大切な機会となっている。

実践的な内容で、すぐに使える内容だった（消費者教育に携わる講師養成講座）。 

・ 各県等の現状に関する情報が得られ、本県の業務の参考になっている。レジュ

メ、テキストがコンパクトにまとめられており、業務に活用出来る。各都道府

県の方々との情報交換を行うことが出来、参考になった。年度の初期に、法律

や現状について体系的に講座を受講出来、そこで習得した知識が実務に活かさ

れていると考える。 

 

【消費生活相談員研修に関する意見】 

・ 複雑で高度な相談が増えており、相談員に求められる専門知識と最新の情報を
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得られる研修の機会は不可欠である。相談員同士の交流も含め、地域で起きた

事柄を広い視野で理解できるので、実務に大変役立っている。 

・ 地方センターで相談員１人体制のため、専門性の高い事例への知識の習得、最

新情報の収集に役立っている。 

・ 学習したことで、事業者に問題点を指摘する自信がつく。相談者に対し、的確

な助言が出来る。法改正にあたって、正確な知識を得られる。 

・ 相談業務に直結する特商法について、改正内容を確認出来たこと。相談の多い

インターネットトラブルなどを研修でき、業務に活用できる。 

・ 本県の消費生活相談員は、研修等受講後においては消費者からの相談に対し、

一層適切に対応出来ていると思える。 

・ 当センターでは経験年数の少ない相談員も多く、国センの研修に参加すること

で資質向上だけでなく、相談員としての心構え、モチベーションを高めること

に、非常に役立っていると思われる。 

・ 地方では専門家がほとんどいない為、法解釈や業務に関する情報が入ってこな

い。研修で専門家から具体的な話が聞ける機会があり、有難いと思っている。 

・ 新法（改正法）の解釈を、分かりやすく説明してくれる。最新の事例について

検討出来る。 

・ 法改正や新たな消費者被害への対処法など、時宜を得た内容で勉強出来るので、

関心を持って講義を受けられるし、現場窓口で研修事例と同様の相談が入った

場合、落ち着いて対応出来る。 

・ 毎回消費生活相談業務に活かせる内容の研修が実施されており、相談員にとっ

て貴重な研修の機会となっている。受講者が資料を持ち帰り、センター内で知

識を共有するなどして、センター全体の機能強化に役立っている。 

・ 最新事例を取り上げるので、即相談業務に活用できる。また判断力や交渉力、

処理能力が培われる。 

・ 相談員に必要な知識や専門的な知識、先進的な事例の内容が多く、仕事に直結

し役立つ。また、相談事例については、良い事例が多く役立っている。 

・ 法改正を自分で理解を深めるためには時間を要するが、講義を受けることで要

点が理解でき、業務に生かすスピードが早まる。相談員のスキルが高まり、よ

り充実した業務ができる。 

・ 法律の存在の基礎を知ることで、助言の際に大いに参考になる。ケース・スタ

ディは事例ごとに弁護士の助言を得ることで具体的に応用出来るので、とても

参考になった。 

・ 業者とのあっせん交渉の場合に、どういう法的根拠でどのように話をしていく

か、参考になることが多い。 

・ 知識だけでなく、実際の日々の業務にも役立つ講義内容で、大変良かった。ま

た、講義の方法についても、穴埋めによる問題形式など、知識を習得しやすい

よう工夫されている。 

・ 初めての研修でもとても分かりやすかった。他の県市町の状況も確認出来る良

い機会であった。最新の事例であり、役に立っている。 

・ 業務に必要な専門知識が学べる。特に法改正等の情報は、個人で学び理解する

ことは大変難しく、講座等でポイントを絞って受講できることは、大変良いと

思う。 

・ 受講により理解が深まることはもとより、研修で配布される資料が実践に役立

っている（他の相談員も利用できる）。 

・ 一つのテーマに対して、深く掘り下げて解説していただけるまたとないチャン

ス。基本が分かっていると、相談を受けても何が起こっているのか見当がつく

し、交渉のポイントが分かる。 

・ 時どきの情報が全国規模で得られるので、大変役立っている。改正法に関する

最新の弁護士の解釈や事例等を学ぶことができ、実務に直結する内容だと思う。

事例検討は、同様苦情を受けた時に役立つ。 

・ 相談への対応方法や事案の解決方法等の研修効果が、業務に反映されている。

また、他県との意見交換等も有意義である。 
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・ 社会状況や情報通信関連の技術は日々変化しているので、専門家の講義はとて

も役に立つ。他のセンター相談員との事例検討は情報交換としても有益。 

・ 住宅や通信等の分野で業界の方の話でなく、専門家からの法的見解が聞けて役

立った。相談解決に必要な研修が多いが、時間が足りず突っ込みが不十分な講

座もあった。 

 

ⅲ．中小企業等を対象とした研修の実施 

－年度計画内容－ 

中小企業等の消費者相談部門等に所属する職員を対象に、苦情処理に必要な

一般的知識及び法令等の専門的知識、並びに最近の消費者問題等を習得するた

めの研修を行う。 

 

◎業務の概要 

消費者目線を持った企業活動への支援が必要であることから、企業の消費者

関連部門に所属する方々を対象として（社）消費者関連専門家会議や消費生

活センター等の協力のもと、全国主要都市において実施している。 

特に企業内での研修や啓発事業等を行うことが困難な中小企業等の消費者

関連部門に所属している方々や、消費生活相談員も幅広く対象とし、消費者

行政の動向、企業の社会的責任やコンプライアンスの基本概念、消費者対応

部門の役割等について弁護士や学識経験者等の講義と意見交換により研修を

行う。 

 

◎年度計画実施状況 

新たな研修コースとして平成２１年度においては、中小企業の消費者対応部

門の職員等に対し、地方で以下の７コースを実施した。 

 

会 場 受講者数 主な内容 

東京会場 １７１

・国民生活センターにおけるADRの概要 

・消費者・行政・企業の相互理解と信頼の構築に向けて

・消費者対応とコンプライアンス 

札幌会場 ２９

大阪会場 １２１

・消費者行政の現況 

・企業の社会的責任（CSR）とコンプライアンス 

・消費者・行政・企業の相互理解と信頼の構築に向けて

（２会場共通カリキュラムで実施） 

仙台会場 ４６

福岡会場 ５０

・消費者行政の現況 

・消費者・行政・企業の相互理解と信頼の構築に向けて

・消費者対応部門の役割と実践 

（２会場共通カリキュラムで実施） 

京都会場 ３８

名古屋会場 ５８

・消費者行政の現況 

・企業の社会的責任（CSR）とコンプライアンス 

・消費者対応部門の役割と実践 

（２会場共通カリキュラムで実施） 

 

②消費生活専門相談員資格認定制度 

 

ⅰ．消費生活専門相談員資格の審査及び認定 

－年度計画内容－ 

消費生活センター等において相談業務に携わる相談員の資質・能力の向上等

を図るため消費生活専門相談員資格の審査及び認定を行う。 

 

◎業務の概要 

消費生活専門相談員資格認定制度は、国・地方公共団体等において消費生

活相談業務に携わる相談員の能力・資質の向上、新たな人材の確保等を目的
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に設けられた資格を認定する制度である。本制度は内閣総理大臣を長とする

第２３回消費者保護会議（平成２年）において相談業務に関わる公的資格制

度として創設され、平成３年度から試験を実施している。 

本資格は、消費生活相談に応じるために一定水準以上の能力・資質を持ち

合わせていることを当センターの理事長が認定した者に与えるものである。 

認定にあたっては、筆記試験と論文審査（第１次試験）、面接（第２次試験）

を実施し、合否判定を行っている。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度の第１次試験は平成２１年１０月に全国各地で実施し、その

合格者に対し１１月に第２次試験（面接）を実施した。 

第１次及び第２次試験の結果を踏まえ、平成２２年１月に消費生活専門相

談員資格認定者として３５４人を認定した（都道府県別認定者は別添資料１

７を参照）。 

平成２１年度においては、消費者庁設立に伴い資格制度についてマスコミ

に多く取り上げられたことから、平成２１年度の受験申込者数は 1,563 人と

昨年度の 749 人から大幅に増加し、合格率は２７％となった。 

なお、国民生活センターでは、資格認定試験の受講者数を増やすため、新

たに消費生活専門相談員資格認定試験のポスターを作成し、リーフレット、

受験要項とともに各地消費生活センターや受験対策講座を実施する全国消費

生活相談員協会、生涯学習センター等の団体に配布した。また、試験日程等

を地方公共団体のホームページや広報紙へ掲載依頼をするとともに、新聞や

資格試験の専門誌等に資格試験の記事掲載を依頼し、掲載された。また、昨

年度に引き続き、国民生活センターホームページ上に受験申込書をダウンロ

ードできるページを設け、受験希望者の利便性の向上を図っている。 

 

ⅱ．地理的条件に配慮した試験の実施 

－年度計画内容－ 

各地の地理的条件に配慮した人材の供給を確保する観点から、全国１５箇所

以上で資格試験を実施する。 

 

◎業務の概要 

近年、消費生活相談業務の高度化、複雑化に伴い相談員の能力・資質の向

上が課題とされているが、大都市以外の地域においては相談員の人材確保が

難しい状況となっている。このような現状に対応するため、全国各地で資格

認定試験を実施している。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度の消費生活専門相談員資格認定試験の第１次試験は、各地の

地理的条件に配慮しつつ人材供給を確保していくという観点から、昨年度は

１５箇所での実施であったが、地方都市での開催を増やし全国２２箇所の会

場で実施した。なお、地方都市での開催割合は約７割（７３%）であった。 

 

開催地の内訳 

大都市（三大都市圏）６箇所 東京都、神奈川県、愛知県、石川県、 

大阪府、兵庫県 

地方都市 １６箇所 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田

県､広島県、徳島県、高知県、福岡県、佐

賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県 

 

ⅲ．資格更新のための講座の実施  

－年度計画内容－ 
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資格取得者の資質・能力の維持・向上を図るため、消費生活センター等での

実務に就いていない資格取得者が資格の更新を行う際に受講する講座を実施す

る。 

 

◎業務の概要 

消費生活専門相談員資格認定制度は、消費生活センター等において相談業

務に携わる相談員の能力・資質の向上、新たな人材の確保等のため創設され

た制度である。制度趣旨を踏まえ資格認定者のレベルの維持を図るため、平

成２０年度から資格更新時に消費生活相談業務に従事していない者に対し、

資格更新講座の受講を義務づけた。なお、資格の更新は５年ごとに行う。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、６月～８月にかけて全国で資格更新講座１９講座

を実施した。平成２１年度における更新者 549 人のうち、更新講座の受講によ

る更新者は 197 人となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③消費者・企業向け研修への市場化テスト導入 

 

－年度計画内容－ 

消費者・企業向け研修への市場化テストの導入に向け、実施要項（案）を作

成し、官民競争入札を導入する。 

 

◎業務の概要 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１

号）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービス

による利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断

の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の

創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な

公共サービスを実現することを目指すものである。 

これらを踏まえ、公共サービス改革基本方針（平成１９年１２月２４日閣議

決定）において官民競争入札の対象とされた国民生活センターが実施する企

業・消費者向けの教育・研修事業（「全国消費者フォーラム」及び「消費者問

題・企業トップセミナー」）について、官民競争入札を導入することとした。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、意見募集を経て官民競争入札等監理委員会本会議

において議了された実施要項に基づき、以下のスケジュールに沿って官民競

開催月 場所 更新者数 

東京 ８８人 

大阪 ５６人 

秋田 ２人 
６月 

福井 ０人 

札幌 ３人 

仙台 ６人 

東京（７回） １３人 

名古屋      ５人 

大阪 ９人 

広島 ２人 

鹿児島 ０人 

７月 

沖縄 １人 

  ８月 福岡 １２人 
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争入札に参加し、所定の準備を経て事業を実施した。 

 

日時 スケジュール 

平成２１年４月２１日 国民生活センター総務部の発令により、官民競争入札の

実施に関する事務を担当する役職員および官民競争入札の

参加に関する事務を担当する役職員との情報遮断体制が確

立される。 

４月２７日 官民競争入札等監理委員会本会議で実施要項（案）付議、

議了。 

４月３０日 入札公告 

５月１９日 入札説明会に参加（相模原事務所中会議室）。 

５月２０日～６月２４日 企画書作成 

６月２５日 入札書提出 

７月２４日 開札（相模原事務所中会議室） 

※ 国民生活センターのみの応札となる。 

８月２０日 企画書の評価案および開札結果による総合評価案につい

て、官民競争入札等監理委員会に付議、議了。 

８月２１日～ 会場公募、講師選定等所定の準備を開始。 

平成２２年２月２６日 消費者問題・企業トップセミナーを実施。５段階評価に

よる受講者の満足度は４.２であった。 

３月３１日 全国消費者フォーラムを実施。５段階評価による受講者

の満足度は４.４であった。 

 

 

（７）商品テストの強化 

製品事故による死亡や手指の切断といった重大事故に関する危害・危険情報や食

品の偽装表示問題など、消費者の安全・安心に係る問題が昨今大きく取り上げられ

ている。また、インターネット等で販売されている製品の品質や性能に関する苦情

相談も消費生活センターに多く寄せられており、国民生活センターへのテスト依頼

が増加していることから、消費者被害の未然防止・拡大防止及び消費生活センター

における苦情相談対応等に資するべく、生活実態に即した商品テストを実施してい

る。 

 

①生活実態に即した商品テストの実施 

 

ⅰ．商品テストの実施 

－年度計画内容－ 

事故状況や使用条件を反映した商品テストを機動的かつ効率的に実施し情報

提供することにより、重大製品事故や偽装表示などによる消費者被害の未然防

止・拡大防止を図る。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターではＰＩＯ－ＮＥＴに寄せられた苦情相談等の中から、重大

製品事故や表示に問題がある案件などについてテストを実施しているほか、消

費生活センター等における苦情相談処理を支援するためのテストを実施し、そ

の結果について情報提供している。 

なお、商品テストの結果から、法令違反が疑われるものや、規格・基準の設定

等が必要と思われるものについては関係機関に対して政策提言や改善方策を要

望している。 

 

◎年度計画実施状況 

年度内に９７件のテストを実施し、その中から消費者被害の未然防止・拡大防

止のために１６件の情報提供を行った（テスト概要は別添資料１８を参照）。 
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実施した商品テストは以下のとおり。 

 
 テーマ  テーマ 

1 犬用リードの強度〔公表〕 50
子ども運動靴のかかと内部の突起による

負傷 

2 

公道走行できるという四輪バギーの安

全性－インターネットで販売されてい

るもの－〔公表〕 

51 サンダルを置いていたベランダが変色 

3 
歩行補助車（シルバーカー）の安全性〔公

表〕 
52 杖が折損し転倒により骨折 

4  
水槽用ヒーターの空焚きによる火災に

注意！〔公表〕 
53 乳児用ミトンで水ぶくれ 

5 
自転車の荷台の強度－幼児座席を安全

に使用するために－〔公表〕 
54 カラーコンタクトレンズで角膜上皮剥離 

6 
体に良いとうたうゲルマニウム使用の

ブレスレット〔公表〕 
55 化粧品による皮膚障害 

7 

睡眠時の冷却効果をうたったジェル入

りマット－その効果と持続性を調べる

－〔公表〕 

56 ステロイドの含有が疑われた化粧品 

8 
調理器具の安全性 その 1「電気ミキサ

ー」〔公表〕 
57

ステロイドの含有が疑われた化粧クリー

ム 

9 
調理器具の安全性 その 2「スライサー」

〔公表〕 
58 頭皮がかぶれたヘナ配合の白髪染め 

10 家庭用オゾン発生器の安全性〔公表〕 59
にがみと舌にしびれを感じたデンタルフ

ロス 

11 
電子レンジや IH ヒーター等で加熱する

湯たんぽの安全性〔公表〕 
60 過熱し洗面台が溶けた電気かみそり 

12 
ウイルス対策をうたったマスク－表示

はどこまであてになるの？－〔公表〕 
61 ヘアアイロンで首にやけど 

13 

ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のア

カントアメーバに対する消毒性能－使

用実態調査も踏まえて－〔公表〕 

62 ヘアドライヤーのブラシ部が外れやけど 

14 

折りたたみ自転車（スポーツタイプ）の

ハンドルの固定力不足に注意！－転倒

し鎖骨を骨折する重大事故が発生－〔公

表〕 

63 温浴効果表示が疑われたセラミック板 

15 

子どもが使用することのあるアクセサ

リーに関する調査結果－カドミウム、鉛

の溶出について－〔公表〕 

64 塩素臭が強い部屋用除菌剤 

16 
乗用車用フロアマットのアクセルペダ

ル等への影響に関する調査結果〔公表〕
65 家庭用オゾン発生器のオゾン濃度 

17 
カビが付いたカプセルタイプの健康食

品 
66

虫を誘引するソーラー式のライト（殺虫用

品） 

18 
ジクロフェナクナトリウムの含有が疑

われた健康食品 
67 破損した携帯電話 

19 
卓上型 IH クッキングヒーターのトップ

プレートが破損 
68 大音量が発生した携帯電話 

20  
開閉ボタンが熱で変形した電気炊飯ジ

ャー 
69 携帯電話画面にひび割れ 

21 
調理中鍋底から発火した電気グリルな

べ 
70 携帯音楽プレーヤーの腐食 

22  電子レンジ内部から発火 71 シュノーケルの排水弁が外れ溺れかける 

23 
強化ガラス製のフライパンのふたが飛

散 
72 水中眼鏡が目に当たり大けが 

24 取っ手の樹脂が焦げた圧力鍋 73 健康器具のゴムバンドに亀裂発生 

25  片手鍋の中底に斑点状の白色物が析出 74
健康器具のゴムバンドに亀裂が発生し破

断 

26  片手鍋の取っ手が外れてやけど 75 幼児乗り物の端部で切り傷 
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27  スライサーで右手人差し指を負傷 76
玩具のヘリコプターの羽が外れ目に当た

り負傷 

28  スライサーで縫うほどのけが 77 猫が死亡したというペットフード 

29  スライサーで指に大けが 78 水槽用ヒーターによる火災の可能性 

30  
表示が疑われたアルカリイオン水がで

きるというボトル 
79

アロマキャンドルを置いた洗面台の棚が

溶解 

31 
ビスフェノールＡの溶出が疑われたア

ルミ製水筒 
80 簡易ガスライターの金具が外れてやけど 

32 魔法びんの中びんの破損 81
電子カードキーの電池切れでドアが開か

なくなった軽自動車 

33  鍋底に貼りついた鍋敷き 82 
自動車の運転席シート（ヒーター内蔵）の

座面が焦げてやけど 

34  子ども用フォークの先端が破断 83
自動車の運転席シートが焦げて指先をや

けど 

35  
スチームクリーナーによるフローリン

グの変色 
84

ゴム臭が抜けない自動車用ハンドルカバ

ー 

36  
ヒーター取り付け板が焦げた電気こた

つ 
85

最大荷重表示が疑われた自動車用油圧式

ガレージジャッキ 

37  
のどや鼻の調子が悪くなったオイルヒ

ーター 
86

車両火災の原因と疑われた自動車用エコ

グッズ 

38 オゾンを利用したエアコンのにおい 87 発熱したカーナビ用接続ケーブル 

39 加湿器で女児が手をやけど 88 ガソリン漏れがあったガソリン携行缶 

40 目や鼻に刺激を感じた枕 89 「本革」表示が疑われたシートカバー 

41 椅子が前に転倒し、左手首を骨折 90
自転車前ホークの付け根が折損し、顔など

を打撲 

42 元に戻ってしまうふとん圧縮袋 91
自転車のハンドルが外れて転倒し鎖骨骨

折 

43 組み立て式の書棚の棚が外れ床に傷 92 自転車のシートポストが折損し転倒 

44 腰掛けに乗り、バランスを崩し転倒 93
自転車のペダルが折りたたまれて転倒し

骨折 

45 
子ども用シートを取り付けた椅子が倒

れて負傷 
94 ベビーカーのハンドルフレームの折損 

46 シャンプーで変色したゴム手袋 95 ねじが外れて折りたたまれたベビーカー 

47 家庭用除湿剤でふとんにしみ 96 品質が疑われた漏電遮断器 

48 
やけどや感電の危険性を疑われた投込

み湯沸器 
97

シングルレバー混合水栓から出てきた緑

色の異物 

49 シリコン製のブラジャーによるかぶれ   

 

商品テスト結果により相談処理が行われた結果、スライサーで負傷した事案では被

害者に治療費が支払われるとともに、事業者側が表示も含め製品改良の検討が行なわ

れた。また、自転車の前ホークの付け根が折損し負傷した事案では、治療費のほか、

休業補償費等も支払われ、改善内容が示された。このほか、各地消費生活センターか

ら商品代金の返金、治療費の支払いなど相談者が救済されたという報告が寄せられて

いる。 

 

また、記者説明会等を通じて公表した１６件のうち１５件については、消費者には

商品の購入や使用上の注意などのアドバイスを行うとともに、行政に対し規格・基準

の見直しや法令違反のおそれのある表示等に関する改善の指導を要望した。また、業

界・事業者に対しては商品の安全性や品質・機能、表示等の改善を要望した。 

 

○行政への要望 

・ 公道走行できるという四輪バギーの安全性－インターネットで販売されている
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もの－ 

・ 自転車の荷台の強度－幼児座席を安全に使用するために－ 

・ 体に良いとうたうゲルマニウム使用のブレスレット 

・ 睡眠時の冷却効果をうたったジェル入りマット－その効果と持続性を調べる－ 

・ 家庭用オゾン発生器の安全性 

・ ウイルス対策をうたったマスク－表示はどこまであてになるの？－  

・ ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能－使用

実態調査も踏まえて－  

・ 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果  

 

○業界・事業者への要望 

・ 犬用リードの強度 

・ 公道走行できるという四輪バギーの安全性－インターネットで販売されている

もの－ 

・ 歩行補助車（シルバーカー）の安全性 

・ 水槽用ヒーターの空焚きによる火災に注意！  

・ 自転車の荷台の強度－幼児座席を安全に使用するために－ 

・ 体に良いとうたうゲルマニウム使用のブレスレット 

・ 睡眠時の冷却効果をうたったジェル入りマット－その効果と持続性を調べる－ 

・ 調理器具の安全性 その 1「電気ミキサー」 

・ 調理器具の安全性 その２「スライサー」 

・ 家庭用オゾン発生器の安全性 

・ 電子レンジやＩＨヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性 

・ ウイルス対策をうたったマスク－表示はどこまであてになるの？－  

・ ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能－使用

実態調査も踏まえて－  

・ 折りたたみ自転車（スポーツタイプ）のハンドルの固定力不足に注意！－転倒

し鎖骨を骨折する重大事故が発生－  

・ 乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果  

 

ⅱ．消費者庁への協力 

－年度計画内容－ 

消費者事故等の原因究明を図るために、消費者庁からの求めに応じ必要な協

力を行う。 

 

◎業務の概要 

国民生活センターでは、消費者事故等の原因究明を図るため、消費者庁からの

求めに応じテストを実施しているほか、消費者庁が行なう注意喚起等の企画立

案に知見・技術・経験を活用し、必要な協力を実施している。 

また、消費生活センター等における苦情相談処理を支援するためにテストを実

施したもののうち重大事故に該当するものは、その結果を消費者庁に速やかに

情報提供している。 

 

◎年度計画実施状況 

消費者庁の依頼に応じ年度内に３件のテストを実施し、その中から消費者被害

の未然防止・拡大防止のために２件の情報提供を行った。 

 

・子どもが使用することのあるアクセサリーに関する調査結果（平成２２年３

月１７日公表） 

・乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果（平成

２２年３月３０日公表） 

 

また、テストを実施したもののうち重大事故に該当するもの８件について、そ



 78

の結果を情報提供した。 

・自転車のハンドルが外れて転倒し鎖骨骨折 

・加湿器で女児が手をやけど 

・腰掛けに乗り、バランスを崩し転倒 

・水中眼鏡が目に当たり大けが 

・自転車のシートポストが折損し転倒 

・自転車のペダルが折りたたまれて転倒し骨折 

・子ども用シートを取り付けた椅子が倒れて負傷 

・片手鍋の取っ手が外れてやけど 

 

ⅲ．商品テスト分析・評価委員会の実施 

－年度計画内容－ 

テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価

を受け、その結果を業務に反映させる。 

 

◎業務の概要 

テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会を実施し、

その結果を業務に反映させる。 

 

◎年度計画実施状況 

食品、化学品、家電・住生活品、車両関連等各専門分野の学識経験者を委員と

する商品テスト分析・評価委員会を２９回開催し、商品テストデザイン及びテ

スト結果について評価を受け、この意見を反映させた。また、これと同時に今

後実施するであろう同種のテストについてのノウハウ蓄積を行い、テスト業務

の充実につなげた（委員名簿については別添資料１９、委員会及び分科会実施

状況については別添資料２０を参照）。 

 

（主な助言とテスト業務への反映） 

・平成２１年度に実施するテストの課題について、「家庭用オゾン発生器の安全

性」はオゾン濃度をコントロールしているとは考えにくく問題であるほか、

「電気ミキサー」は悲惨な事故が多く発生しており、刃が露出した状態では

電源が入らない対策を業界へ要望する必要があるなどの意見を受け、テスト

や報告書に反映させた。また、消費者庁設立後も国センが自立性、自主性を

持ち、迅速に事業者名の公表を従来どおり情報発信することが重要との意見

を踏まえ、消費者庁依頼のフロアマット等を緊急的に実施するなど積極的な

公表を行った。 

 

・「体によいとうたうゲルマニウム使用のブレスレット」の結果について、ゲル

マニウムの純度の表現は全体の含有率とは異なるためその違いについて明確

にする必要があること。また、事業者の人体への効果についての広告部分に

ついては事業者へその根拠のアンケートを実施した方が良いとのアドバイス

を受け、アンケートを追加実施、報告書に反映させた。 

 

・「ウイルス対策をうたったマスク」の結果について、マスクの面体の捕集率と

同時に隙間からの漏れてしまうことを国民に知らせることが大切であり、そ

の測定器等もある。とのアドバイスを受けて、漏れ率を追加試験し報告書に

反映させた。 

 

・「ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能」の

結果について、コンタクトレンズ学会関係の２大学の眼科から、アカントア

メーバの消毒性能の評価方法、ＤＮＡ検出した検体の考え方についてアドバ

イスを受け、報告書に反映させた。 
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・「公道走行できるという四輪バギーの安全性」の結果について、灯火の色など

保安基準に明らかに適合しないものと、目視で判断するものなどは分けた方

がよいというアドバイスを受け、報告書に反映させた。 

 

・「電子レンジや IH ヒーター等で加熱する湯たんぽの安全性」の結果について、

「破れたら使用を止める」とは使用期限の概念とは異なり、事故になったら

使用を止めるときとも考えられることから、「設計標準使用期限」を設けるこ

とも重要であるので、要望してもよいのではないかとのアドバイスを受け、

消費者が安全に使用できるように使用期限の表示を業界に要望した。 

 

・「折りたたみ自転車(スポーツタイプ)のハンドルの固定力不足に注意！」のテ

スト結果について、一般の人が大丈夫と感じたときの締付けトルクを測定し

ておく必要があるとの指摘を受け、テストに反映させた。 

 

・「乗用車用フロアマットのアクセルペダル等への影響に関する調査結果」の結

果について、市販品マットを使用している消費者へのアドバイスをわかりや

すく、また、アクセルが全開状態のときにブレーキを踏んでも止まらない車

があることを消費者へ周知することは必要との指摘を受け、報告書に反映さ

せた。さらに、制動距離の生データの記載は、測定方法や詳細なテスト条件

が争点になりやすいので、今回は車両の挙動を示せばよいのではというアド

バイスを受け、報告書に反映した。 

 

②商品テストの効率的な実施 

 

ⅰ．関係機関との連携  

－年度計画内容－ 

独立行政法人、研究機関、大学等の関係機関との連携を強化し、それぞれの

機関が保有する専門的な知見や技術・技能等を活用する。 

 

◎業務の概要 

独立行政法人との連携を強化するとともに、公的試験研究機関や大学等が保有

する専門的な知見や技術・技能等も活用し、様々な専門性の高いテストを効率

よく実施する。 

 

◎年度計画実施状況 

専門性が高いテストの実施や評価に当っては、独立行政法人や大学、医療機関

の専門的な知見や技術情報等をテストに活用した。主な事例は以下のとおり。 

 

・ 「自転車の荷台の強度」について、青山学院大学が有する耐久性のテスト手

法や評価の考え方に関する専門的な知見をテストに活用した。 

・ 「家庭用オゾン発生器の安全性」について、徳山大学が有するオゾンの有効

性および危険性に関する専門的な知見をテストに活用した。 

・ 「ソフトコンタクトレンズ用消毒剤のアカントアメーバに対する消毒性能」

について、日本コンタクトレンズ学会と共同研究を実施し、同学会が有する

アカントアメーバの危険性等に関する専門的な知見をテストに活用した。 

 

ⅱ． 外部試験機関等への委託 

－年度計画内容－ 

定型的な規格・基準に基づくテストや専門性の高いテストなどは、外部の試

験研究機関等へ委託する。 

 

◎業務の概要 

必要なテストを効率よく実施するため、ＪＩＳ（日本工業規格）や食品衛生法
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などの公的な規格・基準に基づく定型的テストは、専門の試験検査機関にテス

トを委託するとともに、高度に専門的な知識や施設・機器などが必要なテスト

は、経験や知見を有する試験研究機関等へ委託する。 

 

◎年度計画実施状況 

食品衛生法やＪＩＳ等の規格・基準に基づく定型的なテストは、（財）日本食

品分析センターなどに４３項目のテストを委託し、テスト業務の効率化を図っ

た。また、取っ手（樹脂）等の熱分解温度の測定等の専門性が高いテストは、（財）

化学技術戦略推進機構などに３１項目のテストを委託し、テスト内容の充実に

繋げた。定型的なテストや専門的なテストを外部機関へ委託した主な事例は以

下のとおり（外部試験機関等への委託は別添資料２１を参照）。 

 

○定型的な規格・基準に基づくテスト事例 

・ 自動車用油圧式ガレージジャッキの強度試験（ＪＩＳ） 

・ 温浴効果をうたった鉱石のラドン濃度（鉱泉分析法指針) 

・ ベビーカーの衝撃耐久試験（SG 認定基準） 

・ 漏れがあったガソリン携行缶のガソリン残留物の分析（ＪＩＳ） 

・ マスクの捕集効率（防塵マスク規格） 

 

○専門性の高いテスト事例 

・ 折損した杖の破断面観察、力学計算 

・ ステロイドの含有が疑われた化粧品のステロイド分析 

・ 頭皮がかぶれたヘナ配合の白髪染めの酸化染料の定量 

・ 「本革」表示が疑われたシートカバーの革の判別 

 

③商品テスト実施機関の情報収集・提供 

 

ⅰ．商品テスト実施機関に関する情報の収集・提供 

－年度計画内容－ 

テスト実施機関が実施可能な対象商品や試験内容、保有する施設・機器など

の情報を更新し、ホームページを通じて情報提供する。 

 

◎業務の概要 

消費生活センター等が製品事故の原因究明などの調査に外部の商品テスト実

施機関を活用できるよう、国や都道府県等の公的試験研究機関を始め、公益法

人（財団法人、社団法人 等）や民間の試験研究機関、大学などが実施する対象

商品や試験内容などに関する情報を収集し、ホームページを通じて情報提供す

る。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度は、新たに２機関を登録するとともに２４機関の試験に関わる

内容や連絡先などの登録情報を更新した。また、消費生活センターから「健康

食品に含まれる抗生物質」や「廃油を利用した石けんの成分」など様々な検査

に関する外部テスト機関の問合せに対し、ホームページの商品テスト実施機関

を紹介し、活用の促進を図った。 

商品テスト実施機関の内訳と情報提供項目は以下のとおりである。 

 

○情報提供した商品テスト実施機関（２６１機関）の内訳 

・ 国や都道府県等の公的試験研究機関 ９１機関 

・ 公益法人（財団法人、社団法人 等）の試験研究機関 １０９機関 

・ 民間の試験研究機関 ５５機関 

・ 大学、大学附置研究所、大学利用機関法人 ４機関 

・ その他 ２機関 
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○主な提供情報 

・ 試験機関名・住所・連絡先・ＵＲＬ・機関分類 他 

・ 受入商品（食品、家電製品、玩具・遊具、繊維製品 、プラスチック製品、

自動車・自転車用品 等） 

・ 受入対象（個人、行政機関、企業・団体 等） 

・ 試験項目（電気用品安全法、食品衛生法、日本工業規格 等） 

・ 試験設備・試験機器等（クリーンルーム、蛍光Ｘ線分析装置、ＧＣ－ＭＳ、

ＩＣＰ発光分析装置、ＦＴ－ＩＲ、ＨＰＬＣ、走査電子顕微鏡、デジタル

マイクロスコープ 等） 

・ 事業所・出張所 等 

・ 事業登録・認定・認証 等 

 

ⅱ．商品テスト情報の収集・提供 

－年度計画内容－ 

消費生活センター等で実施した商品テスト情報を収集し、情報提供する。 

 

◎業務の概要 

全国の消費生活センターが実施した商品テスト情報の共有・活用を図るため情

報を収集し、消費生活年報等を通じて情報提供する。 

 

◎年度計画実施状況 

消費生活センターが平成２０年度に実施した苦情処理テスト及び商品テスト

の実施状況に関する情報を収集し、２００９年消費生活年報により消費生活セ

ンターに情報提供・共有することで相談処理等への活用を図った。（消費生活セ

ンターの商品テスト事例は別添資料２２を参照）。消費生活センターの商品テス

ト実施状況は以下のとおり。 

 

苦情処理テスト実施件数 

実施機関 

食 

料 

品 

住 

居 

品 

被 

服 

品 

保
健
衛
生
品 

教
養
娯
楽
品 

車
両
・
乗
り
物 

光
熱
水
品 

土
地･

建
物･

設
備 

そ
の
他
の
商
品 

(

被
服
品)

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

(

そ
の
他)

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

合
計 

都道府県センター 114  219 110 41 40 21 6 4 10  250  7  822 

政令指定都市 

センター 
14  55 26 11 21 12 3 7 4  66  2  221 

市区センター 17  97 24 21 13 10 8 2 7  78  2  279 

合 計 145  371 160 73 74 43 17 13 21  394  11  1,322 

 

比較・試買テスト実施件数 

実施機関 

商
品
一
般 

食 

料 

品 

住 

居 

品 

被 

服 

品 

土
地･

建
物･

設
備 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

合 
 

計 

都道府県センター 0 8 7 1 7 0 23 
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政令指定都市 

センター 
1 1 3 1 0 0 6 

市区センター 0 1 3 2 0 3 9 

合 計 1 10 13 4 7 3 38 

 

（８）中核機関としての役割強化 

 

－年度計画内容－ 

消費者庁が中心となって、センターの業務及び組織の整備、関係機関等との

役割分担・連携等の具体的な方策に関し検討を行った結果を踏まえ、適切に対

応する。 

 

◎業務の概要 

センターの中核機関としての役割を強化するため、関係機関等との役割分

担・連携等の具体的な方策については、消費者庁が中心となって検討を行った

結果を踏まえ対応を行うこととしている。また、消費者庁及び消費者委員会設

置法（附則第３項）には、「国民生活センターの業務及び組織その他の消費者

行政に係る体制の更なる整備を図る観点から検討を加え、必要な措置を講ず

る」と盛り込まれた。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２１年度においては、消費者庁設置関連法案の国会審議に際し、消費者

トラブルの現状や国民生活センターによる情報提供の実績等に関する資料作

成依頼等に適切に対応した。 

また、地方消費者行政の充実に関し、地方公共団体等の積極的な取り組みに

対する期待や消費者庁と当センターとの連携・協力の取り組みをまとめた「地

方消費者行政の充実・強化のためのプラン」策定のために、消費者庁に設置さ

れた「地方消費者行政強化プラン策定本部」にオブザーバーとして参加した。 

 

（９）地方公共団体に対する支援 

 

－年度計画内容－ 

地方の消費生活相談体制の強化を図るため、平成２０年度に実施したモデル

事業の結果を踏まえ、市区町村の相談窓口へ経験豊富な相談員を訪問させ、現

地の相談員に対し助言・指導を行う。 

 

◎業務の概要 

消費生活相談体制の強化のために、市町村の消費生活相談窓口における経験

の浅い相談員に対して、実務経験豊富な「消費生活相談専門家(独立行政法人

国民生活センター理事長が委嘱)」が定期的に巡回し、相談への対応や困難事

案の解決等に関する助言を実施する。 

 

◎年度計画実施状況 

地域の消費生活相談体制の強化のためには、最前線の市区町村窓口における

相談担当者の実務能力向上を図ることが不可欠であることから、経験豊富な消

費生活相談員 392 名を消費生活相談専門家(以下、専門家)として委嘱した。専

門家は、経験の浅い相談員が一人で対応している窓口や自治体職員が他の業務

と兼務している窓口等を下記の通り巡回し、相談への対応、困難事案への解決

等に関して助言等を実施した。平成２１年度においては、４７都道府県を通じ

て各市町村の巡回希望調査を実施し、289 市町村に巡回訪問した。 

 

実 施 期 間：平成 21 年７月～22 年３月の９ヶ月間 
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巡回訪問先：45 都道府県の 289 市町村 

巡回訪問回数：2,203 回 

 

専門家が助言した内容は以下のとおり。 

・相談処理への助言 

・相談を受ける上での心構え 

・消費者教育・啓発 

・窓口強化・連携 

・相談カードの書き方 

・事例研究 等 

 

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙１～３参照。 

 

４．短期借入金の限度額 

－年度計画内容－ 

短期借入金の限度額は、７億円とし、運営費交付金の資金の出入に時間差が

生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものとする。 

 

該当なし 

 

５．重要な財産の処分等に関する計画 

 

該当なし 

 

６．剰余金の使途 

 

該当なし 

 

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項 

 

（１）施設・設備に関する計画 

該当なし 

 

（２）人事に関する計画 

 

ⅰ．常勤職員の増加抑制 

－年度計画内容－ 

業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。 

 

◎業務の概要 

業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努めつつ、業務量の増加に

応じて適正な人員を配置することとしている。 

 

◎年度計画実施状況 

「紛争解決委員会」における和解の仲介等が円滑に実施されるための体制整

備や消費生活相談専門家による巡回訪問事業の開始、ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新や

「事故情報データバンク」の構築等、喫緊の重要課題に対応するために業務量

が著しく増大していることから、常勤職員の増加抑制に努めつつ、これに対応

するため、平成２１年度中においては任期付職員を６人、非常勤職員を１０人

雇用した。 

また、業務量の増加に応じて適正な人員を配置するなど、業務運営の効率化

により、常勤職員については期首の 122 人から期末の 124 人にとどめ、その
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増加抑制に努めた。 

 

 表：職員数の推移 

 職員数 

（期首） 

職員数 

（期末） 

平成 17 年度 119 115 

平成 18 年度 115 116 

平成 19 年度 114 114 

平成 20 年度 117 120 

平成 21 年度 122 124 

 

ⅱ．職員の資質向上のための取組み 

－年度計画内容－ 

職員の資質向上と業務の効率化に資するため、各種研修会に参加して研鑽を

図る。 

 

◎業務の概要 

職員の資質向上と業務の効率化に資するため、各種研修会に参加して研鑽を

図る。 

 

◎年度計画実施状況 

職員の資質向上と業務の効率化に資するため、当センターの組織･運営等に

係る研修及び個別業務に関連した研修を行った（外部の専門機関の研修への

派遣を含む）。 

組織・運営等に関する研修については、内部統制（４回）、業績評価（２回）、

メンタルヘルス（２回）等に係る研修を行った。また、個々の業務に関連す

る研修については、「改正特定商取引法・割賦販売法（３回）」「健康食品の表

示（６回）」「情報公開・個人情報保護制度の運用（１回）」「食品に関するリ

スクコミュニケーション（１回）」、「無機分析セミナー～ICP 発光分析法と原

子吸光分析法を中心として～（１回）」等、専門機関の各種研修会に職員を派

遣し研鑽を図った。 

これらの研修への参加人数は延べ 423 名、研修の開催総件数は９７件であっ

た。 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担 

 

－年度計画内容－ 

中期目標期間中のセンター業務を効率的に実施するために、コンピュータの

賃貸借について、次期中期目標期間にわたって契約を行うことがある。 

 

◎業務の概要 

 センター業務を効率的に実施するために、コンピュータの賃貸借について、

次期中期目標期間にわたって契約を行うこととする。 

 

◎年度計画実施状況 

 ＰＩＯ－ＮＥＴシステムを効率的に運用するため、機器の調達を行い、次期

中期目標期間にわたって契約（平成２６年度末までの約５年間の賃貸借契約）

を締結した。 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

 

該当なし 
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Ⅵ．財務の状況 

 

１．財務諸表の要約 

① 貸借対照表 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他 

 

固定資産 

有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資産合計） 

10,460,282

10,384,108

76,174

9,701,709

9,453,078

252

248,378

20,161,992

流動負債 

 短期リース債務 

その他 

 

固定負債 

 資産見返負債 

長期リース債務 

（負債合計） 

 

資本金 

政府出資金 

 

資本剰余金 

 

利益剰余金 

  

（純資産合計） 

 

（負債純資産合計）

10,586,261

159,563

10,426,697

886,982

464,756

422,226

11,473,243

9,166,546

△485,488

7,690

8,688,748

20,161,992

（注）単位未満を切り捨てているので、合計とは一致しない場合がある。 

 

 

② 損益計算書 

（単位：千円） 

区   分 金  額 

経常費用(A) 3,696,037 

 業務経費 

  人件費 

  減価償却費 

  その他 

 一般管理費 

  人件費 

  減価償却費 

  その他 

 財務費用  

3,128,560 

913,908 

214,488 

2,000,164 

558,842 

338,638 

12,338 

207,865 

8,634 

経常収益(B) 3,699,727 

 運営費交付金収益 

 自己収入 

 その他 

3,376,372 

216,312 

107,042 

臨時損益(C) △149 

当期総利益(B-A+C) 3,540 

（注）単位未満を切り捨てているので、合計とは一致しない場合がある。 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

区   分 金   額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 360,627 

   人件費支出 △1,326,745 

  運営費交付金収入 3,201,746 

  自己収入 196,123 

  その他収入・支出 △1,710,495 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △10,462,326 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △122,760 

Ⅳ 資金増加額（又は減少額）(D=A+B+C) △10,224,459 

Ⅵ 資金期首残高(F) 11,101,568 

Ⅶ 資金期末残高(G=F+E) 877,108 

（注）単位未満を切り捨てているので、合計とは一致しない場合がある。 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

（単位：千円） 

区   分 金   額 

Ⅰ 業務費用 3,479,724 

  損益計算書上の費用 

 （控除）自己収入等 

3,696,037 

△216,312 

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額 149,808 

Ⅲ 損益外減損損失相当額 － 

Ⅳ 引当外賞与見積額 △7,358 

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 △82,832 

Ⅵ 機会費用 122,145 

Ⅶ （控除）法人税等及び国庫納付額 0 

Ⅷ 行政サービス実施コスト 3,661,488 

（注）単位未満を切り捨てているので、合計とは一致しない場合がある。 

 

 ■ 財務諸表の科目 

 

  ①貸借対照表 

 

現金及び預金   ： 現金及び預金（通知預金及び定期預金） 

有形固定資産   ： 土地、建物、機械装置、車両、工具器具備品など独立行政法

人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産 

無形固定資産   ： 有形固定資産、投資有価証券以外の長期資産で、特許権、商

標権、著作権など具体的な形態を持たない無形固定資産で、

電話加入権が該当 

投資その他の資産 ： 満期保有目的で保有する有価証券（国債及び商工債） 

短期リース債務  ： リース資産のうち貸借対照表日後１年以内に支払の期限が到

来するリース債務 

資産見返負債   ： 運営費交付金等により償却資産を取得した場合に計上する負

債で、資産見返運営費交付金、建設仮勘定見返施設費が該当 

政府出資金    ： 国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成 

資本剰余金    ： 国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独

立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

利益剰余金    ： 独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

繰越欠損金    ： 独立行政法人の業務に関連して発生した欠損金の累計額 
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  ②損益計算書 

 

業務費    ： 独立行政法人の業務に要した費用 

人件費    ： 給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する費

用 

減価償却費  ： 業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費

用として配分する経費 

財務費用   ： 利息の支払いに要する経費 

運営費交付金収益： 国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収

益 

自己収入等  ： 図書雑誌出版収入、研修宿泊収入、利子収入などの収益 

臨時損益   ： 固定資産の除却損、貸倒引当金戻入益、等が該当 

 

  ③キャッシュ・フロー計算書 

 

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等

による収入、原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が該当 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表

し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

増資等による資金の収入・支出、債券の取得及び償還による収入・支出等、な

どが該当 

 

  ④行政サービス実施コスト計算書 

 

業務費用： 

独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独立行政法人の損益計

算書に計上される費用 

 

その他の行政サービス実施コスト： 

独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サービスの実施に費やされ

たと認められるコスト 

 

損益外減価償却相当額： 

償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されていないものと

して特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していないが、累

計額は貸借対照表に記載されている） 

 

損益外減損損失相当額： 

独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損

損失相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照表に記載され

ている） 

 

引当外賞与見積額： 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引当金見積

額（貸借対照表には計上していないが、仮に引き当てた場合に計上したであろう

賞与引当金見積額を貸借対照表に注記している） 
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引当外退職給付増加見積額： 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給付引当金

見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合に計上したであ

ろう退職給付引当金見積額を貸借対照表に注記している） 

 

機会費用： 

政府出資の純額に国債の利回りを参考にして、計算した機会費用の額が該当 

 

２．財務状況 

 

 （１）財務諸表の概況 

 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主

要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由） 

 

   （経常費用） 

     平成 21 年度の経常費用は、3,696,037 千円と、前年度比 648,553 千円増（21.3％

増）となっている。これは、平成 20 年度補正予算により措置された地方消費者行

政活性化事業の実施により 600,222 千円を執行したことが主な要因である。 

 

   （経常収益） 

     平成 21 年度の経常収益は、3,699,727 千円と、前年度比 647,596 千円増（21.2％

増）となっている。これは、平成 20 年度補正予算により措置された地方消費者行

政活性化事業の実施により運営費交付金債務 600,222 千円を収益化したためであ

る。 

 

   （当期総損益） 

     上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損 149 千円を計上した結

果、平成 21 年度の当期総利益は、3,540 千円となっている（前年度総利益は、4,150

千円である。）。 

 

   （資産） 

     平成 21 年度末現在の資産合計は、20,161,992 千円と、前年度比 349,404 千円減

（1.7%減）となっている。これは、現金預金が 724,459 千円減（6.5％減）及び有

形固定資産が 360,175 千円増（3.9％増）となったことが、主な要因である。 

 

   （負債） 

     平成 21 年度末現在の負債合計は、11,473,243 千円と、前年度比 203,136 千円減

（1.7％減）となっている。これは、平成 20 年度補正予算により措置された地方

消費者行政活性化事業の実施等により運営費交付金債務が 413,468 千円減（△4.2%

減）及び未払金が 276,279 千円減（23.9%減）等により流動負債が 663,335 千円減

（5.9%減）並びにリース資産取得等により固定負債が 460,199 千円増（107.8%増）

となったことが、主な要因である。 

 

   （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成 21 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、360,627 千円と、前年度

比 9,489,343 千円減（96.3％減）となっている。これは、国からの運営費交付金

収入が、9,640,625 千円減（75.1％減）となったことが主な要因である。 

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成 21 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、10,462,326 千円と、前年

度比 11,103,955 千円減（1,730.6％減）となっている。これは、定期預金の預入

が前年度比 9,500,000 千円増となったことが主な要因である。 
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   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成 21 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、122,760 千円と、前年度

比 63,166 千円減（34.0 減）となっている。これは、リース債務返済による支出が

減となったことが要因である。 

 

  表 主要な財務データの経年比較  

                                    （単位：千円） 

区   分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21 年度 

経常費用 3,068,157 2,954,296 3,032,552 3,047,484 3,696,037

経常収益 3,062,837 2,948,013 3,481,860 3,052,130 3,699,727

当期総利益（又は当

期総損失（△）） 
△5,320 △6,254 449,148 4,150 3,540

資産 9,510,880 10,001,193 9,733,041 20,511,397 20,161,992

負債 863,461 1,839,765 1,255,661 11,676,380 11,473,243

利益剰余金（又は繰

越欠損金（△）） 
△5,757 △12,012 437,136 4,150 7,690

業務活動によるキャ

ッシュ･フロー 
454,854 459,554 199,759 9,849,971 360,627

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
△32,632 △130,572 △188,261 641,628 △10,462,326

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
△63,236 △112,794 △159,680 △185,927 △122,760

資金期末残高 727,890 944,078 795,895 11,101,568 877,108

 

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

    （業務区分によるセグメント情報） 

      情報・分析業務の事業損益が前年度比 698 千円減（15.8％減）となったのは、

リース資産の債務の減、その他の業務に利益が生じているのは、固定資産除却

損に伴う資産見返運営費交付金戻入を行なったためである。また、法人共通の

事業損益は、リース資産の会計処理によるものである。 

 

表 事業損益の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 

  （単位：千円） 

区   分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21年度

広報業務 △56 0 0 107 50

情報・分析業務 △5,263 △6,283 △2,883 4,426 3,728

相談業務 0 0 0 58 △46

商品テスト業務 0 0 0 0 0

研修業務 0 0 0 0 18

企画調整業務 0 0 0 0 0

ＡＤＲ業務 － － － 0 0

法人共通 0 0 452,191 54 △60

合計 △5,320 △6,283 449,308 4,646 3,689

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

相談業務の総資産は、12,683 千円と、前年度比 10,280 千円増（427.8％増）、ま

た商品テスト業務の総資産は 285,831 千円と前年度比 118,823 千円増（71.1％増）

となっている。これは、有形固定資産取得によるものである。情報・分析業務の
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総資産は、670,467 千円と前年度比 364,425 千円増（119.1％増）となっている。

これは、リース資産取得によるものである。法人共通の総資産は、19,117,628 千

円と、前年度比 842,823 千円の減（4.2％減）となっている。これは、現金及び預

金の減及び固定資産の減価償却等によるためである。 

 

表 セグメント総資産の経年比較（業務区分によるセグメント情報） 

（単位：千円） 

区   分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

広報業務 67,146 56,602 46,914 64,011 62,873

情報・分析業務 359,249 614,196 440,629 306,042 670,467

相談業務 7,680 5,766 5,708 2,402 12,683

商品テスト業務 229,722 203,828 176,877 167,008 285,831

研修業務 18,974 17,056 12,946 7,691 6,575

企画調整業務 20,278 16,734 12,740 1,919 2,997

ＡＤＲ業務 － － － 1,871 2,935

法人共通 8,807,827 9,087,009 9,037,223 19,960,451 19,117,628

合  計 9,510,880 10,001,193 9,733,041 20,511,397 20,161,992

 

④ 目的積立金の申請、取崩内容等 

平成２１年度の当期総利益は、3,540 千円となった。これは、リース取引による

損益に与える影響額によるものであることから、目的積立金の申請は行わない。 

 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

  平成２１年度の行政サービス実施コストは、3,661,488 千円と、前年度比 572,998

千円増（18.6％増）となっている。これは、PIO－NET 刷新に伴う外部委託費の像

及び消費生活相談専門家巡回事業の実施による増及び自己収入等の増等により業

務費用が前年度比 559,627 千円増（19.2％増）、損益外減価償却相当額が前年度比

7,989 千円増（5.6％増）及び機会費用が前年度比 9,109 千円増（8.1％増）となっ

たことが主な要因である。 

 

表 行政サービス実施コストの経年比較 

（単位：千円） 

区   分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

業務費用 
2,863,011 2,746,930 2,875,183 2,920,097 3,479,724

うち損益計算

書上の費用 
3,068,157 2,954,296 3,032,552 3,047,484 3,696,037

うち自己収入

（控除） 
△205,145 △207,365 △157,368 △127,386 △216,312

損益外減価償却

相当額 
294,087 168,461 133,197 141,819 149,808

損益外減損損失

相当額 
－ 1,134 0 252 －

引当外賞与見積

額 
－ － △1,818 △2,657 △7,358

引当外退職給付

増加見積額 
16,064 23,634 △71,283 △84,057 △82,832

機会費用 
150,274 136,260 103,362 113,036 122,145

(控除)法人税等

及び国庫納付金 
－ － － － －

行政サービス実

施コスト 
3,323,437 3,076,422 3,038,640 3,088,489 3,661,488
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 （２）施設等投資の状況（重要なもの） 

 

   ①当事業年度中に完成した主要施設等 

     該当なし。 

 

   ②当事業年度中に処分した主要施設等 

     該当なし。 

 

 （３）予算・決算の概況 

（単位：千円） 

平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 
区分 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収 入 

運営費交付金 

事業収入等 

施設整備費補助

金収入 

3,487,557

3,234,757

252,800

－

3,440,039

3,234,757

205,282

－

3,333,719

2,971,585

252,800

109,334

3,286,544 

2,971,585 

207,528 

107,430 

3,546,851

2,803,118

252,800

490,933

3,083,732

2,803,118

157,546

123,068

支 出 

業務経費 

一般管理費 

人件費 

施設整備費 

3,487,557

1,684,732

386,197

1,416,628

－

3,132,614

1,617,789

236,125

1,278,700

－

3,333,719

1,702,281

244,026

1,278,078

109,334

3,211,040 

1,609,169 

288,413 

1,206,027 

107,430 

3,546,851

1,541,703

235,021

1,279,194

490,933

3,200,797

1,440,784

343,082

1,299,614

117,315

 

平成 20 年度 平成 21 年度 
区分 

予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 

運営費交付金 

事業収入等 

施設整備費補助金 

前年度からの繰越

金 

13,339,991

12,842,371

143,702

353,918

－

13,693,631

12,842,371

127,574

723,686

－

3,345,448

3,201,746

143,702

－

－

4,216,034 

3,201,746 

216,525 

－ 

 

797,762 

出版収入・利子収入増 

 

支出 

業務経費 

一般管理費 

人件費 

施設整備費 

13,339,991

11,425,084

227,970

1,333,019

353,918

4,188,515

1,935,747

226,841

1,317,978

707,949

3,345,448

1,787,441

221,131

1,336,876

－

3,825,798 

2,360,904 

212,348 

1,252,546 

－ 

前年度からの繰越による

増 

 

 

 

（注）平成２０年度は、平成２０年度補正予算（第 1号）により措置された「安心実現のた

めの緊急総合対策」の消費者政策強化対策に係る経費及び平成２０年度補正予算（第 2

号）により措置された「生活対策」の消費者政策強化対策に係る経費が含まれていること

から増額となっている。 

 

 （４）経費削減及び効率化目標との関係 

     当法人は、当中期目標及び中期計画において、①一般管理費（人件費を除く。）

については、前年度比 3％以上、②業務経費については、前年度比 1％以上、の経

費の削減を図る、③総人件費については、平成 17 年度を基準とし 5 年間 5％以上

削減（退職手当及び福利厚生費並びに人事院勧告を踏まえた給与改定分）を除く。）

する計画の着実な実施を行う、とした。 

     上記①の目標を達成するため、一般管理費予算額に 3.0％の効率化を織り込むと

ともに、建物の総合管理業務の一般競争入札等により平成 21 年度予算額に対して

決算額は△0.2％の効率化を図った。上記②の目標を達成するため、業務経費予算

額（既定分）に 1％の効率化を織り込むとともに、テレビ番組の提供事業の廃止及

び情報システム機器借料の削減等、業務運営の効率化を図り、平成 21 年度予算額

（既定分）に対して、決算額は前年度比△3.9％の経費の効率化を図った。上記③
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については、平成 17 年度に対して△7.8％の削減となっている。 

 

３．事業の説明 

 （１）広報業務 

広報業務は、消費生活に役立つ実用的な情報を提供することを目的に、月刊誌

「国民生活」及び小冊子「くらしの豆知識」の発行、広報活動、ホームページの

運営を行っている。 

平成２１年度における経常収益は、運営費交付金収益 213,653 千円、自己収入

119,433 千円、資産見返運営費交付金戻入 2,980 千円となっている。平成２１年度

における経常費用は、人件費 170,251 千円、その他業務費用 162,835 千円、減価

償却費 2,930 千円となっている。事業利益は、50 千円であり、これは固定資産除

却に伴い、資産見返運営費交付金戻入を行なったことによるものである。 

 

 

 （２）情報・分析業務 

情報・分析業務は、全国消費生活情報ネットワーク・システムの運営・管理及

びこのシステムを通じて収集された情報の分析・提供並びに生活面の調査の実施

を行なっている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 1,491,151 千円、自己

収入 1,342 千円、資産見返運営費交付金戻入 38,029 千円となっている。平成２１

年度における経常費用は、人件費 162,258 千円、その他業務費用 1,330,235 千円、

減価償却費 155,728 千円となっている。事業利益は、3,728 千円であり、これはリ

ース資産の会計処理及び固定資産除却に伴う資産見返運営費交付金戻入を行なっ

たことによるものである。 

  

（３）相談業務 

相談業務は、消費者からの消費生活、個人情報に関する相談の受付・処理、各

地の消費生活センターの相談処理の支援、消費者苦情処理専門委員会の運営及び相

談処理を通じた情報提供を行っている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 300,338 千円、資産見

返運営費交付金戻入 2,118 千円となっている。平成２１年度における経常費用は、

人件費 155,017 千円、その他業務費用 144,896 千円、減価償却費 2,589 千円となっ

ている。事業利益は、△46 千円であり、これはリース資産の会計処理によるもの

である。 

 

（４）商品テスト業務 

商品テスト業務は、人の生命・身体等に重大な影響を及ぼすような商品につい

て、消費者被害の救済や拡大防止、再発防止のためにテストの実施及び情報提供及

び危害情報に関する情報提供を行っている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 252,560 千円、自己収

入 1 千円、資産見返運営費交付金戻入 51,069 千円となっている。平成２１年度に

おける経常費用は、人件費 163,022 千円、その他業務費用 89,538 千円、減価償却

費 51,070 千円となっている。 

 

 （５）研修業務 

研修業務は、自治体の消費者行政担当職員や消費生活相談員及び企業の消費者

窓口担当者等を対象とした研修並びに消費生活専門相談員資格認定事業を行って

いる。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 153,308 千円、自己収

入 40,059 千円、資産見返運営費交付金戻入 1,134 千円となっている。平成２１年

度における経常費用は、人件費 98,361 千円、その他業務費用 95,006 千円、減価

償却費 1,116 千円となっている。事業利益は、18 千円であり、これは固定資産除

却に伴い、資産見返運営費交付金戻入を行なったことによるものである。 
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 （６）企画調整業務 

企画調整業務は、当センター業務の企画・立案、消費者団体・事業者団体等と

の情報交換及び消費生活相談専門家巡回事業を行っている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 207,021 千円、自己収

入 1,975 千円、資産見返運営費交付金戻入 489 千円となっている。平成２１年度

における経常費用は、人件費 71,208 千円、その他業務費用 137,788 千円、減価償

却費 489 千円となっている。 

 

 （７）ＡＤＲ業務 

ＡＤＲ業務は、平成 21 年度から行う重要消費者紛争の裁判外紛争解決手続を行

っている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 142,147 千円、資産見

返運営費交付金戻入 563 千円となっている。平成２１年度における経常費用は、

人件費 93,787 千円、その他業務費用 48,360 千円、減価償却費 563 千円となって

いる。 

 

 （８）法人共通（管理業務） 

管理業務は、当センターにおける総務及び経理に関する業務を行っている。 

平成２１年度における、経常収益は、運営費交付金収益 494,762 千円、自己収

入（事業外収入）53,499 千円、資産見返運営費交付金戻入 10,656 千円となってい

る。平成２１年度における経常費用は、人件費 338,638 千円、その他事務所の管

理等費用 208,001 千円、減価償却費 12,338 千円となっている。事業利益は、△60

千円であり、これはリース資産の会計処理に伴うものである。 

 

－以  上－ 
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別紙１ 

 

平成２１年度の年度計画に沿った予算の計画額及び決算額は以下の通りである。 

 

平成２１年度予算 

（単位：百万円） 

区    別 計  画  額 決  算  額 差    額 

収入 

運営費交付金 

事業収入等 

前年度からの繰越額 

 

計 

 

３，２０２

１４４

－

３，３４５

３，２０２

２１７

５８６

４，００４

０

△７３

△５８６

△６５９

支出 

業務経費 

一般管理費 

人件費 

 

計 

１，７８７

２２１

１，３３７

 

３，３４５

２，３０４

２２１

１，２５３

３，７７８

△５１７

０

８４

△４３２

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【実績額の説明】 

 １．収入の「事業収入等」の実績額が計画額に比し７３百万円増加しているのは、図書

雑誌出版収入が購読者の増加により３４百万円及び利子収入が３９百万円、それぞれ

増収となったためである。 

 

 ２．収入の「前年度からの繰越額」の実績額が５８６百万円発生しているのは、「地方支

援事業」※を、平成２１年度において執行した経費である。 

 
  ※「地方支援事業」は、平成２０年度補正予算において措置された消費者政策強化対策に係る経費で、関係機関と

調整のうえ、平成２１年度から３年程度、地方消費者行政活性化事業を支援するとしている。 

 

３．支出の「業務経費」の実績額が計画額に比し増加しているのは、地方支援事業に係

る経費を５８６百万円執行したためである。また、既定分については、電子計算機の

システムの借料等削減やその他の経費の抑制を図ったことによるものである。 

 

 ３．支出の「人件費」の実績額が計画額に比し８４百万円減少しているのは、特別手当

の支給月数を減及び人事院勧告を踏まえ給与のマイナス改定を行ったためである。 
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別紙２ 

 

平成２１年度の年度計画に沿った収支計画の計画額及び実績額は以下の通りである。 

 

平成２１年度収支計画 

（単位：百万円） 

区    別 計  画  額 実  績  額 差    額 

費用の部 

経常費用 

業務経費 

一般管理費 

人件費 

減価償却費 

財務費用 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

事業収入等 

資産見返運営費交付金戻入 

 

経常利益 

臨時利益 

臨時損失 

目的積立金取崩 

当期総利益 

３，４５６

３，４５６

１，６５８

２２０

１，３３７

２３４

７

３，４６０

３，４６０

３，１８９

１４４

１２８

４

－

－

－

４

３，６９６ 

３，６９６ 

２，０００ 

２０８ 

１，２５３ 

２２７ 

９ 

 

３，７００ 

３，７００ 

３，３７６ 

２１６ 

１０７ 

 

４ 

－ 

０ 

－ 

４ 

△２４０

△２４０

△３４３

１２

８４

７

△１

△２３９

△２３９

△１８７

△７３

２１

１

－

０

－

１

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【実績額の説明】 

１．費用の部の「業務経費」の実績額が計画額に比し増加しているのは、「地方支援事

業」に係る予算を執行したためである。なお、既定分については、電子計算機のシ

ステムの借料等削減やその他の経費の抑制を図った。 

 

２．収益の部の「運営費交付金収益」の実績額が計画額に比し増加しているのは、「地

方支援事業」に係る予算を収益化したためである。 

 

３．「事業収入等」の実績額が計画額に比し増加しているのは、図書雑誌出版収入及び

利子収入の増収によるものである。 
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別紙３ 

 

平成２１年度の年度計画に沿った資金計画の計画額及び実績額は以下の通りである。 

 

平成２１年度資金計画 

（単位：百万円） 

区    別 計  画  額 実  績  額 差    額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

事業収入等 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

９，０３５

４，５２１

４，０１１

１１８

３８５

９，０３５

３，３４５

３，２０２

１４４

３，８４６

０

１，８４４

２８，９２９

３，０３７

２４，８９２

１２３

８７７

２８，９２９

３，３９８

３，２０２

１９６

１４，４３０

０

１１，１０１

△１９，８９４

１，４８４

△２０，８８１

△５

△４９２

△１０，６３７

△５２

０

△５２

△１０，５８４

０

△９，２５８

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【実績額の説明】 

１．資金支出の「業務活動による支出」の実績額が計画額に比し減少しているのは、地

方支援事業の本格的な実施が、平成２１年度からの実施となったことにより、業務経

費の平成２０年度未払金の支出として計上していた計画額が少なくなったためである。

また、「投資活動による支出」の実績額が計画額に比し増加しているのは、定期預金の

預入及び有形固定資産の取得のための支出が多かったためである。 

 

 ２．資金収入の「事業収入等」の実績額が計画額に比し減少しているのは、図書雑誌出

版収入及び利子収入が増加したためである。また、「投資活動による収入」の実績額が

計画額に比し増加しているのは、定期預金の払戻による収入が多かったためである。 

 

 


